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序文 

 

 日本国政府はギニア共和国の要請に基づき、同国の「首都圏周辺地域小中学

校建設計画」に係る予備調査を行うことを決定し、独立行政法人国際協力機構

は平成 17 年 3 月に予備調査団を現地に派遣しました。 

 この報告書が、今後予定される基本設計調査の実施、その他関係者の参考と

して活用されれば幸いです。 

 終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申

し上げます。 

 

平成 17 年 6 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

無償資金協力部      

部長 中川 和夫     
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コナクリ・マタム区、Colea Cite コナクリ・マトト区、Cite de l'air
（既存教室内部、1951年建設） （既存教室棟廊下側外観、1976年建設）

コナクリ・ラトマ区、Ｋｉｐｅ　Ⅰ コナクリ・ラトマ区、Sonfonia Village
（既存教室棟外観、1965年建設） （掘削後、放置されたままの井戸跡）

　　　デュブレカ県、Toumaniah コヤ県、Doumbouyah
　　　（小学校での新設要請敷地、既存樹木が多

要請小学校

（便槽の不都合で使用不能となった既存便所棟）



     コナクリ・ラトマ区、College Koloma      コナクリ・ラトマ区、College Koloma
　　（中学校での増設要請、既存教室棟3棟の （既存教室内部、天井板が雨漏りによる
　　　うちの1棟外観、1992年建設） 腐れで落下）
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　　　敷地の勾配あり）

     デュブレカ県、Kagbelen Plateau      デュブレカ県、Kagbelen Plateau
　　　　（中学校での新設要請敷地） （敷地内に既存囲壁基礎などの障害物あり）

要請中学校



    コヤ県、Soumaya Centre小学校 コヤ県、Soumaya Centre小学校
　　　（世界銀行により建設、1972年建設、PPTEに （外部廊下床モルタル部の剥離が深刻）
　　　　より2003年改修済み、教室棟外観）

　　　コヤ県、Kassaf小学校 　　　コヤ県、Kassaf小学校
　　　　（KfWにより建設、既存教室棟外観） （既存教室内部、天井なし、状態は良好）

    デュブレカ県、小学校     デュブレカ県、小学校
（Fondation International Solidariteにより2002年 （既存教室内部、天井なし、状態は良好）
建設、既存平屋教室棟外観）

他ドナーによって建設された学校



    マムー県、EP Pettiny校（第一次）     マムー県、EP Pettiny校（第一次）
　　　（教室棟外観） 　　　（便所棟外観）

    マムー県、EP Pettiny校  　　マムー県、EP Pettiny校
（住民参加により建設された既存教室棟） （住民参加により建設された円形型の

教員宿舎）

    コナクリ、ラトマ区、Kaporo校（三次）     コナクリ、ラトマ区、Kaporo校（三次）
　　　（2階建既存教室棟外観） 　　（2階建既存教室棟、2階外部廊下）

過去の無償資金協力対象校　①



    コナクリ、ラトマ区、Kaporo校（二次）     コナクリ、ラトマ区、Kaporo校（二次）
　　　（平屋建既存教室棟外観） 　　（既存教室棟内部、施工品質に不都合なし）

    キンディア県、Tafory校（第二次）     マムー県、EP Centre 1校（第二次）
　　　（2階建既存教室棟外観） 　　（2階建既存教室棟、2階外部廊下、施工

　　　品質に不都合なし）

    ラベ県、Bowouloko校（第二次）     ラベ県、Bowouloko校（第二次）
　（教室棟、学校により設置された階段室入口部 （無償既存校に合わせて、同一の塗装色で
　　防犯用鉄扉 　　　改修された、既存教室棟）

過去の無償資金協力対象校　②
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第１章 調査概要 
 

 



 

1 

第１章 調査概要 

 

1-1 調査の背景 

 

 ギニア共和国（以下｢ギ｣国）は､1984 年の政変以降、社会主義体制から自由主義体制へとそ

の政治路線を大きく改め、IMF・世界銀行との協調のもと構造調整計画を推し進めてきた。 

教育分野においては、1989 年の教育政策宣言の採択後、「第一次教育セクター開発計画(PASE

Ⅰ、1990-1994 年)」、「第二次教育セクター開発計画（PASEⅡ、1996-2002 年）」が実施され、

初等教育の就学率は改善された。しかしながら、就学率の急激な増加と高い人口増加率(2002

年推計で 2.23%)による就学生徒数の増加に新規教室の建設が追いつかないため、教室の過密

化が進んでおり、特に人口の流入が著しい首都コナクリ市とその周辺地域においては教室不足

が深刻である。これまで我が国は無償資金協力「地方小学校建設計画(1991-1992 年度)」｢小

学校建設計画(1998-1999 年度)｣｢コナクリ市小学校建設計画(2002-2003 年度)｣を通じて小学

校98校574教室の建設に協力してきたが依然として教室不足は解消されていない状況である。 

かかる状況の中で「ギ」国は「首都圏周辺地域小中学校整備計画」を策定し、小学校 35 校

384 教室と中学校 7 校 116 教室の建設に必要な資金につき我が国に要請してきたものである。 

本計画については､要請対象校の基本的データが不足しているため、これらの確認と、また、

本計画の基本設計調査に先立ち、過去の関連無償資金協力のレビューを行うとともに、「ギ」

国の持つ我が国無償資金協力についての認識を明確にする必要があった。 

よって、①要請対象校基本的データの確認 ②過去の関連無償資金協力案件のレビュー ③

先方の我が国無償資金協力についての認識及び、学校施設建設に関する考え方の確認 ④コス

ト縮減方法の検討等、を目的とした予備調査を実施することとなった。  

 

1-2 調査の目的 

 

 本調査では、要請の背景、要請対象校の基本データを確認し、本件実施の妥当性・必要性を

確認するとともに、過去の無償資金協力のレビュー、先方の我が国無償資金協力についての認

識と学校施設建設に関する考え方（設計仕様、コスト、建設数等）を確認したうえで、学校建

設にかかるコスト縮減方法の検討を行い、効果的な案件の形成を図ることを目的とする。 

また、無償資金協力としての妥当性が確認される場合は、基本設計調査の調査方針、調査内

容、留意事項などを取りまとめることとする。 

 

1-3 調査団の構成 

 

 団長         星野 明彦 JICA 無償資金協力部 業務第一ｸﾞﾙｰﾌﾟ 教育ﾁｰﾑ 主査 

 計画管理            櫛田 眞美 JICA 無償資金協力部 業務第一ｸﾞﾙｰﾌﾟ 教育ﾁｰﾑ 

 施設計画            市川 達也 株式会社 福永設計 

 施工・調達事情調査  國方 孝   株式会社 福永設計 

  通訳（フランス語）  田中 広美 財団法人 日本国際協力センター 
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1-4 調査日程 

官団員 コンサルタント団員 通訳  

月 日 

 

曜

日 

星野 

（総括） 

櫛田 

(計画管理)

市川 

(学校施設計画)

国方 

(施工調達事情) 

田中 

3 月 12 日 土 東京 11:10(JL405)  → パリ 15:45 

3 月 13 日 日 パリ 10:50(AF766)  → コナクリ 16:15 

3 月 14 日 月 AM：SNIES/MEPU-EC 協議（11:00） 

PM：SNIES/MEPU-EC 協議(M.Kouyaté) 

   質問票の説明、資料集先ヒアリング、行程調整 

3 月 15 日 火 

 

・コナクリ市内

３コミューンの

D.C.E（小/中）

訪問、質問票の

配布、記載依頼、

要請校視察、無

償校視察 

・コナクリ市内

２コミューン

の D.C.E（小/

中）訪問、質

問票配布、記

載依頼、要請

校視察 

・邦人建設会社

へのﾋｱﾘﾝｸﾞ 

SNIES/MEPU-EC 

・ 資 料 収 集

SSP/D.C.V/ 

P.E.P.T/E.C/ 

M.P 

3 月 16 日 水 東京 11:10(JL405)  

→パリ 15:45 

・コヤ D.P.E 

・ デ ュ ブ レ カ

D.P.E  

表敬、質問表配

布、記載依頼 

・ コ ナ ク リ

/RATOMA 

要請校視察（EP 

Kipé1,Collèg

e Koloma) 

・コヤ D.P.E 

・ デ ュ ブ レ カ

D.P.E  

表敬、質問表配

布、記載依頼 

・施工調達事情

調査 

SNIES/MEPU-EC 

・資料収集 

SSP/D.C.V/ 

P.E.P.T/E.C/M.

P  

3 月 17 日 木 パリ 10:50(AF764) 

→コナクリ 18:10 

  SNIES/MEPU-EC 

官団員に準ずる

AM：日本国大使館、教育省

協議、対外協力省表敬

教育省、 

対外協力省 

施工・調達事情

調査 

3 月 18 日 金 

PM：コナクリ市内３コミューン要請校（小/中）、

既存校、無償資金協力既存校視察(カポロ小学

校、ベルヴュー小学校) 

 

官団員に準ずる

3 月 19 日 土 コナクリ市内無償資金協力既存校視察 

（キペⅠ小学校、キペ中学校、コロマ中学校、

ダボンパ中学校(候補地)、 

シテドレール小学校） 

 官団員に準ずる

3 月 20 日 日 団内協議、資料整理 
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3 月 21 日 月 AM：教育省協議、世界銀行

PM: P.E.P.T、 

終日：現地施工

業者調達

事情調査 

官団員に準ずる

3 月 22 日 火 AM：教育省協議 

PM: サイト視察 

（デュブレカ、コヤ） 

無償資金既存校

舎視察 

Kindia, Mamou, 

Labe, 

(１、２次小学校

建設校) 

終日：現地業者

調査 

官団員に準ずる

3 月 23 日 水 AM:教育省協議、技術教育省

訪問 

PM:技術教育省協議 

  教育省ミニッツ協議 

施設計画調査 終日：調達施工

事情調査 

官団員に準ずる

3 月 24 日 木 ミニッツ署名、大使館報告

コナクリ 20:45(AF765)→ 

コナクリ市内３コミューン要請校

（小/中）、関連機関ヒアリング、官

団員との協議 

官団員に準ずる

3 月 25 日 金 →パリ 05:55 

・ JICA 事務所報告 

パリ 18:05(JL406) 

終日：コヤ、デュブレカ要請校（小/中）、既存校視察、

コナクリ関連機関協議、 

施工調達事情調査 

3 月 26 日 土 →東京 14:00 団内協議、資料整理 

3 月 27 日 日 資料整理、団内協議 

3 月 28 日 月 資料整理、団内協議 

コナクリ 19:50(AF765) → 

3 月 29 日 火 →パリ 06:05  パリ 19:05(JL406) → 

3 月 30 日 水 

 

→ 東京 13:55 

 

1-5 主要面談者 

 

ギニア国政府実施機関 

○初等・中等・市民教育省  公立学校施設・機材局  

Ministère de l’Enseignement Pré-Universitaire et de l’Education Civique,  

Service National des Infrastructures et Equipements Scolaires 

M.Abou Soumah, Directeur du SNIES   局長 

 M.Malel Mamadou Diallo, Directeur Adjoint du SNIES   局次長 

 M.Sékou Kouyaté, Chargé du projet travaux du SINES   施設課課長 

 

○初等・中等・市民教育省 統計・計画局  MEPU-EC, Section Statistique Plannification 

   M.Bakary Diawara, Directeur du SSP, Chef de la Section investissements    局長 

  M.Saïd Kandé, Chargé d’Etudes Investissement Carte Scolaire   教育研究担当 

M. Thierno Aliou BARRY, SSP/MEPU-EC  投資課課長 

M. Saïd KANDE, Chargé d’études, Section Investissements  投資調査担当 

M. Alpha Aliou BARRY, Chef de la Section statistiques 統計課課長 
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○ 初等・中等・市民教育省 中等教育局 

 MEPU-EC  Direction Nationale Enseignement Sccondaire 

M. Bernard Haoumou,  Directeur Nationale 局長 

 

○初等・中等・市民教育省 教育研究活動国立研究所 

Institut National de Recherche et d’Action Pédagogique (INRAP), MEPU-EC 

M. Laye TOURE , Directeur Général Adjoint 副所長 

M. Onigo Bamara, Chef Division Manuels scolaires 教育課課長 

M.Amadou DIALLO, Chef de Division des Appuis Multimédia マルチメディア課課長 

 

○P.E.P.T（Programme Education pour Tous）万人のための教育プログラム 

  Dr. Aboubacar Sidiki YATTARA, Coordonnateur National   コーディネーター 

  Dr. Thierns Ibrahima DIALLO, Coordonnateur Adjoint       副コーディネーター 

 

地方教育局 

○コナクリ教育局  DEV（Direction de l’Education de la Ville de Conakry） 

M. Ibrahima Singuila CAMARA,  Directeur 局長 

 

○ マタム区教育事務所 

M. T. O. Barry    中等教育担当 

M. Solange Balamou 統計計画担当 

 

○マトト区教育事務所 

M. Fodé Sylla    初等教育担当 

M. Djiguiba Sako 中等教育担当 

 

○コヤ県教育局   D.P.E. de Coyah  

 Mme.Barry Aissatou Sow, Directrice de Préfectoral del’Education de Coyah  局長 

M. Ibrahima Cisse                               助役 

M.Elie Telliono, Chef deSection Statistique et Plannification    統計計画部長 

  M.Mamadou Sawba BAH, Assistant de Section Statistique et Plannification 

統計計画アシスタント 

  M.Mamadou Saliou Diallo                       中等教育担当 

M.Sékou Camara, Maire de la Commune de Coyah                 市長 

 

○デュブレカ県教育局  D.P.E.(Direction Préfectoral de l’Education) de Duburéka  

 M.Naby Moussa Soumah, Directeur de Préfectoral del’Education de Dubréka   局長 

 M.Alpha Ibrahima Bah, Chef de Section Enseignment Secondaire Professional 

中等教育部長 

 M.Ibrahima Sony Bangoura, Chef de Section Enseignment Elementaire    初等教育部長 
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  M.Thierno Amadou Fenguéléma Diallo, Chef de Section Statistique Plannification 

Development des Ecoles   統計計画開発部長 

  Mme.Bountouraby Touré, Adjoint de Section Statistique Plannification Development des  

Ecoles    統計計画開発部次長 

M.Mamadou Camara, Animateur Pedagogiqu Section Enseignment Elemantaire     

初等教育部指導 

M. Alpha Ibrahima Bah  中等教育担当 

M. Thierno Amadou Signuéléma 統計計画担当 

M. Cmara M. Boké 市民教育担当 

 M.Elh.Momo 2 Camara, Maire de la Commune de Duburéka       市長 

 M.Elh.Harmidou Buldé, Secretaire General de la Commune     次長 

 

○キンディア件教育事務所 MEPU-EC Direction Préfectorale  Enseignement de Kindia 

Mme.Mariama Bah    所長 

M. Mohamed Camara, chef d’antenne regionale SNIES  キンディア地域支部担当 

 

○マムー県教育事務所 MEPU-EC Direction Préfectorale  Enseignement de Mamou 

M.Mamadou Rourouma  教育担当 

M.Amadou Bali  Mamou Centre1 小学校校長 

M.Ybrahima Diallo Pettiny   小学校校長 

 

○ラベ県教育事務所 MEPU-EC Direction Préfectorale  Enseignement de Labé 

M.Elhadj Amadou Ehiam   所長 

M.Diallo Mamadou Bailo  教育担当 

 

小中学校 

○カポロ小学校, コナクリ ラトマ地区 EP Kaporo, RATOMA Conakry 

  Mme.Aissatou Kanté, Directorice de l’ecole primaire de Kaporo        校長 

  M.Batt Oousmane, Chef service statistiques et planification, DCE Ratoma  

地区教育局 統計計画課長 

  M.Mamadouba Keita, Directeur du centre de formation continue, DCE Ratoma 

                                                  地区教育局 継続教育課長 

 

○ベルヴュー小学校, コナクリ ディクシン地区 EP Bell-Vue Marche, Dixinn Conakry 

  M.Mamadou Camara, Directeur Adjoint                            教頭 

  M.Thomas Bomboh Bangoura, Délégation Scolaire de l’Enseignement Elementaire,  

DCE Dixinn        地区教育局小学校教師代表 

  Mme. Fatoumata Diakité, Directrice de Ecole Primarie Kipé Ⅰ    校長 

  Mme. Katty Catherine, Directrice Adjointe de EP Kipé Ⅰ      教頭 
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○キペ中学校, コナクリ ラトマ地区 Collège Kipe, RATOMA Conakry 

  Mme. Kadiatou Sylla, Directorice des Etudes      教務課長 

  M. Simty Kaly Bah, Surveillant Général        生徒監督 

 

○コロマ中学校, コナクリ ラトマ地区 Collège Koloma, RATOMA Conakry 

  Mme. Mariame Dioubaté, Dirictrice des Etudes     教務課長 

    M.Yaya Diallo, Couseillers à l’orientation     相談役 

    M.Robert Koly Guilavogui, Surveillant Général    生徒監督 

    M.Baba Kaba, Seuveillant Général Adjoints      生徒監督助手 

    M.Abdourahim Bah, Secretaire             秘書役 

 

○シテドレール小学校, コナクリ マトト地区 EP Cité de l’Air, MATOTO Conakry 

  Mme.N’Nady Julienne Keita, Enseigenent 3em A1     教師 

    M.Lanciné Condé, Enseigenant 6em A2          教師 

    M.Oumar Cissé, Enseigenent 5em A1           教師 

 

ギニア国政府関係省 

○国際協力省 対外協力局 

 Ministère de la Coopération, Direction de la Coopération Internationale 

    M.Sékouba BANGOURA, Directeur                             局長 

   Mme. Hann Dienabou, Chef de Division Relations Bilatérales 二国間協力課長 

   Mme. Pauline Turpin, Chargée du Mission Japon               対日本事業担当 

 

○技術教育・職業訓練省 

Ministère de l’Enseignment Technique Formation Professional 

    M.Ibrahima Souma, Ministere ET-FP                 技術教育・職業訓練大臣 

M.Ibrahima Sankhon, Chef de Cabinet MET-FP       官房長 

    M.Alkaly Mohamed Cherif, Attache de Cabinet      官房 

    M.Baba Diane, Chef Division Formation Initiale  初期教育課長 

M. Faoura THIAM, Coordinateur, Secrétariat Technique 技術秘書 

 

○財務省 国家経済局 Ministère des Finances Direction Nationale de l’Economic 

Mme FARO, Directrice 局長 

 

○経済財務省 Ministère de l’economie et des finances 

M. Hadja Saran KABA, Direction nationale des douanes Directeur  税関局長 

 

○水利エネルギー省 Ministere de l’hydraulique et de l’energie 

M.Ibrahima BOKOUM,  Chef de Cabinet  大臣官房 
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○国立気象局 Direction Nationale de la Météorologie 

Dr. Mamadou Lamine Bah,  

Directeur National, Représentant Permanent de la Guinée aurpès de l’OMM 局長 

 

○住宅建設局 Ministere de l’urbanisme et de l’habitat /Secrtion permis et controle 

M. Sory CONDE                         許可検査課長 

Directeur National, Représentant Permanent de la Guinée aurpès de l’OMM   

 

○民間投資促進局 Office de promotion des investissements privé 

M.Dianka KOEVOGUI, Directeur General 局長 

M.Sékou Oumar SYLLA, 

Conseiller chargé d’ études department promotion des investisments 投資促進顧問 

 

○水供給公社 Societe des eaux de Guinée 

M.Cheick Talibq SYLLA,  Docteur Es Science Technique , Directeur  技術開発局長

M.Amara Fofana, Directeur des Ressources Hunaines 人事部長 

 

○公正委員会  Comité Equité 

Mme Cissé Hadja Passy Kourouma,  Directrice 会長 

 

○雇用促進庁 M.E.F.P /Agence Guineenne pour la Promotion de l’Emploi 

M. Saa Marcel Tinkiano, Chef de Départment Promotion de l’Emploi  雇用促進局長 

M.Camara Sine, Chef comptable 経理局長 

 

○国土地理院 Institut Geographique National Guinée 

Dr.FOFANA M.Hassimior  管理部長 

 

○コナクリ大学土木工学部 Université de Conakry Département de Génie Civil 

M. Lansana KALLE, Ingénieur Génie Civil, Chef de Laboratoire  建築材料研究室長 

 

○マトト区役所 

M. Idrissa Sidibe  マトト区長 

  M. Ibrahima Cisse  助役 

  M. Naby Laye Touré  PTA 地区会長 

 

 

他ドナー 

○世界銀行 La Bank Mondial/World Bank 

    M.Mamadou Dian DIALLO, Education Specialist, Africa Technical Development 

                                      教育専門家 
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建設業者ほか 

○コジェ社  COMPAGNIE GENERALE D’ENTREPRISES ET D’INGENIERIE 

M. EI.Hadj Boubacar Biro Barry, Directeur Général  社長 

 

○SOCADI 社 

M. Habib Attya  社長 

 

○ギニア・インダストリー社 La GUINEE D’INDUSTRIES TOLES G.I 

M. Moufid Wansa, Chairman  社長 

M. Adel FAKHREDDINE 局長 

 

○ノール・ギニア社 ENTREPRISE NORD GUINEE 

M. El. Hadj Mamadi Camara  社長 

 

○リビエラ。ギニア社 GROUPE RIVIERA GUINEE 

M. Joseph GHATTAS  社長 

 

○C.D.E 社 CONSORTIUM D’ENTREPRISES  

M. Momar Talla SY, Chef comptable  経理部長 

 

○SEDEFA 社 

M. Cheng Jiin-Suey  社長 

 

○セメント・ギニア社 CIMENTS DE GUINEE S.A 

M. Attigou Diallo, Responsable des ventes &Marketing  販売担当部長 

 

○株式会社 設計計画 

大矢知弘氏  コナクリ市小学校建設計画 常駐監理責任者 

 

 

1-6 調査結果概要 

 

1-6-1 上位計画との整合性 

ギニア国では、教育分野において､1989 年の教育政策宣言の採択後、「第一次教育セクター

開発計画(PASEⅠ、1990-1994 年)」、「第二次教育セクター開発計画(PASEⅡ、1996-2002 年)」

が実施され、就学率の向上に努めた。続く「万人のための教育計画フェーズ１（2001－2005）」

においては、2015 年までに初等教育就学率を 100％まで向上するという目標を掲げ、この達成

の為に、教育へのアクセス拡大・質の向上・地方分権化の推進・の 3 点を中心とした政策を進

めている。特に前者 2項目の実現に向け、教育施設を拡充・整備することで教育環境の改善を
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図っている。 

 これまでギニア政府の尽力および各ドナーの協力により、就学率が大きく改善された

（28%:1984 年→77%:2004 年）が、高い人口増加率(2002 年推計で 2.23%)に加え、就学率向上

に伴う生徒数増加により、特に首都圏周辺地域では教室の過密度が深刻化している。また、小

学生数の増加に伴い、次段階の中学校の教室数不足も深刻になっている現状である。 

 こうした状況の下、ギニア政府により「首都圏周辺地域小中学校建設計画」が策定され、コ

ナクリ市 3地区、デュブレカ県、コヤ県における小中学校の教室 500 教室及びトイレ等の施設

建設、教育機材等の供与にかかる資金につき、我が国に無償資金協力が要請された。 

 

1-6-2 過去の無償資金協力の状況 

 我が国はこれまでに、無償資金協力「地方小学校建設計画(1991-1992 年度)」｢小学校建設

計画(1998-1999 年度)｣｢コナクリ市小学校建設計画(2002-2003 年度)｣を通じて、98 校 574 教

室の建設に協力してきた。 

本調査では、このうち 23 校をサンプリングし、施設状態、利用状況および維持管理状況を

確認した。施設状況は概ね良好で、天井のない設計の教室もあったが、それによる支障は発生

していない。非常によく利用されていることから、時間の経過もあり、一部損傷が見られる箇

所があるものの､学校による補修がなされている。各学校には父母会が存在し、寄付金での修

復計画や、清掃活動がなされていることが確認された。 

 

1-6-3 我が国の無償資金協力に対する先方の認識 

 これまでの日本の無償資金協力による学校建設を、｢ギ｣国は非常に高く評価していることが

確認された。特に施設の品質には満足している。質の高いものは、建設時には比較的コストが

高くなるものの、維持管理費の低減を図れるなど長期的に見ると効率的であるとの認識が伝え

られた。 

 今後のプロジェクトにおいても、同等水準の品質を維持してほしい旨、要望された。 

 

1-6-4 要請内容の確認 

1) 要請の追加 

 当初要請がなされた施設建設および教育機材供与に加えて、水不足が深刻なサイトにおける

井戸の掘削についても追加してほしい旨、教育省より要請された。本調査後半になってからの

追加要請であったため、その必要性・妥当性に関して確認することはできなかった。学校建設

への協力対象に井戸を含めるか否か、また、実施後の維持管理体制について等、基本設計調査

にて充分に確認をする必要がある。 

 

2）対象地域の状況 

 本件の要請対象となっているデュブレカ県およびコヤ県は、首都コナクリ市のベットタウン

的存在でもあることから、首都圏の人口増加の影響が大きい。コナクリ市、デュブレカ県、コ

ヤ県は、首都への人口集中による児童数の増加に伴う教室不足が深刻で、ニーズが高い地域で

あることが言える。 
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3）対象サイト、対象校の選定状況 

 上記、教育ニーズの高い 1 都市(3 地区)2 県を教育省が選定し、それぞれの DCE/DPE(地区/

県教育局)に対象校選定を指示している。したがって、要請校はいずれも深刻な教室不足の地

域であり、実際のニーズに即したものであるということが確認された。 

 

4）対象サイト、対象校の優先順位について 

 本調査では、｢ギ｣国初等・中等・市民教育省に対して、要請対象サイトおよび各学校に対し

て優先順位をつけるよう要望したが、現段階で優先順位をつけることは困難である旨、回答を

受けた。次の(基本設計)調査が実施されることになった際に、サイトおよび学校選定にあたる

選定基準を作成し、それを基に優先順位付けを行いたい意向であることを確認した。 

 

5）中学校の建設について 

 これまで各ドナーにおいては､重点的に小学校建設への協力がなされてきた。これにより小

学校の就学率は向上したが、それに伴い小学生数が増加し、その次段階である中学校において

も教室不足が深刻化している。「ギ」国では「万人のための教育計画フェーズ 2」への移行に

あたって中学校建設にも取組む方針であり､その一環として、今回の我が国への要請に中学校

が含められたことが確認された。 

 

1-6-5 学校建設コスト縮減の可能性 

 過去の無償資金協力による小学校は、決して過剰ではない妥当な設計が行われていたと見ら

れるため、工法・仕様の面からコスト縮減につながる大きな要素を抽出することは難しい。し

かしながら、他ドナーによる建設施設との比較を行い、コスト縮減の可能性を探ったところ、

小さいながらも可能性としては以下の点が挙げられる。 

・天井設置の必要性の検討 

  「ギ」国には天井のない仕様による学校も存在していることから、天井の設置が不可

欠か否かを再考する。 

・ 屋根の検討 

小屋組および屋根に使用する資材を、コスト面と併せて、安定供給が可能か否かも含

めて再考する。 

・ コンクリート躯体 

柱や梁の断面サイズ設定とコンクリート強度を総合的に再考する。 

・ 建物配置と平面計画 

2、3 階立ての複層になる場合、できる限り地面の高低差のない方向に教室を並べ、基

礎量を低減する配置と、階段を主体構造の中に取り込む平面計画を検討する。 

・ 便所の設備 

   サイトへの水の安定供給の可否も含め、浄化槽＋浸透枡が有効に機能するか否かを再

確認し、ラトリーヌ方式の採用を検討する。 
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1-6-6 結論 

ギニア国政府は、「万人のための教育計画」に沿って基礎教育分野での開発を進めてきてい

る。政府及び各ドナーの協調した取り組みの結果、小学校就学率は大きく改善した。しかしな

がら、依然小学校は超過密状況（３人掛けの椅子に５人座っていたり）にあり、教育の質の面

で問題が生じていることから、さらなる小学校教室整備が喫緊の課題となっている。 

 一方、こうした小学校就学率の向上に従い、中学への進学ニーズが急速に高まってきている

が、中学校数及び生徒受け入れ能力が不足しているため、進学希望者のニーズに対応できてい

ない。こうした状況に対し、政府は小学校整備に続いて中学校整備を始めとする中等教育に対

する取り組みを強化しており、これに関わる日本の積極的な支援を求めている。 

 従って、本件はこうした教育の量的拡大と質の向上の両面、そして初等から中等への教育の

継続性の確保に資するという点で、妥当性を有していると思われる。 

基本設計調査実施にあたっては、計画策定において以下の事項を充分に留意し、検討する必

要がある。 

１）過去の無償資金協力との重複校の扱い 

２）協力対象校の選定基準と優先順位について 

３）敷地確保状況 

４）井戸建設を協力対象とするか否か 

５）コスト縮減の可能性を加味した施設設計 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 教育分野の現状 
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第２章 教育分野の現状 

 

2-1 上位計画 

 

2-1-1 国家開発計画  

「ギニアビジョン 2010」(GUINEE VISION  2010,1996 年) 

「ギ」国では、1980 年代の社会主義体制から共和制への移行に伴い、自由市場経済および

法治国家が確立され、経済と諸制度の根本的改革に着手した。その結果、1985 年には、世界

銀行・IMF による構造調整融資を得て「構造調整強化計画」が実施され、1986 年～87 年には、

市場経済の設立において進歩を遂げた。 

 しかし 1990 年代に入り、経済成長率の低下に直面した「ギ」国は、継続的経済発展を促進

するための包括的な中・長期国家開発計画として、1996 年、「ギニアビジョン 2010」を策定し

た。 

 ギニアビジョン 2010 では、経済・社会・制度面からの現状分析に基づき、経済成長促進の

ための投資優先分野、および各社会・経済分野での戦略目標が定められている。 

2005 年 2 月発行のギニアビジョン 2010 に対する「戦略評価」(EVALUATION DE LA STRATEGIE)

では、就学環境の改善について以下の点がモニタリングされた。 

 

      表 2-1 ﾋﾞﾆｱﾋﾞｼﾞｮﾝ 2010 における教育分野の成果 

 

 

 

 

 

 

2-1-2 教育セクター計画 

1) 教育政策宣言  

(Déclaration de Politique Educative,1989 年) 

 1989 年政府委員会で承認、採択された政策であり、現在においてもギニア国の教育政策と

教育計画の基礎となっているものである。これに基づき、後の教育セクター計画が策定された。 

 

2) 第一次教育セクター調整計画 

 (Programme d’Adjustement du Secteur de l’Education/PASEⅠ:1990-1994 年) 

 IMF および世界銀行の指導による構造調整強化計画の下に、1989 年の教育政策宣言に基づい

て策定されたものである。 

 PASEⅠにおいては、就学率向上のため以下の 3 つのプログラムが実施された。 

・学校建設プログラム 

・教育人材再配置プログラム 

・政府予算配分の変更 

 1994/95 年 2000/01 年 2003/04 年 

1)学校数 3,118 校 4,602 校 6,140 校

2)教室数 11,154 教室 20,043 教室 25,863 教室

3)総就学率 31.8% 60% 77%
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3) 第二次教育セクター調整計画 

 (Programme d’Adjustement du Secteur de l’Education/PASEⅡ:1996-2000 年) 

PASEⅠの結果、初等教育就学率は大幅に伸び、農村地域の教育機会の拡大に成果をもたらし

た。しかし一方で、落第率や留年率の増大という教育の質の改善へ向けた新たな課題を負った。 

PASEⅠの実績と評価を基に、PASEⅡでは、以下の 3 点を優先課題として取り上げた。 

・教育効率の改善 

・教育の質および教員養成の改善 

・教育への公平なアクセス 

 

4) 「万人のための教育」計画 

(Programme Education Pour Tous/EPTⅠ-Ⅲ:2001-2015 年) 

2001 年から 2015 年の間、3 次にわたり実施される教育セクター改革プログラムで、ギニア

ビジョン 2010 実施上の戦略として、以下 3 つの基本方針に基づき実施中である。 

・教育に対する公平なアクセス 

・教育及び教員養成の質改善 

・地方分権化した教育運営管理面への能力強化 

 現在（平成 17 年 3 月）は、「万人のための教育」計画第一フェーズ(EPTⅠ:2001-2005 年)完

了の時期にあたり、上記 3 つの基本方針に対する実績のモニタリング、評価が実施されている

ところである。 

 同計画第二フェーズへの移行にあたっては､中学校の建設についても取組む方針があること

が、今回の調査で確認された。しかしながら、それもフェーズ１の結果如何で流動的な事項で

あり、詳細については未定である。 

 

2-2 初等・中等教育をとりまく状況 

 

2-2-1 初等教育の状況 

「ギ」国では、1990 年時点の初等教育総就学率が 31%台ときわめて低いことから、それに対

する教育セクタープログラムとして「PASEⅠ」「PASEⅡ」を実施し就学率向上に努めてきた。

現在は、「EPTⅠ」を通じて教育環境の改善に努めている。 

 「EPTⅠ-Ⅲ」での主な目標は、2015 年までにすべての子どもに平等かつ質の高い教育を提

供することである。これに則して、2001 年から 2004 年で、総就学率が 61%から 77%まで改善

された。また、女子の総就学率も 50%から 70%へと向上し、依然として男女の格差はあるもの

の、2005 年までに 59%と想定されていた EPTⅠでの目標は達している。（表 2-2） 

 

表 2-2： 初等教育総就学率（2001 年～2004 年） 

 2000/01 2001/02 2002/03 2003/2004 

 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 

72% 50% 79% 63% 81% 67% 83% 70% 総就学率 

61% 72% 74% 77% 

出典：初等・中等・市民教育省統計局「2003/04 年度初等教育年鑑」 



 

14 

表 2-3：教室数の推移（2000 年～2004 年） 

施設数 児童数  

年度 学校数 教室数 女子 男子 合計 

児童数 

/教室 

総 就 学

率 

1992/93 2,779 9,272 133,777 288,092 412,869 44.5  

2000/01 4,602 20,043 350,446 503,177 853,623 42.6 61% 

2001/02 5,278 23,655 417,556 580,089 997,654 42.1 72% 

2002/03 5,765 24,491 458,116 615,342 1,073,458 43.9 74% 

2003/04 6,140 25,863 497,122 650,266 1,147,388 44.4 77% 

出典：PROGAMME EDUCATION POUR TOUS(EPT) RAPPORT DE REVUE A MI-PARCOURS 

 

2-2-2 中等教育の状況 

初等教育の就学率の改善は、中等教育へも影響をもたらした。 

中等教育における就学生徒数を長期的に見ると、1992/93 年（97,533 名）から 2003/04 年

（340,400 名）で、約 3.5 倍の増加率を示している。（そのうち、男子が 3.2 倍の増加に対し、

女子は 4.4 倍と著しく増加している。） 

 一方、学校数は 1992/93 年（244 校）から 2003/04 年（615 校）で、1.5 倍に増加している

ものの、生徒数の増加には追いついていない状況である。クラスあたりの生徒数は年々増加し、

2003/04 年では 66 名にまで達している。 

 

表 2-4：ギニア国における中等教育状況の推移(2000 年～2004 年) 

施設数 生徒数 生徒数／ 

教室 

教員数 生徒数／

教員 

年度 

学校数 教室数 女子 男子 合計    

1992/93 244 1,988 23,703 73,830 97,533 49 3,417 29

2000/01 444 3,543 65,334 167,233 232,567 66 6,471 36

2001/02 512 4,142 78,906 192,183 271,089 65 7,246 37

2002/03 557 4,750 93,731 207,760 301,491 63 8,409 36

2003/04 615 5,176 105,335 235,065 340,400 66 9,430 36

  出典：初等・中等・市民教育省統計局「2003/04 年度中等教育年鑑」 

 

これまで各ドナーからは､｢2015 年までに初等就学率を 100％まで向上させる｣目標に沿って、

重点的に小学校建設への協力がなされてきた。「ギ」国による努力もあり、小学校の就学率は

向上した。 

一方で、小学生の増加に伴い、その次段階である中学校への入学希望者も増加した。しかし

ながら、各ドナーの学校建設は小学校に注力されていたため、中学校にはほとんど手がつけら

れていなかった。結果として、既存の教室だけでは、絶対教室数が不足している現状である。 

教室あたりの生徒数は、教育省では 40-45 人/教室を標準目標と考えているものの、現在の

中学校の多くは 80-100 人/教室、所によっては 200 人/教室の学校もあり、教育の質確保は困

難な状況である。また、地域によっては、10km 離れた中学校へ通う生徒や、隣の県の学校へ

通う生徒もいる。 
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特に首都圏の過密状態が小学校同様に深刻で、コナクリ、コヤ、デュブレカ地域での教

室建設が望まれている。 

 

中等教育においては、教員養成をはじめとする教育の質改善にかかる数多くのプロジェクト

が実施計画中である。ギニア教員初期養成(FIMG)、高等師範学校教員養成(PEN)、教育教員指

導員養成(CPMF)、学校向小額補助金プロジェクト(PPSE)などが挙げられる。また技術・職業養

成開発政策も採択され、高等教育でドナー援助(PADES)による支援プログラムを平行して実施

中である。 

 

2-3 他ドナーによる援助動向 

 

2-3-1 主要な施設援助機関 

「ギ」国において、教育セクターへの協力を実施しているドナーのうち、特に初等教育施設

建設に関わっているのは、主に、日本、世界銀行(以降「世銀」)、アフリカ開発銀行、EU、イ

スラム開発銀行、KfW、フランス開発公社（AfD）、また近年ではサウジアラビア、クウェート

などである。 

日本の協力は主に都市部を中心としており、今回の要請も首都圏を対象としたものである。

一方、他ドナーによる初中等教育施設建設は、主に地方都市部と農村部を中心に実施されてい

る。 

中等教育施設では、「万人のための教育」計画プログラムに準じた世界銀行をはじめ、フラ

ンス開発公社による改修事業、アフリカ開発銀行、サウジアラビア、クウェートなどが実施し

ているが、初等教育に比べると協力規模は小さい。 

 

なお、初中等教育セクターにおける援助状況（金額ベース）を別添資料 A.8 に示す。 
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表 2-5 教育省計画の各ドナーによる教室建設の予定 

世界銀行 ・小学校 1,500 教室の建設 ・地方農村部対象 

・地元 NGO と協力した活動 

EU ・小学校 73 校、219 教室の建設 ・ピタ県対象 

・基本設計：3 教室、教務棟、

トイレ、井戸、校長宿舎 

KfW ・小学校 693 教室の建設 ・ ソフト・ハード両面におけ

る協力 

アフリカ開発銀行 

（BID） 

・ 中学校 20 校・80 教室の建設 

・ 教員宿舎の建設 

・ 給水困難なｻｲﾄにおける井戸掘

削 

・ ゲゲドゥ初等教員養成校の建

設 

・ 地方農村部対象 

 

イスラム開発銀行 ・ 小学校 400 教室の建設 

・ 小学校 50 校・150 教室の建設、

150 教室の改築 

・ ギニア北部地域対象 

・ 地方農村部対象 

・ 標準設計：3教室、教務棟、

トイレ、校長住居、教員宿

舎、浅井戸 

サウジアラビア ・ 中学校 90 校・360 教室の建設 ・ 地方農村部対象 

クェート ・ 中学校 110 校・440 教室の建設 ・ 地方農村部対象 

＊2005 年 3 月時点・SNIES からの聞取りによる・調印直後のもの及び要請中のものもある 

 

 

2-3-2 施設建設概況 

施設構成は、各ドナーとも「ギ」国プロトタイプに基づき、小学校では 3 教室 1棟タイプの

教室棟（平屋）＋便所棟、中学校では、4 教室 1 棟タイプの教室棟（平屋）＋便所棟と共通し

ており、さらに地域の状況を考慮して、教員宿舎、井戸などが加えられる。 

建設方式は、各ドナーとも初等・中等・市民教育省 公立学校施設・機材局（SNIES）が監督

機関となり、現地 NGO をコンサルタントとして雇用し、現地入札形式で実施される。ただし世

界銀行（以降「世銀」）の場合のみ、監督機関が「万人のための教育計画」実施機関(P.E.P.T)

となる。 

 各ドナーによる施設を視察すると、構造躯体上の致命的な欠陥はないものの、床部のモルタ

ル剥離、屋根の雨漏り、湿気による天井落下などの不都合が頻繁に発生している。 

現地施工業者を元請けとして発注する、世銀をはじめとする他ドナーによる現行建設方式で

は、施工業者の施工技術はもとより、監理者として選定される国際 NGO、現地コンサルタント

の計画策定、実施監理能力が問われるものであり、品質を確保する面においては、日本の無償

資金協力の方式とは大きく異なる。 

（実施および施設建設方式に係る詳細は 5-3 に記述する） 
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2-3-3 世界銀行による協力 

「ギ」国の小学校施設は、1991 年から 2001 年の 10 年間で約 8,000 教室が建設されており、

そのほとんどは 1997 年以降に集中的に建設されている。中でも、世銀の協力により建設され

た学校が多くある。 

世銀は、「万人のための教育」計画 第一フェーズ(2000-2005 年)を通じて総額 7 千万ドル

を拠出する予定である。（しかし、2005 年 3 月現在、予算執行状況が 40%程度のため 2 年延長

の見込みとのこと。） 

学校建設によって就学率が上昇し、「アクセス拡大」目標はある程度進みつつある。今後は

「質の向上」に焦点をあてた活動も必要と考えている。（例：教科書、教員養成、マネジメン

トなど） 

また、初等教育への投資を最重要視しながらも、中等・高等教育への投資と政府機関の能力

強化も併せて実施している。現在実施している中等教育施設への協力は、次の４つのタイプに

分類される。 

① 一般中学校 

② 地方・農村部中学校  

③ 高校  

④ 中学校＋高校 

 特に、地方農村部への教育アクセスを重視した、②タイプの建設を推し進めており、すでに

10 校を超える同タイプによる施設建設が完了している。今後は、随時モニタリングを行いな

がら、体系的評価のもとに建設実施を継続していく予定である。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 無償資金協力事業の現状 
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第３章 無償資金協力事業の現状 

 

3-1 わが国の援助動向 

 

これまでの、わが国による「ギ」国教育セクターへの援助は、無償資金協力による小学校建

設計画のほか、小・中学校建設を中心とした草の根無償が 1998 年以降 16 件実施されている。   

 
表 3-1 無償資金協力による教育セクターへの援助 

年度 案件名 供与金額 

（億円） 

概要 

1991 地方小学校建設計画（第 1 期） 8.79 25 校 78 教室と付帯施設建設、機材整備 
1992 地方小学校建設計画（第 2 期） 7.91 25 校 75 教室と付帯施設建設、機材整備 
1998 小学校建設計画（第 1 期） 5.26 9 校 55 教室と付帯施設建設、機材整備 
1999 小学校建設計画（第 2 期） 6.24 14 校 90 教室と付帯施設建設、機材整備 
2002 コナクリ市小学校建設計画（第 1 期） 5.16 11 校 111 教室と付帯施設建設、機材整備 
2003 コナクリ市小学校建設計画（第 2 期） 5.94 14 校 165 教室と付帯施設建設、機材整備 
 

表 3-2 草の根無償による小中学校建設 

年度 案件名 供与金額(百万円) 

1988 マリ中央中学・高等学校校舎拡張兼図書館建設計画 8.68  
 ディンギライ県立ウマール・タール中学兼高等学校校舎拡張計画 7.70 
 シセラ中学校建設計画 7.30  
 ガダクビ小学校建設計画 7.00 
 クンダラ中学校兼高等学校校舎改修計画 1.65 

1990 ダハベ小学校建設計画 2.93 
 ケルアネ市モスケ地区小学校建設計画 5.01 
 日干しレンガによるジュントゥ小学校建設計画 1.43 
 クルーサ中学・高等学校第一校舎郡改修計画 6.63 

 （US$） 

2001 デュブレカ県サナワリヤ村カンバ地区小学校建設計画 24,520 
 カンカン市小学校建設計画 51,615 

2002 ダボラ市中・高等学校改修計画 74,927 
 サンフィナ村小学校建設計画 76,114 

2003 ユユレンドゥ村小学校建設計画 81,067 
 ディティン市中・高校拡張計画 73,501 

2004 ダボラ市ティンキソ小学校改修・拡張計画 179,756 
*初等・中等・市民教育省資料より・供与金額は実施年度により異なる（円建て/US＄建て）ためそのまま記載 
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3-2 過去の無償資金協力事業の現状 

 

わが国はこれまで、3 度にわたる無償資金協力「地方小学校建設計画(1991～1992 年度) 」

（以下｢第 1次計画｣）、「小学校建設計画(1998～1999 年度)」(以下「第 2次計画」)、「コナク

リ市小学校建設計画(2002～2003 年度)」(以下「第 3 次計画」)を通じて、計 98 校 574 教室の

建設に協力してきた。 

 本調査では、第 1 次計画対象校から 6 校、第 2 次計画対象校から 10 校、第 3 次計画対象校

から8校の計23校をサンプリングし（コナクリ市の1校は、第2次と第3次を重複して実施）、

施設状態、利用状況、維持管理状況を確認した。この結果概要を別添資料 A.3～A.6 に示す。 

 

表 3-3 サンプリング調査対象校の内訳 

 実施年度 地域 サンプリング調査

対象校数 

協力対象地域 

デュブレカ県 １校 

コヤ県 ３校 

マムー県 １校 

第１次計画 

（1991-92 年度） 

ラベ県 １校 

デュブレカ県、コヤ県、マムー県、ラ

ベ県、キンディア県、フォレカリア県、

ファラナー県、ピタ県、ダラバ県  

全 50 校 

コナクリ市 １校* 

キンディア県 ２校 

マムー県 ５校 

第２次計画 

（1998-99 年度） 

ラベ県 ２校 

コナクリ市。キンディア県、マムー県、

ラベ県、ボケ県、ファラナー県 

全 23 校 

第３次計画 

（2002-03 年度） 
 

コナクリ市 

 

８校* 

コナクリ市内 各区 

ディクシン、マタム、マトト、ラトマ

全 25 校 

計 ２３校  

*第 2次計画コナクリ市の学校は第３次計画の８校中の１校と同じ 

 

3-2-1 地方小学校建設計画（1991-92 年度）「第１次計画」 

地方都市 9県において、50 校 153 教室と便所 49 棟の建設、児童用机椅子 3,180 台と教員用

机椅子 153 台の調達を行った。 

サンプル校（6 校）は、デュブレカ、コヤ、マムー、ラベの 4 県に位置する。 

＜施設状況＞ 

竣工から 10 年以上を過ぎた今でも、構造躯体上の不都合や未使用となっている教室や家具

もなく、非常によく使用されている。教室内の天井は設けられていないが、そのせいでの支障

（屋根からの熱、雨による騒音、室内光の反射度合など）は発生していない。各学校からは、

施設に対して以下のような意見が出された。 

    ・机・椅子が木製のため壊れやすい 

    ・便所の扉が木製のため雨季の雨が原因で腐ってしまう 

学校から指摘された上記の点は、仕様に起因するものであり、今後の案件では施設計画にお

いて留意すべき点と考えられる。 
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＜維持管理状況＞ 

 施設建設にあたっては、施設維持管理に係るソフトコンポーネントやマニュアルなどの配布、

いずれも実施されていない。しかし多くの学校では、学校および父母会によって、教室、便所

を毎日最低１回は清掃している。学校や父母会が独自で維持管理に対する意識と責任を持って

日々の活動を行っている。 

＜水源＞ 

 調査対象となった 6校中、デュブレカ県の 1校(DB1 ネゲア校)のみが、ハンドポンプ付の深

井戸を所有している。他の学校はすべて、約 1km～3km 離れた所にある村所有の浅井戸へ児童

が毎日汲みに行くことで水を確保している。 

 こうして確保した水は、主に次の用途で使用されている。 

・ 児童・教員の飲料水 

・ 黒板の清掃 

・ 教室・便所の清掃および手洗い用水 

 各学校で確保できる水の分量はそれぞれであるが、ほぼ全ての学校が、飲料用と黒板清掃用

に使用しており、教室内または校長室内に置かれた水溜めに保管し使用している。なお、水が

充分でない場合は、清掃などの施設維持管理に使用することは困難であることも確認された。 

＜その他＞ 

マムー県では、日本の協力で学校施設が建設されたことを契機として、その後他ドナーによ

る教室増設が継続して行われた。また学校施設を補強する形で、父母会による教員宿舎の建設

へも波及している。（M1 Pettiny 校） 

デュブレカ県の学校では、父母会の支援で小型ソーラーパネルを設置し、校内用スピーカー

の電源としているケースも確認できた。（DB1 Negueah 校） 
 

3-2-2 小学校建設計画（1998-99 年度）「第 2 次計画」 

コナクリ市と地方都市 5 県において、23 校 145 教室と便所 23 棟の建設、児童用机椅子 3,480

台、教員用机椅子 155 台および基礎教材 145 セットの調達を行った。 

 サンプル校(10 校)は、コナクリ市とキンディア、マムー、ラベの 3 県に位置する。 

＜施設状況＞ 

第１次計画と同様に、未使用となっている教室や家具などはなく、良好に使用されている。 

 施設状態についても、施工上の不都合が発生している学校はない。教室には天井が設置され

ているが、雨漏り、腐れなどで破損している状況はなかった。 

一部の学校では、床モルタル部の剥離、黒板塗装部の表面剥離といった軽微な損傷が生じた

が、父母会による寄付金で修復したとの説明を学校側から受けた。 

＜維持管理状況＞ 

施設維持管理に関するソフトコンポーネントの実施はなかったが、簡易マニュアルが作成さ

れ、完工時に各校へ配布、説明会が開催された。調査対象の 10 校中 8 校は同マニュアルを所

有しており、マニュアルに準じた維持管理が実施されていた。 

所有していなかったのはキンディア県の 2 校で、学校からは「校長が変わった際に引継ぎが

行われなかった」との説明を受けた。こういった引継ぎ事項も指導者の責任に基づくものであ

り、維持管理への意識の低さが感じられた。本調査では、とりわけ首都圏に近いキンディア県
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の学校において、維持管理レベルの低さを確認し、以下の点で指摘できる。 

   ・施設、教室用家具の破損が多く、そのまま放置されている。 

   ・便所排気塔などの施設一部と教材セットなどの物品が盗難により紛失している。 

   ・水不足を原因として、便所の清掃がゆきとどいていない。 

   ・施設全般の清掃が充分になされていない 

キンディア地域は、地方都市部の中でも、入学率と進学率が最も高く教育ニーズが高い地域

と言える。その反面、１校あたりの児童数が多く、限られた人数での教員また父母会による指

導、啓蒙のためか、維持管理が十分に行き渡っていないようである。 

ラベ県の学校では、日本による施設の設計仕様に合わせて、既存校舎の開口部が改修され、

また、無償校の外壁と同様の外壁塗装色で塗り変えるなど、自発的に維持管理が行われていた。

（L3 ボウロコ校） 

＜水源＞ 

10 校中 4 校がハンドポンプ付の深井戸を所有しており、ほか 6 校は約 1km 離れた隣の浅井

戸へ児童が毎日汲みに行っている。  

遠方からの水汲みが必要となる 6校で、確保された水は、飲料水、黒板清掃、施設清掃用と

して使用されている。水源の有無や水量の多少とは関係なく、こうして確保した水を使用して、

きちんと定期的な清掃が行われている。 

 

3-2-3 コナクリ市小学校建設計画（20002-03 年度）「第 3 次計画」 

コナクリ市内 4 区（ディクシン区、マタム区、マトト区、ラトマ区）に対して、25 校 276

教室と便所 11 棟の建設、児童用机椅子 6,624 台、教員用机椅子 276 台、基礎教材セットの調

達を行った。 

サンプル校(8 校)はマタム区、ラトマ区、マトト区に位置する。 

＜施設状況＞ 

コナクリ市では、敷地が狭小な学校が多い。そのため、敷地内に校舎を効率よく配置し、か

つ将来的な増設のためのスペースを確保するために、2-3 階建校舎の組み合わせで施設計画が

行われている。 

第 2 次計画においても 2 階建て施設はあったが、3 次計画とは階段室の配置が異なり、主体

構造から突出する配置となっている。敷地の制約上なされた配置であるが、次期案件において

は、コスト縮減を踏まえての平面計画を検討することが望まれる。 

＜維持管理状況＞ 

第 3 次計画では、学校施設の維持管理にかかるソフトコンポーネントが実施された。 

維持管理マニュアルを作成し、各学校へ配布の上、校長はじめ教員や父母会など学校関係者

に対する維持管理上の直接指導と説明が行われた。 

実施校関係者によると、最近では、維持管理指導を受けた学校を会場として開催される各種

セミナーの回数が増加し、また維持管理面での見本として、他校からの見学者が増えるなどの

傾向を示しているという。 

＜水源＞ 

コナクリ市内は、他地域に比べて上水道などインフラ整備の面では進んでいる。第 3 次計画

の便所設備は、上水道からの安定供給を前提として、第 1 次、第 2 次計画でのラトリーヌ方式
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と異なる浄化槽型が計画された。しかし、カポロ校を含む 2校では１年前から給水制限を受け

ており、竣工以来、計画通りには使用されていない。 

 

なお、第 3次計画の対象校は第１期竣工後 1年を経過したばかりで、施設状態、維持管理状

況などについての詳細なレビューを行うには、もうしばらくの時間経過後が望ましいと考える。 

 

 

3-3 我が国の無償資金協力に対する評価 

 

これまでの日本の無償資金協力による学校建設に対して、｢ギ｣国では以下のように認識され

ている。 

○質  ：高い      ○コスト：高い 

○手続き：時間を要する  ○工期 ：早い 

「日本の建設する教室は高い」と言われており、確かに建設時は比較的コスト高に見える。

しかし、日本の協力で建設された施設は高品質であるため維持管理費の低減が可能となり、長

期的に見ると、むしろ効率的であるとの認識が確認された。先方は、特に施設の品質と確実な

工期には満足しており、非常に高く評価している。 

「ギ」国では 1984 年以来、地震も観測されており、2001 年にはコナクリで地震が発生した。

耐震の観点からも強度を確保した施設を望んでいる。 

｢ギ｣国としては、コスト縮減のために建設施設の質を下げることは考えておらず、日本に対

しては、今後のプロジェクトにおいても同等水準の品質を維持してほしい旨、要望が出された。 

 

過去の無償資金協力において建設・建替えを行った学校や周辺住民からも、評価は高い。 

DCE への聞き取り調査では、日本の援助により建設された学校への入学、編入を希望する傾

向が強いという点も確認されている。ある学校の校長によると、きれいな施設で勉強すること

を望んで、入学希望者が増えたとのことである。 

また、立派な施設であるからと維持管理の意識も高まり、既存校舎の外壁が塗り替えられる、

これを契機として父母会による追加教室の建設が行われる、等といった波及効果も現れている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 プロジェクトをとりまく状況 
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第４章 プロジェクトをとりまく状況 

 

4-１ 実施体制 

 

4-1-1 組織体制 

本プロジェクトに対する「ギ」国側の責任機関と実施機関は、ともに初等・中等・市民教育

省(MEPU-EC)である。なお、責任機関については、国際協力省の協力を得ることなる。 

初等・中等・市民教育省は、8 つ（7 地域 1 特別市）の地域視学官事務所を管轄しており、7

地域には 21 の県教育事務所、1 特別市であるコナクリには 5 の地区教育事務所をそれぞれ置

いている。 

図 4-1 初等・中等・市民教育省 組織図 

 

     

学校施設建設案件の実施にあたるのは、初等・中等・市民教育省の公立学校施設・機材局 

(Service National des Infrastructures et Equipements Scolaires : SNIES)で、小・中学

校施設と機材の整備を担当している。 

SNIES 管理の下、コナクリ市では区教育事務所（DCE）が、デュブレカ県及コヤ県では県教

育事務所（DPE）が、必要となる各種業務を担当することになる。SNIES からは、7 の地域視学

官事務所へ担当者が 1名ずつ派遣されており、本要請地域のデュブレカ県、コヤ県に関しては、

キンディア地域の視学官事務所に派遣されている SNIES 担当者が、県教育事務所とともに管理

を行うことになる。 
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図 4-2 公立学校施設・機材局 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-1-2 予算 

「ギ」国では、初等・中等・市民教育省、技術・職業教育省、高等教育・学術研究省の３つ

の省が教育セクターを管轄している。したがって、教育セクター全体の予算内訳は、初中等教

育予算、技術・職業教育予算、高等教育・学術研究予算に分けられる。とりわけ、初中等教育

分野は、国家の重点的な投資分野として優先的な予算配分が行われてきており、過去５年間で

は､国家予算の教育予算全体の平均 67.4%が割り当てられている。 

 これは国家予算の約 6～12％が割り当てられていることになり、今後もこの傾向は継続する

と考えられる。 

 

表 4-1   ギニア国初等・中等教育の予算推移   （単位：百万ギニアフラン） 

 2000 2001 2002 2003 2004 
教育セクター予算 
-初等・中等・市民教育省 
-技術・職業教育省 
-高等教育・学術研究省 

100,543.33 150,707.40 204,034.73 154,814.31 180,285.18 

初等・中等・市民教育省予算 63,750.00 109,210.50 138,246.32 102,980.91 120,217.54 
初中等教育予算前年比 -9.03% +7.13% +26.58% -25.5% +16.7% 
国家予算 
（単位：10 億ギニアフラン） 

700 1069 1176 1344 1788,55 

初中等教育予算/国家予算 9.1% 10.2% 11.75% 7.66% 6.72% 
初中等教育予算/教育セクター予算  63.4% 72.5% 67.8% 66.5% 66.7% 

出典：初等・中等・市民教育省統計計画局 

 

4-1-3 要員・技術レベル 

実施機関となる SNIES は、土木技師の資格を有する局長のもと、専門の技術スタッフが配備

されている。アブスマ局長、マラー・ジャロ次長、セクークヤテ工事課長の主要メンバー全員
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が、1991 年から実施されている我が国無償資金協力「地方小学校建設計画」、「小学校建設計

画」、「コナクリ市小学校建設計画」をすべて担当した実績がある。 

また、他ドナーによる学校施設整備案件を多数実施しており、実施担当部署として問題ない

と考える。 

責任機関を補佐する国際協力省対外協力局アジア中東課は、1991 年から一貫して我が国無

償資金協力の窓口機関でもある。日本に研修実績のある職員数名を配した上で案件実施にあた

り、A/P 手続き、各種免税措置、許認可など事務手続き上の業務を果たしてきた実績において、

担当部署として問題ないと考える。 

 

 

4-2 要請内容の確認 

 

4-2-1 要請内容 

本計画は、コナクリ市３区（マタム、マトト、ラトマ区）、デュブレカ県、コヤ県において、

小学校 384 教室、中学校 116 教室、校長室、便所の建設と付帯する機材（机、椅子、棚など）

を調達するために必要な資金につき要請が出されたものである。 

 

要請校の選定にあたっては、ニーズの高い 1 都市（3 地区）2 県を教育省が選定し、それぞ

れの区教育事務所（DCE）/県教育事務所（DPE）に対象校選定を指示している。したがって、

要請校はいずれも実際のニーズに即した深刻な教室不足の地域であるということが言える。 

 

     表 4-2 地域別要請校数一覧     （ ）は要請教室数 

小学校 中学校       
地域（区、県） 増設/建替 新設 増設/建替 新設 

マタム 3( 24) 0 0 0 
ラトマ 8(96 ) 1( 12) 2(28 ) 1( 14) 

 
コナクリ 

マトト 6( 48) 5( 60) 0 2(46) 
デュブレカ 1(12) 5(60 ) 0 1( 14) キンディア 

コヤ 5( 63) 1(9 ) 0 1( 14) 
小計 23(243 ) 12(141 ) 2( 28) 5( 88) 
合計 35(384) 7(116) 
総計 42(500) 

 
 
4-2-2 要請の変更と追加要請 

本調査実施中に、それぞれの地域における DCE、DPE を訪れた際、要請校の名称、建設形態

について、要請内容の一部変更が必要であることがわかった。本調査では、変更後の内容を要

請対象校として受けたことを合意の上、会議録に記載した。 
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表 4-3 要請内容の一部変更 

地域 変更前 変更後 
コナクリ市 
ラトマ区 

エコールプリメール キペ 
EP Kipe 

エコールプリメール キペ アン 
EP Kipe Ⅰ 

ソマヤプラトー 
Somayah plateau 

新設 

バトゥヤ アン 
Batouyah Ⅰ 

増設 
ドゥンブヤ 

Doumbouyah 
新設 

ドゥンブヤ 
Doumbouyah 

増設 
コヤ県 

サノヤ 
Sanoyah 

新設 

サノヤ 
Sanoyah 
増設 

 

また、コナクリ市ラトマ区において、要請補欠校リストが作成されていた。しかし同リスト

は、2005 年 3 月 5 日付でラトマ区教育事務所が作成したもので、調査時点では、初等・中等・

教育省において合意されたものではなかった。 

今後、基本設計調査が実施される際には、改めて日本側へ提示されることが予想される。 

 

「ギ」国には、水を確保するために児童が約 1-2 ㎞離れた井戸から毎日水を汲んできている

学校が多くある。上水道の設備が整っているはずのコナクリ市内でも、給水制限を受けている

地域が少なくない。こういった事情から、給水が困難な学校建設サイトにおける井戸掘削にか

かる追加要請が出された。 

調査後半になってからの追加要請であったため、その必要性・妥当性を本調査で確認するこ

とはできなかった。学校建設への協力対象に井戸を含めるか否か、また、実施後の維持管理体

制について等、基本設計調査にて充分に確認をする必要がある。 

 

 

4-2-3 要請の優先順位 

 ｢ギ｣国初等・中等・市民教育省では、要請選定基準として建設スペースが確保できることを

考えている。また基本的に、学校の存在しないところから優先的に建設をしたい意向があるこ

とがわかった。 

しかし、日本の無償資金協力の規模を考えると、現要請では教室数が多く、要請対象サイト

および各学校に対して優先順位をつける必要がある。しかしながら、上記選定基準の他に、地

域や学校に対して更なる優先順位をつけることは、現段階では困難である旨、回答を受けた。 

基本設計調査が実施されることになった際には、対象地域の状況、DCE/DPE との協議などを

踏まえた上でサイトおよび学校選定にあたる選定基準を作成し、それを基に優先順位付けを行

いたい意向であることを確認した。 
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4-2-4 中学校建設に係る要請 

 これまで各ドナーによっては、重点的に小学校建設への協力がなされてきた。一方で、中学

校の教室不足が深刻化している。 

小学校の就学率が向上し、小学生が増加した。それに伴い、その次段階である中学校への入

学希望者も増加し、中学校教室が過密化した。今後も、初等教育の就学率向上とともに、中学

校の教室不足はさらに深刻がすることが予想される。 

この状況を「ギ」国は深刻に受け止め、中等教育の重要性を強く感じている。初等教育を中

心とした「万人のための教育計画フェーズ 1」から「同フェーズ 2」（2007 年以降）への移項

にあたっては、改善された初等教育の水準を維持するとともに、中等教育にも力を入れていく

ことを考えている。その一環として、今回の我が国無償資金協力への要請に中学校建設が含め

られることとなった。 

 

4-3 要請地域の状況 

 

4-3-1 要請対象地域 

本要請の対象地域は、首都コナクリ市とその近隣にあるデュブレカ県、コヤ県である。 

「ギ」国では首都への人口流入が激しい。デュブレカ県、コヤ県はコナクリ市のベットタウ

ン的存在でもあることから、コナクリ市の人口増加の影響が大きい地域である。 

いずれも、人口増加に伴う児童数の増加によって教室不足が深刻化しており、ニーズが高い

地域であることが言える。 

 

4-3-2 要請対象校の現状 

各学校への質問票で確認した要請校の基本データ（教育、施設関連）を基に、各校における

1 教室あたりの児童数の概算を算定した。今回の要請で増設・建替の対象となっている 25 校

のうち 18 校が、2003/04 年時点で、「ギ」国が標準と定める 1 教室あたりの収容規模 50 名を

超えている状況であった。（詳細は別添資料 A.1～2 に示す） 

 

表 4-4 要請校の教室過密状況 

 

地域 

50 名/教室を超えている学校 

（ ）：要請校総数 

マタム区 １(３） EP Coleah Cite  

コナクリ市 ラトマ区 ９（１０） EP Kobaya 

EP Yattaya 

EP Dar-Es-Salam 

EP Kwame Krumah 

EP Simbayah Gare 

EP Kipe Ⅰ 

EP Kaporo 

College Ratoma 

College Koloma 
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 マトト区 ６(６） EP Gbessia Cite 2 

EP Dabondy 3 

EP Lansanayah 

EP Cite de l’air 

EP Kissosso 

EP Behanzin 

デュブレカ県 ０(１） - キンディア地域 

コヤ県 ２（５） EP Kountia 

EP Sanoyah 

合計 １８ (２５） 

 

ただし、本調査では、既存教室の使用可否状況は確認できておらず、また、コナクリ市ラト

マ区の要請小・中学校とマトト区の要請小学校では 2 部制授業が、コヤ県の要請小学校では複

式授業が行われているが、この実態を既存教室数の算出へ反映していないため、各校の詳細状

況を踏まえたものにはなっていない。 

今後、対象校の絞込みが必要となるが、その際は既存教室の使用可否および授業形態の状況

などを確認のうえ、教室の過密状況を検討する必要がある。 

 

 本要請小学校のうち、ラトマ区 4 校、マトト区 1 校、コヤ県 2 校の合計 7 校が過去の無償資

金協力対象校となっていた学校である。 

その 7 校にかかる 1 教室あたりの児童数は、協力後の現在においても平均 80 名であり、依

然として過密状況が続いていることがわかる。 

 

表 4-5 過去の無償資金協力と重複している学校における教室過密状況 

地域 重複校 実施年度 
児童数/教室 

(2003/04) 

EP Yattaya 1998(H11) 99 

EP Dar-Es-Salam 2002(H14) 58 

EP Kwamé Krumah 2002(H14) 86 

 

ラトマ区 

EP Kaporo 1998(H11) 

2002(H14) 

72 

 

 

コナクリ市 

マトト区 EP Gbessia Cité 2 2002(H14) 66 

Kountia 1990(H2) 122 キンディア地域 コヤ県 

Sanoyah 1990(H2) 114 

 

4-3-3 敷地状況 

デュブレカ県、コヤ県では新設の要請が比較的多い。一方、コナクリ市の要請は既存校の増

設・建替が多い。 

既存校は、一般的に敷地規模が狭いため校舎が密集しており、校庭まで十分に確保されてい

る学校は少ない。前面道路との高低差が激しい敷地もあり、緩衝壁などが無い場合、雨期の流
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水が懸念される。また、敷地境界を定める囲壁などがほとんど未整備なため、近隣住民が校庭

内を横断することもしばしばで、それによる施設物品などの盗難も後を絶たないという。 

 

新設の敷地を視察してみると、敷地の境界は境界石の設置によって明確にされているものの、

以下の状況が確認された。 

・敷地の高低差が目立つ 

・敷地が比較的標高の高い地点にあり、アクセス困難な場所である 

・掘削が困難なラテライト地盤が目立つ 

・伐採の必要が生じる樹木、解体の必要のある擁壁などの障害物が多くある 

日本の無償資金協力の場合、敷地整備は相手国政府負担事項である。基本設計調査実施の際

には、これら実施に係る費用確保および実施能力に関して充分に確認する必要がある。 

 敷地確保の状況を各 DPE に確認したところ、土地の所有権はすでに国に帰属しているとの

説明を受けた。しかし、本調査中にコナクリ市マトト区グベシアポールⅡ校（新設）の敷地確

保に係る問題が発生していることが確認された。同校敷地の所有に係る諸事情を訴える住民か

らの書簡が在ギニア日本国大使館宛送られていた。これは重大な事態であり、同校に係る問題

は、基本設計調査までに先方によって解決されていることが期待されるが、建設用地に関して

は、土地所有証明書などの書面提示を協力対象校選定の基準のひとつとすることも必要であろ

う。  

  

4-3-4 施設状況 

1) 施設構成 

初等・中等・市民教育省 公立学校施設・機材局（SNIES）では、小学校と中学校のプロトタ

イプ(標準施設基準)を定めている。小学校は、農村型と都市型があり、中学校は現在のところ

農村型のみである。 

SNIES技官によれば、中学校の都市型もいずれ定める予定とのことであった。 

 

表4-6 「ギ」国の学校施設プロトタイプ 

コンポーネント 教室サイズ 
区分 階数 

教室 校長室 トイレ 井戸 大きさ 面積 
生徒数/教室 

農村型 １ 3教室 ○ ○ ○ 6×8m 48㎡ 40人 小学校 

都市型 １ 3教室 ○ ○  7×9m 63㎡ 48-50人 

中学校 農村型 １ 4教室 ○ ○ ○ 7×9m 63㎡ 48-50人 

(別添資料B.7参照) 

 

過去の日本の無償資金協力による小学校をはじめ、他ドナーによる公立学校の建設計画は、

基本的に同プロトタイプに準じた計画内容となっている。若干異なる点は、各教室内の教材庫

を、建物に含んでいるかどうかの違いである。 

SNIESでは、今後も同プロトタイプを基本として、教室数の拡充を進めていく方針である。 

 

本プロジェクト対象地域における既存校は、主に以下のような状況である。 
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＜小学校＞ 

・ 施設構成は、「ギ」国が定める都市型のプロトタイプに準じている。 

・ 校長室、倉庫を含む普通教室棟と便所棟により構成されているのが一般的である。 

・ 教員宿舎については、敷地内に確保されている学校は多くない。校長を含む教員は近隣の

地区、村に住居し通勤しているのが一般的である。 

＜中学校＞ 

・ 「ギ」国プロトタイプでは、農村型中学は設定されているが、都市型は未設定である。 

・ コナクリ市内の既存中学校のサンプリングによると、倉庫を含む普通教室棟、便所棟、教

務棟により構成されている。 

・ 教務棟などは、首都圏の一部施設では独立して所有しているが、地方都市部および農村部

では、独立した建屋は確保できず、教室棟の一部に校長室との兼用で使用しているのが現

状である。 

・ 教員宿舎が敷地内に確保されている学校はあまりない。首都の中学校では、まれに教務棟

に校長用の宿舎が付属されていることもある。 

 

中学校のカリキュラムには化学、生物、物理などの教科が加わる。さらに高校では、理科実

験を行う実験室棟、また図書室棟などが必要となる。しかし、普通教室も充分でない｢ギ｣国の

現状では、特別諸室を所有する公立学校は首都の一部の大規模施設を除いて存在しない。 

中学校は全般的に、施設数が不足しているものの、土地取得および建設予算の確保ができな

いことから、新設を含め増設・建替えも困難な状況であるため、既存の別用途の建物（工場、

事務所など）を改修して使用しているケースが多い。 

 

2) 施設構造 

「ギ」国における初中等教育施設の構造は、一般的にバンコ造とコンクリートブロック造と

に分類できる。 

 バンコ造とは、土を天日で乾燥させた日干しレンガで基礎および壁を建設するもので、素材

の寿命は 2～3 年程度、構造耐力上の強度は期待できない。資材価格が安く比較的容易に調達

できるため地方農村部における住民参加型建設においては、頻繁にこの形式で建設されている。 

  
        写真 4-1 バンコ造の教育施設 
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一方、コンクリートブロック造とは、基礎、柱、梁などの骨組には鉄筋コンクリートを用い、

壁はコンクリートブロックあるいはモルタルセメントを含めた日干しレンガで建設するもの

である。構造体の強度が期待できるため、適切な維持管理を施せば、長期にわたり使用できる

ものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

             写真 4-2 コンクリートブロック造の教育施設 

 
要請地域における既存施設は、住民参加により建設されたものも多いが、バンコ造のものは

少なく、多くは、土の日干しレンガにモルタルを多少含ませた改良バンコ造と呼ばれるものか、

コンクリートブロック造によるものである。 

古いものでは、1930 年代に建設されたものもあり、構造体そのものが疲弊しているため大

規模な補修を必要とする施設も存在する。 

 
3) 室内環境 

＜小学校＞ 

 住民参加型または NGO により建設された施設では、必要十分な採光を確保できる大きさの開

口部が設けられていない。また、屋根材が波板鉄板で葺かれているために、天井がない場合に

は雨期の騒音の激しさ、乾期の屋根材による輻射熱などが室内環境悪化の原因となっている。 

 一方、「ギ」国により建設された施設には天井が設置されているものもあるが、屋根の施工

不良による漏水、湿気などにより天井板が腐れ、落下、あるいは、落下寸前という危険な状態

の教室も見られる。 

＜中学校＞ 

 同じ学校の中に、用途が変更されて改修された教室、仏植民地時代に建設されたものを改修

した教室などが混在し、大きさ、天井高、開口部の形式、仕様などが一律ではなく、使い勝手

に不都合が生じているものも多い。 

 小学校に比べて、教室の開口部に透過性の高いガラス、あるいはプラスチックのジャロジー

窓が使用されている施設が多いが、特にガラスの場合は破損しやすいせいか、破損したまま修

理されず放置されている。 

 中学では、カリキュラムに伴う教育用教材・道具なども増えるが、それらを保管しておく倉

庫などのスペースが十分に確保されていないため、教室内で保管せざるを得ず、不都合を訴え

る施設も多い。  
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なお、小中学校ともに、天井の落下、壁、柱、床のモルタル剥離などの劣化がきわめて激し

い施設に対しては、近年、「ギ」国独自による、重債務貧困国資金(PPTE)を使用しての改修工

事が実施されている。 

 

4) 施設設備 

＜給水設備＞ 

コナクリ市内における給水事情は、上水道の整備により、地方都市や農村部に比べると良好

と言える。しかし実情は、水量不足のせいで頻繁に断水が発生しており、また地区ごとの長期

にわたる計画断水などにより、学校施設における給水事情は予想以上に深刻である。 

 市内の増設・建替えにかかる既存校 19 校のうち、上水道または深井戸などで安定した水の

供給を確保しているのは約半数の 10 校で、コヤ県、デュブレカ県においては要請校 4 校のう

ち 1 校のみである。（資料 A2 参照） 

深井戸がある学校においても、維持管理組織、システムが形成されていないために、ポンプ

が故障したまま数年も放置されてしまうということが起きている。 

＜電気設備＞ 

コナクリ市内では、火力発電により電力が供給されており、国内の発電能力は 300MVA であ

る。現在は需要の多さに充分な供給ができず、計画停電や地区ごとの配電規制を設けているの

が実情である。既存施設には照明など電気設備を有している学校もあるが、配電規制を受けて

いる地区では用を果たしていないのが現状である。 

デュブレカ県、コヤ県では水力発電による配電で、発電能力は火力に比べて低いため配電可

能な範囲も一段と狭まる。 

  
4-3-5 維持管理状況 

小中学校施設の維持管理は、教育省監督のもと、父母会と地方自治体による支援を受けて、

各学校に一任されるのが一般的である。したがって、学校および父母会は維持管理能力を高め

ることが必要とされ、そのためには、地方自治体など関連機関との綿密な連携のもと、一貫し

た管理システムの形成が求められる。 

 既存校の維持管理状況は以下の通りである。 

1) 清掃 

 施設の清掃は、おもに児童、教員により、教室内、廊下床に対しては、日に平均１～２回、

便所に対しては、日に 1 回程度実施している。 

2) 費用 

父母会からの積立金による維持管理費でまかなわれている。支出が多いものから順に、教育

機材購入、施設改修費、運営費に使用されている。 

 教育機材とは、教育用一般物品のほか、清掃用具、児童用の机椅子、黒板なども含まれてお

り、清掃の際に児童の扱いで壊れてしまった机椅子の修理費用、黒板塗装部剥離の軽微な補修

費用などに充てられる。（別添資料 A.2、A.4 参照） 

3) 補修 

補修は費用がかさむため、父母会からの積立金では継続的な捻出が困難な状況である。その

ため、屋根、壁、窓が壊れたまま放置されている既存施設は多い。施設内で一般的に生じてい
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る不都合の箇所と内容を以下に示す。 

特に、屋根部、天井部、便所部、井戸についての補修は、多額の費用を要するため放置され

るケースが目立つ。 

表 4-7 既存施設の主な不具合箇所 

不都合箇所 内容 

屋根部 屋根材、防水材の破損による雨漏り 

柱・梁部 モルタル仕上げ部のクラック 

床部 モルタル部の剥離 

開口部 鍵、戸当たりの破損、スチールガラリ戸羽根の破損、溶接部 

の破損、ガラスジャロジーの破損 

天井部 湿気、シロアリによる天井板の破損、落下 

教室内家具 木製机、椅子の破損、崩壊、紛失 

黒板 表面塗装部の剥離 

便所 水不足による清掃不備、扉とその鍵の破損、排気塔の欠損 

給排水、電気設備 深井戸ハンドポンプの故障、照明器具類の破損 

（詳細は A.7 参照） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 施工・調達事情 



 

34 

第５章 施工･調達事情 

 

5-1 施工事情 

 

5-1-1 建設業者事情 

「ギ」国内で建設工事業務を行なう場合、建設業者としての事業登録が必要であり、建築工

事業者の登録は都市計画住宅省が主管している。 

都市計画住宅省に登録している建設業者の数は、1,251社(2005年3月)ある。多くが首都コナ

クリに拠点を置いている。都市計画住宅省における施工業者のカテゴリー分類は、業者の能力

や実績に基づくものではなく、資本金の額に基づく形式的なものであり、資本金が5億GNF以上

の建設業者241社と、同1,500万GNF以上5億GNF未満の小規模建設業者1,010社に二分される。 

都市計画住宅省においては、建設業者の能力に準じて入札参加可能案件の規模や内容等が制

限されることはなく、公示された案件に対して、これらの登録業者が応じて来た場合は、全て

評価選定の対象として受け入れる仕組みとなっており、案件ごとにこれらの応札業者の評価を

行なう仕組みである。 

都市計画住宅省･許可検査局によれば、これらの登録された建設業者の全てが建設業として

の実態があるわけではなく、実際に業務を行なっていない会社もこの中に含まれているとのこ

とであった。 

 

一方、SNIESが主管する学校施設の建設に参画するためには、SNIESに建設業者として登録を

行うことが必要である。SNIESに登録している建設業者は1,011社(2005年1月資料)である。都

市計画住宅省に登録している建設業者の多くがSNIESに登録しているとのことである。 

SNIESにおいても、所有建設機械の種類や数、技術者等の種別･人数、業務実績等の規準によ

ってこれらの建設業者を分類しているわけではなく、登録時の能力評価及びカテゴリー分類は

ない。 したがって、能力によるカテゴリーに応じた工事契約金額の上限等の基準設定等は無

く、すべての建設業者を受け入れる形となっている。(発注方式については5-3-1参照) 

SNIESに登録された施工業者リストを別添資料B.1とする。 

 

コヤ及びドゥブレカ周辺では、建設中の目立った建物は確認できなかったが、コナクリ市内

には、これらの現地建設業者が実際に施工を行なっていると思われる稼動中の現場が多く存在

し、また道路等のインフラ建設も進行中である。 

西端の海岸地区には政府系建物(7階建予定)、官庁街近辺の事務所街区ではオフィスビルが

建設中であり、コナクリ市内及び周辺郊外にも中小の建物が建設中であった。市内では、鉄筋

やセメント等の建設資材を搭載した大型トラックや工事現場周辺に置かれた建設機械を目に

することも多く、コンクリートブロック、サッシュや鋼製建具等の建設資材、家具などが主要

道路の沿道で売られている。市の中心部には、既存の中層建物も点在している。 

これらの建設のうち規模の大きいものは、技術力のある大きな施工会社が工事を進めており、

外国系の建設会社によるものが多い。例えば前述の政府系建物はイタリア系建設会社、また建

設中のアメリカ大使館はトルコの建設会社によるものである。 
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「ギ」国内の業者も中小の建物を建設し、また外国の建設会社によって行なわれている工事

のサブコントラクターとして稼動している。学校建設も全国にわたって相当数あることから、

国内には学校建設に関わる建設業者の数も多く、実績も数多く積んでいると考えられる。 

 
5-1-2 建設業者の能力 

数社の建設業者に対し会社概要を請求したところ、会社独自の概要書を用意し、提出してき

た社もあった。そのうち最も詳細な内容を記載している業者は、登記、資本金、預金残高、加

入保険、納税、非破産者等の各証明書、建設業者としての登録証明、業務実績の詳細及びそれ

らを証明する発注者のレター、保有技術者等の人的資源リスト及び経歴、保有機材リスト及び

数、写真等で構成されている。 

大･中堅建設会社及び小規模建設会社をサンプリングし、訪問した。 

 

表5-1 「ギ」国建設業者のサンプリング事例 

建設業者 

項目 

CDE社 SOCADI社 CASTOR GUINEE

社 

NORD GUINEE社 COGEI社 

資本金（GNF） 1,368,000,00 500,000,000 200,000,000 50,000,000 50,000,000

完工高（GNF）  輸出入等の取引額を含む  

2004年 10,557,788,512 4,575,967,882 13,100,200,000 2,350,000,000 1,871,483,358

2003年 9,233,932,627 3,256,630,455 15,182,600,000 2,065,423,920 1,793,945,020

2002年 5,145,997,168 2,560,684,051 11,173,700,000 1,684,900,000 1,742,133,519

人的資源 管理技術者：1名 

技術者    ：7名 

技術者補佐：9名 

管理技術者：1名 

技術者    ：4名 

 

技術者    ：6名 

 

技術者    ：4名 

技術者補佐：5名 

管理技術者：1名 

技術者    ：3名 

保有機材等 ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ 

ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ 

大型ﾄﾗｯｸ 

小型ﾄﾗｯｸ 

ユニック 

クレーン 

ローラー転圧機 

ジェネレーター 

コンプレッサー 

他 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ 

ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ 

大型ﾄﾗｯｸ 

小型ﾄﾗｯｸ 

ユニック 

クレーン 

ローラー転圧機 

ジェネレーター 

コンプレッサー 

他 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ 

ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ 

大型ﾄﾗｯｸ 

シュベルカー 

掘削機 

クレーン 

ローラー転圧機 

他 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ 

ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ 

小型ﾄﾗｯｸ 

シュベルカー 

掘削機 

他 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ 

ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ 

大型ﾄﾗｯｸ 

小型ﾄﾗｯｸ 

コンバクター 

他 

 

 

１）CDE社 

大手建設業者であるCDE社は、資本金13.7億GNF、2004年の完工高106.5億GNFである。セネガ

ル系の業者であり、セネガルの他、「ギ」国を含むアフリカ5ヵ国、中東2ヵ国に支店を持って

いる。主に建築工事、土木工事、建設資材の製造等を行なっている。 

最近の実績では、SNIESからイスラム開発銀行による小学校建設工事を直接受注しており、
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また日本の無償資金協力による小学校建設のサブコントラクターとしての実績もある。 

技術者8名、技術者補佐(熟練工に相当する有技能者)9名が施工管理を行う体制とのことであ

る。車両系建設機械等の他、クレーン、ミキサー、ジェネレーター、転圧機等、建設に必要と

思われる機材をひととおり保有しており、資材置場には、現場に搬出前のこれらの機材が保管

されていた。 

大型の建設工事の実績が多く、技術的レベルは、他の小規模建設業者より優れていると判断

できる。同社に対する聴き取りでは、最近の現場マネジメントの改善について強調していたが、

これは日本の無償資金協力による小学校建設の経験から、本邦建設業者と監理者による指導に

よって管理方法を多く学んだ結果であろうと推測される。 

同社の敷地内のワークショップでは、金属建具やコンクリートブロックを製作している。た

だこれは、同社に限ったことではなく、建設業者がこれらの建材や家具を自ら製作することは

「ギ」国では一般的である。 

 

２）SOCADI社 

中堅建設業者であるSOCADI社は、資本金5億GNF、2004年の完工高45.7億GNFである。学校建

設をはじめ公共工事の経験が多く、KfWによる小学校建設工事をSNIESから直接受注している。 

技術者5名が施工管理を行う体制とのことである。本社とは別に資機材置場があり、車両系

建設機械等の他、クレーン、ミキサー、ジェネレーター、コンプレッサー、転圧機等、建設に

必要な基本的機材を保管していることを確認した。 

コナクリ市内で建設中の同社現場を視察した。鉄筋コンクリート造7階建の事務所ビルの建

設であり、工期は予定より約1ヶ月遅れているとのことであった。技術者が現場管理を担当し

ていたが、狭い現場内で、同時にいくつもの工種の作業員が働いている中、使用前の資材が通

路に積み上げられているなど、安全管理の面で問題があると見受けられた。 

現場でコンクリート型枠を製作しており、その精度は一定の品質を保っていたが、打設済み

のコンクリートは十分に行き渡っていない箇所があり、打設状態は決して良いとは言えない。

これは同社に限らず「ギ」国全体の傾向なのか、他の建設現場においても同様の状態が確認さ

れ、コンクリート打設技術と管理方法等に指導が必要と思われる。 

足場は主に木製を使用しており、鋼製の足場も保有しているものの、その数は僅かであった。

仮囲いは、前面道路沿いのみ設置し、支保工は木製であった。コナクリ市内の道路建設現場は

全面的に金属製の支保工を採用していたが、それ以外の建設現場のほとんどは木製の支保工で

あった。 

同社の技術者に聴き取り調査したところ、仮設足場は工事進捗に合わせて掛替えることが多

く、建設中の建物全体に足場を掛けることはあまりないとのこと。このことは工程管理に影響

を与える手法と思われ、現地業者を登用する際は、仮設計画に注意が必要である。 

 

３）NORD-GUINEE社 

小規模建設業者であるNORD-GUINEE社は、資本金5,000万GNF、2004年の完工高25.5億GNFであ

る。主に地方の学校建設等の経験を有するとのことである。ミキサー、ショベル、バイブレー

ター、掘削機等を保有しているが、規模の大きい建設に対して十分な資機材を準備していると

は言えない。 
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技術者4名がおり、主な業務形態は、受注した地方の現場で建設従事者を調達し、同社の技

術者が現場を担当し管理する体制とのことである。事務所はコナクリ市内にあるが、同社の稼

動中の現場はコナクリから遠く離れており、本調査では現場を確認することができなかった。  

同社規模の建設会社は、学校建設の実績があるものの、規模の小さい案件が多く、一定規模

の施設を多サイトで同時に施工するには、人的資源と資機材が十分ではないと思われる。この

点に関する同社への聴き取り調査によると、受注状況に応じて技術者を雇い、建設業者間で建

設機械等の貸し借りが行なわれるとのことであった。 

 

４）その他 

他にも、中堅建設業者であるCASTOR-GUINEE社(資本金2億GNF)と、小規模建設業者COGEI社(資

本金5000万GFN)を訪問し、それぞれの内容と実績等を確認した。 

基本的に中堅以上の建設業者は、自社の技術者と、学校建設に必要とされる資機材を保有し

ており、また、他ドナー案件の実績も含め、学校建設の経験を複数有しており、学校建設に参

画できる基本的要件は満たしているように思われる。 

 

5-1-3 建設現場視察による一般状況 

コナクリ市内で現地建設業者による工事中の建物を視察した限りでは、全般的に精度や品質

は決して良いとは言えない。現場の仮設が貧弱であること、打設済みのコンクリート躯体の仕

上がりが良くない事例、異種部材間の取りあい箇所に施工精度の悪い事例などが散見された。

例えば、コンクリートとコンクリートブロック、コンクリートブロックとサッシュの取り合い、

地面に対する排水桝の傾き等である。適切な施工監理のもとで工事が行われているのか疑問が

ある。SNIES技官によると、学校建物の引渡しに遅れが生じる事例も発生しているとのことか

ら、工程管理上の問題も存在すると思われる。 

現地建設業者が一定の経営資源を保有しているとしても、精度管理･品質管理･工程管理･安

全管理等の各マネジメントが現場で適切に行なわれているとは思われない。また、これらの要

求事項に対する総合的な管理の必要性を認識し、全工程･全工種に渡ってばらつきのないマネ

ジメントを遂行する能力を持っているとは言い切れない。施工実施においては、これらのマネ

ジメントが全てのサイトで確実に行なわれることが求められる。 

本邦建設会社が施工し、本邦コンサルタントが監理した無償資金協力による小学校案件は、

現地建設業者をサブコントラクターとしているものの、それらのサブコントラクター単独で施

工した場合に比べ、品質を確保しつつ限られた工期内に多サイトの施設を実現化するなど、総

合的なマネジメントの技術が優れていたと言えるだろう。 

 

5-1-4 建設従事者 

建設従事者の技能ランクは大きくは3つに分類される。最も高い技術･経験を有する者から順

次、以下の能力区分となる。 

１．CADRES (幹部技術者等：更に5段階に細分される)  

大学を卒業し、当該分野の業務経験を有する者で、学歴と経験の両方の証明書を提示

できる者 

２．AGENTS DE MAITRISE (熟練者：更に5段階に細分される) 
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   技術専門学校等を卒業し、当該分野の業務経験を有する者で、両方の証明書を提示で

きる者 

３．CATEGORIE (作業者：更に7段階に細分される)  

有技能者であることを示す業務経験の証明書を提示できる者から、特定の技能のない

レーバーまでが含まれる。 

MEFP(雇用促進公社)の説明によれば、上記に示した１- CADRES、２- AGENTS DE MAITRISE、

３- CATEGORIEの３区分、及び１～３のそれぞれをさらに細分化した全17段階の能力区分は、

1995年に労働省、労組、労働監督署、雇用促進公社が合意した公式の労働者の能力区分であり、

それぞれの区分に対応した賃金体系と諸手等が定められ、現在も維持されているとのことであ

る。(別添資料B.2) 

この能力区分は「ギ」国内での力量を標準化し、文書化したものである。これらの労働者は、

案件ごと、あるいは会社による公募に応じて、それぞれ有効と思われる証明書を公募先に提出

し、評価を得て仕事に従事する手順となっている。証明書には、過去に従事した業務の内容と、

その業務を発注した雇い主の証明書が含まれ、これらを根拠に、能力区分に応じた賃金等が適

用されるとのことであった。 

しかしながら、この文書に定められた力量･賃金と、実際の建設現場に投入される労働者の

賃金には相違があると思われる。建設業者の会社概要書には、社員である管理技術者、技術者、

現場主任等の氏名、学歴、業務経歴などが詳細に記載されていたが、これらの能力区分に相当

する記載は見られない。 

建設会社によると、実際には、技術者クラス、熟練工、特定のスキルのないレーバーの3段

階の分類が導入されている様子であった。熟練工と呼ばれるクラスにも様々な力量があるが、

最も人数の多い作業従事者達の賃金のみ聞き取ったところ、熟練工と呼ばれる者で10,000～

5,000GNF/日、スキルのない一般レーバーで3,000～2,300GNF/日程度が相場のようである。 

「ギ」国では、賃金の支払い額に対して社会保障費23%の納付が義務付けられており、賃金

の18%は雇用側が、5%は労働者が負担することになっている。通常は雇用側が一括納付するた

め、労働者は5%が上記賃金から差し引かれ、雇用側は上記賃金の118%を支出する。 

また、調査した建設業者の中には、建設に従事する社員以外の者の管理方法として、契約方

式を採用している会社があった。従来の日払い方式では、現場の手順を習得したレーバーが作

業途中でいなくなる、継続して熟練者を確保できない等のリスクがあることから、これらを避

け、かつ作業完了を確認してから賃金を支払うことで、精度と工程を向上させる目的であると

のことであった。 

 

 

5-2 調達事情 

 

5-2-1 主要資材の製造･加工能力 

1) 鋼材加工 

コナクリ市郊外、コヤ近くにある鋼材加工メーカーを訪問した。同社は溶解炉を持たない加

工業者で、ウクライナやスペインから鋼材を輸入し、加工を行なっている。鉄骨加工を始め、

板材の曲げ加工、ファスナーの製造等種々の鋼材加工ラインを有している。工場内で行なわれ
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ている溶接の技術力は高く、他の作業も有資格者を割り当てるなど、基本的な品質管理体制を

整えて製品提供を行なっている。 

学校建設工事において現地加工の必要性が想定される鉄骨トラス等の大型鋼材加工から、教

育用家具の鋼製フレーム等の小型鋼材加工まで、多種の鋼材製品の調達が可能と思われる。 

なお、運搬車両は大型の機材を保有している。 

 
2) 木材加工 

コナクリ市内の木材加工所を訪問した。種々の木工を行なっているとのことであり、訪れた

ときは家具の製作が行なわれていたが、仕上がった製品は、家具としての細かい精度や表面仕

上げに多少荒い面が見られた。 

作業場は広く、木製トラス等の大型加工も可能であるとの説明であったが、大型の電動鋸が

1台であったことから、木造トラス等の構造材をアッセンブリーする際は、作業効率から考え

て、製材所で所定の部材に加工してからコナクリに搬入するなどの方法が有効と思われる。一

方、製品倉庫は一定の規模を有するものの、一度に多くの加工済み製品を保管するにはやや狭

い。木製品の完成品は屋外保管を避けることが一般的であることから、納品時期と現場工程の

調整に注意を要すると思われる。  

複数に分割発注するなど、調達計画と工程計画の整合が必要と思われる。 

 

3) 屋根材加工 

コナクリ市郊外の屋根材加工メーカーを訪問した。同社では、原材料である板材を日本から

輸入し、種々の鋼製屋根材に加工し、販売している。材料はJIS規格で製造されており、品質

に問題はない。加工ラインは波板、折板、瓦型板等のバリエーションを持っており、板厚も数

種類用意している。国外ではなく、コナクリに工場があることから、輸入製品に比べて安定供

給が期待できる。 

 

4) セメント 

「ギ」国内唯一のセメントメーカーであるセメントギニー社を訪問し、販売担当役員に面談、

聴き取り調査を行なうことが出来た。昨年「ギ」国では、主要資材のひとつであるセメントが

不足し、価格が高騰したため、多くの建設現場が困窮したという経緯があったとのことから、

供給不足が解消される方向にあるか否かを確認した。 

昨年まで1,000t/日であったCPJセメント生産量は、新規製造ラインの増設により、現在

1,500t/日となり、供給量は1.5倍に改善している。さらに間もなく1,700t/日に達する計画で、

CPAセメントも現在600t/日に相当する量を輸入していることから、合計すると2,300t/日の供

給体制になるとのことである。実際に同社窓口には、当日の日産ベースのセメント供給量と価

格が掲示されており、公に製品情報を開示している様子であった。供給は改善に向かいつつあ

るが、品不足を沈静化する数量であるか否かは不明であった。 

他方、都市計画住宅省において民間投資促進局長に面談し、建設投資面から推測した今後の

セメント需要の見通しを質問したところ、「ギ」国内で必要とされるセメント量は、少なくと

も1,200,000t/年で推移するであろうとの見解であった。この数値はセメントギニー社による

CPJセメント生産量見通しの約2倍の数値である。今後も輸入セメントに頼らざるを得ない状況
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が続くことも考えられる。 

セメントギニー社の公式販売価格は、2005年1月時点で、CPJが430,000GNF/t、CPAが

495,000GNF/tである。一方、コナクリ市内のセメント販売業者によると、依然セメントは不足

しているため価格は安定していないとのことで、市場価格は、国産CPJが28,000GNF/袋であっ

た。セメント1袋が50kgであることから、トン(t)に換算すると560,000GNF/tとなり、市中では、

現在のセメントギニー社の公式販売価格より30%高い価格で取引されていることになる。 

 

表5-2 セメントの価格(2005年1月時点) 

調達先 規 格 価格 GNF/t 価格 GNF/袋 

CPJ 430,000 21,500 
セメントギニー社 

CPA 495,000 24,750 

CPJ － 28,000 
市 場 

CPA － 30,000 

 

5-2-2 主要資材の調達 

主要な資機材は、国内流通輸入品も含め全て｢ギ｣国内で入手可能である。ただし、純国産

品は砂や砂利、木材等に限られ、建設に必要な資機材のほとんどは、周辺国およびヨーロッ

パ等からの輸入品に頼っている状況である。(別添資料B.3) 

 

1) 土･砂･砂利 

「ギ」国産品が調達可能である。コナクリ市周辺は、殆どがラテライト質の岩盤で、ラテラ

イトによる盛土、埋め戻しが可能である。砂･砂利等は現地で入手･調達可能である。ただし、

砂の品質については、事前に採取場所を調査し、品質の問題がないか、現場に資材を搬入す

る前に確認しておくことが必要である。 

 

2) セメント 

「ギ」国では依然セメント不足の状況が続くことが予想される。品物があれば、「ギ」国

産品や輸入品を市場で調達することが可能な時もあると思われるが、不安定な数量と高い価

格を受け入れなければならない。また、市場では資材の保管状態があまりよくなく、品質の

劣化の進んだ製品が販売されている場合もあるので、できるだけ避けたほうがよい。 

昨年のセメント供給不足は、日本の無償資金協力による小学校案件をはじめ、各国の他ド

ナーによる援助案件の工事にも影響を及ぼした模様である。 

セメントギニー社の販売担当役員によると、今後の協力事業実施にあたって以下の手順を

実行することで、セメントの安定供給を約束することができるとの説明があった。 

・日本の援助による「ギ」国との2国間のプロジェクトであることを示す文書を提示する。

(E/Nがこれに相当すると思われる) 

・採用するセメントの種類と必要総数を事前に明確にする。 

これらを工事着手に先立って行なうことで、優先的な供給を受けられると理解されるが、
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この手続きは、施工関係者だけでなく「ギ」国側の関係者の協力を得て、確実に実現させる

べき事項であり、施工関係者は、デリバリーの時期と数量を適宜セメントギニー社へ示すこ

とが必要となる。 

採用するセメントの種類については、「ギ」国での調達事情を総合的に勘案し、国内生産

品であるCPJセメントを前提とした構造設計の検討を行なうことなども有効な方法と思われ

る。 

 
3) コンクリート 

｢ギ｣国にはコンクリートプラント会社があるが、学校建設では使うことはなくコンクリー

トミキサー機材を現場に一式搬入してコンクリート打ちを行うことが一般的である。構造の

主体であり、また建物の品質と耐久性の大きな要素となるコンクリート工事については、配

合計画をはじめ、現場での実際の配合、打設作業、養生を含め、総合的な現場指導と監理が

求められる。 

コンクリートの強度試験はコナクリ大学の材料試験ラボで実施可能である。同ラボは、

種々の試験器具･装置を備えており、信頼できる試験を行なう体制を持っている。 

 

4) 鉄筋･鉄骨 

材料は、ヨーロッパ・日本などからの輸入品となる。「ギ」国に限らず、世界的に鋼材の

供給が不安定な状況が続いていることから、材料のみ輸入する場合は、特に「ギ」国の加工

会社を通さず、直接ヨーロッパや日本から調達する方が確実な場合も考えられる。鋼材は

「ギ」国内において加工可能であり、必ずしも加工品を輸入する必要はない。鉄鋼製品の価

格は、概算見積りで材料費600ユーロ/t、加工･運搬費用は材料費の50%という構成であった。 

 

5) 木材 

「ギ」国には木材原料が豊富にある。ギニア北部の森林ギニアと呼ばれる地域には、樹木

を伐採する製材会社が存在し、製材だけでなく合板の製作も行なわれているとのことである。

特にアカジュと呼ばれるレッドウッドは「ギ」国で広く使用されている。供給が不安定な鋼

材に対し、木材は安定供給が期待できる。ただし、施設建設への利用にあたっては、木材の

乾燥度や材料の反りのないこと、防蟻処理を施した材料を使用できること等の確認を行なう

のが重要である。ヌゼレコレにある製材所を訪問し、これらを確認することが望ましい。 

 

6) コンクリートブロック 

一般的な建材であり、「ギ」国で多くの建物に使用されている。大きさは200mm ×400mm で、

厚みが100mm 、150mm 、200mm の3 種類がある。ただし、沿道で売られている製品は品質が

あまり良くない。用途に準じて混合比率や養生方法を定め、建設会社に製造させるか、ある

いは現場で製造するなどの方法によって、安定した製品の調達を計画したほうがよい。 
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7) 屋根材 

現地の多数の民家は、いわゆるトタン屋根(波型亜鉛鉄板)葺きである。波型亜鉛鉄板の他、

鋼製屋根材として、折板、瓦型鋼鈑などが入手できる。いずれも輸入品と現地加工品がある。

また、その他に耐久性のあるガルバリウム鋼鈑や、比較的軽量なアスファルト繊維板屋根材

等も輸入されている。 

 

8) 床材 

モルタル床の場合は現地材料が調達できる。その他、タイル床材も一般的に多く使われて

おり、ヨーロッパ･中国等からの種々の輸入品が流通している。 

 

9) 鋼製建具 

鉄製の建具は多く「ギ」国内で加工され、供給されている。ヨーロッパからの輸入品も多

い。その他、セネガル等から輸入されたアルミサッシュも流通している。 

 

10) その他 

コナクリ市内の建材店を訪問した。小型のジェネレーターやコンプレッサー、送風機、脚

立、メジャー、レベル等、様々な資機材を取り揃えている。一般的に工事現場で必要とされ

る機材及び消耗材はここで入手可能と思われるが、規模が零細であるため、在庫量の面で不

安がある。一度に大量の資機材を調達することは困難と思われ、建材店からの購入ではなく

現地建設業者からの調達が有効と思われる。 

 

5-2-3 通関手続など 

通関に要する時間は、工程計画及び工程管理に与える影響が大きい。「ギ」国の建設会社

では、資機材の輸出入を直接行なっている会社があり、また加工会社の中にも原材料の調達

のために、通関部門を自社内に持っている会社がある。これらの会社によると、通常通関に

要する期間は2週間～1ヶ月で、2ヶ月を要した事例もあるとのことであった。 

財務省通関局長からは、これまで必ずしも円滑な通関業務が行なわれていたわけではない

ことを認めたうえで、今後の体制について次のような説明があった。 

昨年まで通関業務は通関局が直接行なわず、エージェント(SSG：ギニア検査協会)に業務

を委託していた。しかし、業務消化に問題があるため、同協会との契約が切れる昨年末をも

ってエージェントに頼らない直接業務を行なう体制となった。これによって、徐々に通関に

要する時間は改善され、現在は手続きに必要な書類の提出後3日で荷受けすることも可能と

なっているとのことである。 

建設会社等への聴き取りによると、最近の事例の通関所用期間2週間～1ヶ月ということだ

が、今後どの程度改善の成果が現れるか注意が必要と思われる。 

(関税率については、別添資料B.5参照) 
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5-3 「ギ」国における学校施設建設の実施方法 

 

5-3-1 施工業者の選定･発注 

SNIESは、公立学校の施設･機材の担当局として世界銀行以外の各ドナーによる協力事業等

の実施を行っており、また日本の無償資金協力による小学校建設の実施機関でもある。 

SNIESに登録している建設業者に対するカテゴリーは無く、SNIES技官によれば、事前に建

設業者のカテゴリー評価を行なうことが今後の課題であると認識しているとのことであっ

た。学校建設の入札結果をサンプリングしたところ、建設業者の大小に関わらず、いずれの

業者も受注実績を残している。 

MEPU-EC/SNIESによる入札は、以下の手順で実施される。 

① まずSNIESの掲示板や新聞･ラジオ等によって案件の公示を行う。 

② 応じてきた建設業者を対象に選定委員会による案件ごとの能力評価を実施する。 

③ 応札金額により建設業者を決定する。 

予定工事金額1億GNF以上の案件の場合 

④ MEPU-EC･財務省･ACGP(大型案件管理室)による選定委員会が構成され、同委員会の選定

結果に関して金融機関の同意を得る。 

予定工事金額1億GNF未満の案件の場合 

④MEPU-ECと財務省により構成される選定委員会で決定される。 

 

MEPU-ECと施工業者との契約書のサンプル(BID案件･契約金額：約57億GFN)を入手しところ、

同契約書には、MEPU-ECと施工業者によるサインの他、財務省による承認がなされている。

契約書には、工事内容、工期、契約金額、発注者と請負者の責任区分、支払条件(通貨割合･

為替レートを含む)、税の扱い、銀行保証、保険、遅延、違約、報告義務(使用言語を含む)、

引渡し手順(仮引渡しを含む)、瑕疵担保、紛争仲裁等、必要と思われる条項はカバーされて

おり、妥当と思われる。 

 

5-3-2 施工監理 

監理を行うコンサルタントに関しても、施工業者と同様に評価選定した上で調査設計･工

事監理に登用している。 

コンサルタントに対する評価選定は以下の手順で実施される。 

① 案件内容と応募の手順、及び提供する業務内容等を記載した契約書雛形を配布する。 

② 案件ごとに技術力等の業務遂行能力の事前評価を行う。 

③ 最終的に提示金額で決定する。 

提示金額の内訳が定められており、各社ごとに直接人件費を基本として、それに対応する

社会保険費と一般経費を算出し、この合計額に対する利益率をパーセンテージで示し、必要

な場合は遠方手当を加算して総額を提示する。 
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コンサルタントはその数が限られており、以下の6社がSNIESに登録している。 

・ CARIG社 (「ギ」国) 

・ BAEC社 (「ギ」国) 

・ TEAM GUINEE社 (「ギ」国) 

・ BETEC社 (「ギ」国) 

・ GEI社 (ドイツ系) 

・ ALPHA OUSMANE社 (「ギ」国) 

これらのコンサルタントは、SNIESの総合監理のもとに建設される施設の工事監理を行い、

SNIESに対する監理報告や建設会社への支払い承認報告等の業務を実施する。また、地方に

建設される案件の場合は、SNIESの地方事務所の担当官がコンサルタントと協働する仕組み

を持っている。 

コンサルタントは、案件ごとの仕様書･図面、及びSNIESが定める標準技術基準(Liste des 

Documents Techniques)に基づいた施工が行なわれていること等の品質管理、及び工程の進

捗管理等を行なう。 

図5-1　SNIES担当案件の実施方式

　　　監理報告

発注

       発注    監理

SNIES

コンサルタント
SNIES

地方事務所

建設業者
 

 
5-3-3 世界銀行による学校建設 

世界銀行の援助による学校建設は、EPTを実施機関として施設建設に係る管理を行ってい

る。SNIES方式との基本的な違いは、EPTが案件ごとにNGOを選定し、それらNGOが建設業者と

コンサルタントを評価選定することにあり、それぞれの評価手順及び選定手順が定められて

いる。 

　資金 　　　報告

　報告

発注 　発注 発注

監理報告 監理報告 監理報告

  発注   発注   発注

　監理 　監理 　監理

図5-2　世銀案件の実施方式

世銀

EPT

NGO NGO NGO

建設業者
コンサル

タント
建設業者

コンサル
タント

建設業者
コンサル

タント監理 監理 監理  
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世銀による学校建設において実績のある主なNGOは、以下である。 

・ AGUIDES(「ギ」国) 

・ Aide el Action(フランス) 

・ UDESE(「ギ」国) 

・ CECI(カナダ) 

・ FONAMHUG(「ギ」国) 

これらの発注方式を調査した限りでは、「ギ」国における学校建設に適用される建設業者

及びコンサルタントへの発注と管理は、標準化された仕組みが確立されており、それに基づ

いた実績が残されている。 

 

 

5-4 各ドナーによる建設施設の比較 

 

5-4-1 施設内容と仕様の比較 

「ギ」国プロトタイプは、以下の施設構成からなる。(4-3-4、表4-6参照) 

・ 農村型小学校：教室棟(3教室＋校長室＋倉庫)＋便所棟＋井戸 

・ 都市型小学校：教室棟(3教室＋校長室＋倉庫)＋便所棟 

・ 農村型中学校：教室棟(4教室＋校長室＋倉庫)＋便所棟＋井戸 

 

各ドナーによる学校建設は、基本的に「ギ」国側が定める農村型と都市型のプロトタイプ

に準じた施設構成となっており、農村部に展開している事例が多い。したがって農村型教室

棟(平屋：3教室＋校長室＋倉庫)と便所棟、及び井戸から成る施設構成が代表的なものであ

る。ただし、ひとつのプロジェクトに、農村型と都市型の両方を対象として含む事例、ある

いは2教室型の教室棟と3教室型の教室棟が混在する事例等もあり、全てが一律というわけで

はない。 

工法･仕様の面から見ると、主体構造が鉄筋コンクリート造平屋建て、小屋組が鉄骨、壁

がコンクリートブロックというのが基本的に共通する工法であるが、中には鉄筋コンクリー

ト梁や木造梁に屋根を掛けた仕様のものもある。 

共通する主な仕様は、以下のものである。 

・ 天井が無い 

・ 内壁･外壁はモルタル下地に塗装 

・ 内部床･外廊下床はモルタル押え仕上げ 

・ ドアが鋼製扉に塗装仕上げであること  等 

ドナーによって多少異なる点は、世銀建設施設には以下の点が認められることである。 

・ 天井を設置したものがあること 

・ 廊下側の開口部が格子または鋼製窓であること 
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・ 鋼製窓が両開きまたは突出し窓であること 

・ 通風口の有無 等 

サンプリングした限りは、ドナーごとに施設構成や工法･仕様が大きく異なることはない。

前述したように、各ドナーの施設構成は基本的に「ギ」国のプロトタイプに準じている。ま

た、現地で一般的な工法と仕様を採用している。これらのことにより、各ドナーによる建設

施設が定型に保たれているのだと言えよう。 (表5-5参照) 

 
これら各ドナーによって建設された小学校の仕様で、現地の気候条件の面から注目できる

ことは、天井の仕上げの有無と、通風口の有無、及び鋼製建具の仕様である。 

・ 天井が無いものは、屋根からの熱伝導を緩和する空気層がない反面、教室内の容積

が大きく、熱が下部にこもりにくいと考えられる。 

・ 現地の気候を考慮した場合、通風口の設置は有効と思われる。 

・ 鋼製扉を通風が得られるようにガラリ状に設定したタイプ、同様に鋼製窓をガラリ

状に設定したタイプが多い。 

また、安全性と利便性の面では、教室の出入口の数に注目できる。2箇所あるものと、1箇

所のみのものがあるが、「ギ」国プロトタイプでは、1箇所となっている。 
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表5-3 他ドナー及び過去の日本の無償資金協力による小学校の施設構成と仕様 

ドナー名

プロジェクト名

日本の無償資金協力事業

ギニア共和国地方小学校建設計画

世界銀行

PASE-II　新築

日本の無償資金協力事業

ギニア共和国小学校建設計画

ＫｆＷ

新築

イスラム開発銀行

新築

日本の無償資金協力事業

ギニア共和国コナクリ市小学校建設計

画

設計年 1990年 1998年 1999年 2000年 2002年 2002年

対象：計画規模 農村型：43校  129教室

都市型：  7校　 24教室

合　計： 50校 153教室

農村型 都市型：33校　142教室 農村型：20校　60教室 農村型：22校   66教室

都市型：23校　 63教室

合　計： 45校 129教室

都市型：25校　276教室

階数 平屋建 平屋 2階建及び平屋建 平屋建 平屋建 2階建及び3階建

教室サイズ 都市型：7×9、農村型：6×8m 6×8m 都市型7×9m 農村型：6×8m 都市型：7×9、農村型：6×9m 都市型7×9m

教室棟（3教室+校長室）＋便所棟 農村型：

教室棟(3教室)＋便所棟

教室棟(3教室)＋校長室)＋便所棟

教室棟（3教室）＋便所棟 都市型：

教室棟(2教室)＋便所棟

教室棟(2教室)＋校長室)＋便所棟

構造

壁の購造

鉄筋コンクリート構造

(便所棟はコンクリートブロック造)

コンクリートブロック壁

鉄筋コンクリート構造

コンクリートブロック壁

鉄筋コンクリート構造

コンクリートブロック壁

鉄筋コンクリート構造

コンクリートブロック壁

鉄筋コンクリート構造

コンクリートブロック壁

鉄筋コンクリート構造

コンクリートブロック壁

屋根材料 波型亜鉛鉄板 ガルバリウム鋼板 ガルバリウム鋼板 アルミジンク板 アルミジンク板 1期：アスファルト繊維板

2期：塗装鋼鈑

小屋組 鉄骨造(便所棟は木造) 鉄筋コンクリート小屋組 木造小屋組 鉄筋コンクリート構造 鉄骨造 鉄骨造

外部建具仕様

：ドア

鋼製扉(または木製扉)塗装仕上 鉄製扉塗装仕上 鉄製扉塗装仕上 鉄扉：塗装仕上(ガラリ付き)：1ヶ所 鉄扉：塗装仕上(ガラリ付き)：2ヶ所 鉄製扉塗装仕上

外部建具仕様

：窓

穴明化粧ブロック 廊下側窓：穴あきコンクリートブロック 鉄扉・鉄製窓塗装仕上

穴明化粧ブロック＋鋼製突出し窓

廊下側窓：鉄格子窓

反対側窓：鉄塗装両開き(ガラリ付き)

廊下側窓：鉄格子窓

反対側窓：鉄製ガラリ開閉窓

鉄扉・鉄製窓塗装仕上

穴明化粧ブロック＋鋼製突出し窓

外壁仕上げ モルタル/塗装仕上 モルタル/塗装仕上 モルタル/塗装仕上 モルタル/塗装仕上 モルタル/塗装仕上 全面塗装仕上

外部床仕上げ モルタル金ごて モルタル金ごて モルタル金ごて モルタル金ごて モルタル金ごて モルタル金ごて

内部床仕上げ モルタル金ごて モルタル金ごて モルタル金ごて モルタル金ごて モルタル金ごて モルタル金ごて

内壁仕上げ 壁：モルタル下地/塗装仕上 壁：モルタル下地/塗装仕上/幅木･腰

壁塗分け

壁：モルタル下地/塗装仕上 壁：モルタル下地/塗装仕上 壁：モルタル下地/塗装仕上 壁：モルタル下地/塗装仕上

天井仕上げ 無し：屋根材あらわし 合板塗装仕上 合板塗装仕上 天井：無し 天井：無し 最上階：合板塗装仕上

一般階：モルタル補修塗装仕上

断熱方法

通風

通風：換気口 Ａ型：

教室廊下共天井有り/格子桟方式

断熱方法：天井裏空気層/軒天換気

Ｂ型:天井無し

断熱方法：天井による断熱 通風：換気口 通風：換気口 断熱方法：天井による断熱

通気口

便所 4ブース/ラトリーヌ型

2穴/1ブース

ラトリーヌ型

2穴/1ブース

2または4ブース/ラトリーヌ型

2穴/1ブース

5ブース/ラトリーヌ型

2穴/1ブース

5ブース/ラトリーヌ型

2穴/1ブース

２～10ブース/浄化槽＋浸透桝型

1穴/1ブース

コンポーネント 教室棟(3教室＋校長室＋倉庫)

＋便所棟

教室棟（3教室＋校長室＋倉庫）

教室棟（6教室＋校長室＋倉庫）

＋便所棟

2階建:教室棟（6教室)＋便所棟

2階建:教室棟(8教室)＋便所棟

2階建:教室棟(10教室)＋便所棟

3階建:教室棟(6教室)＋便所棟

3階建:教室棟(9教室)＋便所棟

3階建:教室棟(12教室)＋便所棟

3階建:教室棟(15教室)＋便所棟

2階建:教室棟(8教室＋校長室＋倉庫)

＋便所棟

3階建:教室棟(9教室＋校長室＋倉庫)

＋便所棟

(便所棟は第2期のみ設置)

平屋建:教室棟（2教室＋校長室＋倉

庫)＋便所棟

平屋建:教室棟(3教室)＋便所棟

平屋建:教室棟(3教室＋校長室＋倉

庫)＋便所棟

2階建:教室棟(4教室)＋便所棟

2階建:教室棟(6教室)＋便所棟

2階建:教室棟(6教室＋校長室＋倉庫)

＋便所棟
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過去の日本の無償資金協力による小学校では、これらの要素を、どのように解決しているか

を比較した。 

 

表5-4 過去の日本の無償資金協力による小学校の仕様比較 

　　　　　　　　　　　　　　　　仕様 1 2 3 4 5

日本の小学校建設計画
天井の有無 通風口

扉からの
通風

出入口
(扉)の数

窓からの
通風

  「ギ」国地方小学校建設計画
 (第1次計画)

無し 有 有 1 鋼製格子

「ギ」国小学校建設計画
 (第2次計画)

合板塗装仕上げ 無 無 2
穴明き
ブロック

「ギ」国コナクリ市小学校建設計画
 (第3次計画)

合板塗装仕上げ 有 無 1
穴明き
ブロック  

 
１． 第3次計画の第1期では、天井を設置した上で更に、より断熱性のあるアスファルト繊維

板屋根を採用している。天井の有無については、コスト縮減の観点から検討対象とすべ

き事項である。 

２． 第1次計画では壁に通風口を設けている。第3次計画では、壁と屋根の間に通風可能な隙

間を設ける断面計画となっている。 

３． 扉からの通風を得る仕様とした場合、扉の仕様が多少複雑になるため、コスト面での増

額要素となる可能性があるが、日本の無償資金協力による小学校は、穴明きブロックを

採用することによって窓からの通風を十分に実現している。穴明きブロックを採用する

場合は、他ドナーに見られるような通風扉は必要ないと思われる。 

４． 扉の開き方やサイズについて、「ギ」国プロトタイプに準じるならば出入口は1箇所でよ

い。第2次計画で2箇所設けられた扉は、第3次計画では1箇所に戻されている。 

５． 日本の無償資金協力による小学校では、窓からの通風に穴明きブロックを採用しており、

また、外廊下側以外の開口部は、風雨の吹込みを防ぐよう、建具を設置している。他ド

ナーの壁＋鋼製窓と比較しても、機能面及びコスト面において優れていると思われる。 

 

以上のように、現地の気候面から他ドナーの計画と比較した場合、過去の日本の無償資金協

力による小学校の仕様は、合理性のある計画がなされていると言えよう。 

 

 

5-4-2 他ドナーによる小学校の建設費 

他ドナーによる学校建設の参考資料として、KfW案件(2000年11月契約)とBID案件(2002年6

月契約)の工事費を参照した。 

 

1) KfWによる建設 

当計画は、教室棟と便所棟の工事費区分が明確であったため、工事費参考のためのサンプリ

ング対象とした。 

・ 建設年 ：2000年 

・ 建設地 ：Mamou、Kindia 

・ 計画内容：Lot-A 11校、Lot-B 9校、計：20校、60教室の建設 
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・ 施設構成：農村型3教室タイプの教室棟(校長室と倉庫を含む) 

現地で一般的なラトリーヌ式と呼ばれる2便槽/1便房型の便所5ブース 

・ 工事金額：Lot-A 11校 638,562,815GNF 

 Lot-B  9校  522,460,485GNF 

合計  20校 1,161,023,300GNF 

＊ Lot-AとLot-Bの工事費は学校数に比例している。 

＊ １校あたりの工事費：58,051,165GNF 

契約書には、教室棟と便所棟の総工事額の内訳が添付されており、その内訳は以下である。 

・ 教室棟/1棟あたり ：43,369,926GNF 

・ 便所棟/1棟あたり ：14,681,239GNF 

・ 教室棟の全体床面積：171.45㎡ 

・ 教室棟の工事費  ：252,959GNF/㎡ 

KfWの農村型教室は6.35m×8.20m(壁芯寸法)であることから、52.07㎡/教室である。したが

って、1教室あたりの工事費は、13,171,607GNFとなる。 

 (参考：１US$=2,959.90GNF, 2005.3.8) 

 

2) BIDによる建設 

当計画は、農村型と都市型の混合案件であり、タイプごとの工事費内訳が明確であった

ため、工事費参考のためのサンプリング対象とした。 

・ 建設年 ：2000年 

・ 建設地 ：Faranah、Kissidougou、Gueckedou 

・ 計画内容 ：41校129教室＋41便所棟＋38井戸 

・ 施設内訳 ：農村型 1棟：教室棟(3教室) 

 農村型21棟：教室棟(3教室＋校長室) 

都市型 3棟：教室棟(2教室) 

都市型 3棟：教室棟(2教室＋校長室) 

都市型 7棟：教室棟(3教室) 

都市型10棟：教室棟(3教室＋校長室) 

便所棟41棟：各校に1棟 

*建設対象学校が41校で、教室棟の合計数が45棟であることは、数校が上記タイプの組

み合わせ校と思われる. 

・工事費 ： 5,668,818,240GNF（教室棟、便所棟のみ、井戸別） 

契約書の内容に基づいて、教室棟と便所棟の工事額を区分した内訳は以下であった。 

・ 教室棟総合計：4,792,041,932GNF 

・ 便所棟総合計： 876,776,308GNF (21,384,788GNF/便所棟1棟) 

・ 農村型タイプ： 101,563,266GNF 教室のみの教室棟(3教室) 

したがって農村型は、1教室あたり33,854,422GNFとなる。 

BID農村型教室は6.20m×9.20m(壁芯寸法)であることから、1教室あたりの面積は57.04㎡で

ある。したがって、農村型教室の工事費は、593,520GNF/㎡である。 

・ 都市型タイプ ：113,702,202GNF 教室のみの教室棟(3教室) 
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したがって都市型は、1教室あたり37,900,734GNFとなる。 

BID都市型教室は7.20m×9.20m(壁芯寸法)であることから、1教室あたりの面積は66.24㎡で

ある。したがって、都市型教室の工事費は、572,172GNF/㎡である。 

 

表5-5 各ドナーによる小学校の建設費事例  （単位：GNF） 

ドナー名 ＫｆＷ 世銀

設計年 2000年 2001年

対象：計画規模 農村型：20校　60教室 農村型：10校　30教室

階数 平屋建 平屋建

教室サイズ 農村型：6×8m 農村型：6×8m

工事費 (税18%を除く) 農村型 農村型 農村型 都市型 都市型 (第1期) 都市型 (第2期)

教室棟工事費 867,398,520 750,000,000 2,425,261,986 2,366,779,946 945,016,934 11,610,243,026

1教室あたり 13,171,607 25,000,000 33,854,422 37,900,734 85,910,630 87,956,387

㎡あたり 252,959 471,738 593,520 572,172 1,296,960 1,327,844

便所
5ブース/ラトリーヌ型

2穴/1ブース
ラトリーヌ型
2穴/1ブース

２～10ブース
浄化槽＋浸透桝型

1穴/1ブース

(便所は計画に含まれない)

－

便所棟総工事費 293,624,780 不明 876,776,308 2,643,920,020 －

1便所棟あたり 14,681,239 不明 21,384,788 26,439,200 －

3教室＋便所棟
の工事費

54,196,060 － 122,948,054 135,036,990 284,171,091 －

右に同じ

イスラム開発銀行

2002年

農村型：22校   66教室
都市型：23校　 63教室
合　計： 45校 129教室

平屋建

都市型：7×9、農村型：6×9m

5ブース/ラトリーヌ型
2穴/1ブース

都市型7×9m

日本の無償資金協力
ギニア共和国コナクリ市小学校建設計画

2002年

都市型：25校　243教室

2階建及び3階建

 
5-5 その他、法令･規制等 
 

5-5-1 建築物にかかる技術基準 

一般的な建築物に関する技術基準は、フランスとロシアの規格を準用している。「ギ」国内

の技術者は、(旧)教育技術省が発行した技術書に準じて設計監理を行っており、この内容は、

工種に応じて適宜フランス規格とロシア規格を引用している。 

SNIESでは「Liste des Documents Techniques」という技術書を技術基準として採用してい

る。この技術書は標準仕様書としての位置付けとなっているが、この標準仕様が全ての学校施

設に適用されるわけではなく、案件ごとに適宜仕様が決定され、その仕様書の中で「Liste des 

Documents Techniquesに基づく」という箇所がある場合は、同技術書に従うことになる。(別

添資料B.8) 

 

5-5-2 業者登録 

施工会社が国内で建設工事業務を行なう場合、事業登録が必要である。設計や施工監理を行

なうコンサルタント（法人）も事業登録をする必要がある。 
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5-5-3 外国人労働 

基本的に「ギ」国では外国人の就労を認めており、所定の要件を満たせば外国人労働者とし

ての許可証を発行し、定められた期限内で労務に就くことが可能である。これには雇用契約書

が必要で、そのための様式が定められており、MEFP(雇用促進公社)が管理している。(別添資

料B.9) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 結論、提言 
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第６章 結論、提言 

 

6-1 プロジェクトの妥当性、必要性 

 

 「ギ」国は、中・長期国家開発計画「ギニアビジョン 2010」(1996-2010 年)において、民生

の安定と人材の育成という観点から教育セクターを最優先分野の一つに位置づけている。2001

年には教育セクター改革プログラムとして、「万人のための教育」計画(Programme Education 

Pour Tous/EPTⅠ-Ⅲ:2001-2015 年)を策定し、2015 年までに初等教育就学率を 100%まで向上

させるという上位目標を掲げ、目標達成のために教育へのアクセス拡大、教育の質の向上、地

方分権化への能力強化の 3 点を中心とした政策を進めている。 

 本案件は、特に前者 2 項目の実現に向けて、教育施設を拡充、整備することで教育環境の改

善を図ることに大きく寄与することが見込まれる。 

 

急激な初等教育での就学率の上昇などから、中等教育での教室不足は深刻な状況にあり、増

大する教室需要に教室の拡充が追いつかず、就学環境が悪化している。 

万人のための教育計画実施機関(P.E.P.T)でも、初等教育就学率上昇が、中等教育における

就学需要の圧力を高める原因として、教室不足の改善を図ることを最優先課題として取り上げ

ている。 

  

わが国はこれまで、3 度にわたる無償資金協力「地方小学校建設計画(1991～1992 年度) 」

「小学校建設計画(1998～1999 年度) 」 「コナクリ市小学校建設計画(2002～2003 年度) 」を

通じて 98 校 574 教室の建設に協力してきた。 

 日本による初等教育施設建設は、「ギ」国による計画全体の約 1/3 以上を占め、他ドナーに

比しても、初等教育への貢献度は高く、また、品質が保障されることで、日本による施設建設

の質の高さに対する同国、他ドナーからの評価は高い。 

 

以上の点により、本プロジェクトの妥当性、必要性は高いと思慮される。 

 

6-2 協力内容の妥当性 

 

6-2-1 中等教育への協力 

万人のための教育計画調整局発行の中間レビュー報告書において、「ギ」国の中等教育が現

在直面する多くの課題について、生徒数の増加による教室の過密化、男女格差、地域格差によ

る中等教育へのアクセス、公平性の点で指摘している。そして、教室の収容能力不足の改善を

図ることを最優先課題として取り上げている。世界銀行は、いち早く地方農村部への施設建設

計画を策定し、工事を開始した。また、アフリカ開発銀行、サウジアラビア、クウェートも、

中学校施設の建設を計画、実施へ向けた協力内容を策定し始めている。 

わが国はこれまで「ギ」国に対して、小学校建設を中心とした無償資金協力を実施してきた。

現在の中等教育の動向を踏まえると、中学校建設の必要性は高いと思慮される。 
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6-2-2 対象地域 

他ドナーによる施設建設は、主に地方農村部を対象としたもので、今後も同様の方針で進め

られていくことが確認された。我が国の協力は、主に首都および首都に近接する都市部を対象

地域としており、協力対象地域にかかる他ドナーとの棲み分けが明確にされることになる。本

プロジェクトにおいても、コナクリ市およびその周辺都市部が対象となるため、地域的には妥

当であると言える。 

ただし、協力対象校の選定にあたっては、現時点で保留とされた「ギ」国側による優先順位

付けとクライテリアについて確認し、その結果を充分考慮することが求められる。 

 

 

6-2-3 協力コンポーネント 

1) 教室棟と教育機材など 

「ギ」国の都市型プロトタイプに準じた小学校は、片側廊下式の教室棟（3 教室＋校長室＋

倉庫）、便所棟である。中学校は、農村型プロトタイプのみ策定されており、都市型タイプは

今後設定される方向である。なお、農村型タイプは片側廊下式の教室棟（4 教室＋校長室＋倉

庫）、便所棟、井戸での施設構成となっている。 

小学校については、他ドナーでもプロトタイプに準じた施設計画が実施されており、構成内

容は妥当であると考えられる。中学校については、今回の対象地域が都市部であることから、

都市型タイプの設定を計画している「ギ」国政府側と充分協議の上で計画する必要がある。 

増設・建替え対象の学校においては、既存の施設状況をもとに、使用可能な教室数と必要教

室数を算定した上で、その数に準じた教室棟を計画する必要がある。 

教室家具、機器備品については、要請に含まれている児童・生徒用机椅子、校長・教員用机

椅子、黒板、戸棚、基礎的教育機材一式は、学校運営における基本的付帯機材として必要と判

断される。 

 

2) 便所 

 便所は、学校施設の一部のコンポーネントであることに加え、公衆衛生の面からもその必要

性は高いと考えられる。ただし、建設数、方式、付帯施設については、児童・生徒数、地域の

インフラ状況、学校の維持管理能力などを総合的に踏まえて充分に検討の上、計画すべきであ

る。 

 これまでの 3 回にわたる無償資金協力では、第 1 次、第 2 次計画でのラトリーヌ方式、第 3

次計画での上水道からの供給を前提とした浄化槽方式と、地域の条件に準じた方式が採用され

た。しかし、第 3 次計画の現況からは、前提とされた水の安定供給に支障が出て、計画通りの

使用方法が実施されていないことが確認されている。 

 便所計画は、水の供給状況に準じた方式で、かつ、その維持管理を含めた衛生環境教育の必

要性まで踏まえて検討する必要がある。 

 

3) 井戸 

 井戸のコンポーネントは、調査終盤時点における政府との協議で追加要請されたもので、当

初の要請書には含まれていなかった。  
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一般的に、安全な水源の確保は、施設の維持管理面だけではなく、保健衛生上、また児童や

教員の学校へのインセンティブ向上の面からも重要とされる。水源をもたない学校では、村の

井戸または他の水源から児童が毎日水を運ばなければならず、井戸の供給は児童の負担を軽減

することにもつながる。「給水が困難な学校建設サイトにおける井戸」の必要性はあると言え

る。 

しかしながら、井戸の設置にあたっては、水供給にかかる関係機関、保健衛生にかかる関係

機関などとの調整が必要と考えられる。また、学校施設の一部として協力コンポーネントに含

めるには、設置後はどこに所属するものか、維持管理体制は充分なのか、明確にすべき事項は

多い。また、今回の対象地域は首都圏周辺の都市部であるが、「ギ」国の定める施設構成基準

では、都市型小学校に井戸は含まれない。 

水資源の必要性は充分に確認できるものの、協力対象とするか否かは、上記のような周辺事

情を全て考慮した上で充分に検討する必要がある。 

 

4) ソフトコンポーネント 

 施設が最大限に活用されるために、日常的な維持管理は不可欠である。特に本プロジェクト

では、小学校と中学校、首都と周辺都市部、井戸の有無、水源事情を踏まえた便所方式など、

さまざまな状況、条件において、維持管理にかかる方策が検討されなければならない。 

第 3 次計画で導入されたソフトコンポーネントは、施設・学校用機材の維持管理にかかるマ

ニュアルを現地関係者、関係機関とともに作成し、それが各学校で運用されるための啓蒙活動

を中心として行われた。特に、教育省 DCE、学校長、父母会関係者、近隣自治体などの学校関

係者が、作成された維持管理マニュアルを通じて維持管理に対する連携を高め、維持管理能力

が向上することが成果として期待されている。 

しかしながら、ソフトコンポーネントが導入されて、完工後 1 年が経過しただけの現時点に

おいて、今後の維持監理体制にどの程度の効果を発現していくのか、明確に判断できる事実は

確認されていない。 

本プロジェクトにおけるソフトコンポーネント導入の必要性について、その役割と効果の観

点から、さらに、十分な内容の検討が必要とされる。 

 

 

6-3 基本設計調査に際し考慮すべき事項 

 

6-3-1 調査実施にかかる留意点 

1) 基本設計調査団員について 

基本設計調査団員の構成を検討するには、まず、追加要請として出された井戸をコンポーネ

ントに含めるか否かを決定する必要がある。施設／設備計画で井戸調査を兼務することは、専

門の領域が異なるため困難である。 

また、中等教育、維持運営管理にかかるソフトコンポーネントの必要性の検討から、教育計

画団員の参画も考慮に入れる。 

 以上の点により、次期案件基本設計調査団員の構成と評価対象者は、井戸建設を踏まえた場

合、案件の内容を鑑み、その重要性から、以下の通りと考えられる。 
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・ 業務主任/建築計画 

・ 教育計画/運営維持管理計画 

・ 施設/設備計画 

・ 施工・調達計画/積算 

（給水計画/地下水開発） 

 

2) 自然条件調査について 

 基本設計調査における自然条件調査は、複層階での施設計画を踏まえ、基礎設計に必要な地

耐力の検査に加え、井戸をコンポーネントに含める場合には、水理地質、水質についての調査

項目を網羅する必要がある。 

 必要と考えられる自然条件調査の種類、目的、項目を、表 6-1 に示す。 

 

表 6-1 自然条件調査内容（案） 

建設の

種類 

調査の種類           目的と項目 

目的 施設建設の基礎設計に必要な地耐力の確認を行う 施設 

建設 

地耐力調査 

項目 平板載荷試験、簡易貫入試験、ボーリングなど 

目的 井戸掘削地点の特定と機材の仕様検討のため、地下水の賦存

状況を確認する 

水理地質調査 

項目 物理探査、既存井の揚水試験 

目的 井戸建設学校周辺の水質を確認する 

 

井戸 

建設 

水質調査 

項目 水質試験項目は、ギニア国、または WHO 基準による 

 
6-3-2 プロジェクト計画策定面にかかる留意点 

1) 過去の無償資金協力との重複校の扱い 

本プロジェクトへの要請小学校のうち、ラトマ区 4 校、マトト区 1校、コヤ県 2 校の合計 7

校は過去の無償資金協力で協力対象となった学校である。 

 

表 6-2 過去の無償資金協力校との重複校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域 重複校 実施年度 

EP Yattaya 1998(H11) 

EP Dar-Es-Salam 2002(H14) 

EP Kwamé Krumah 2002(H14) 

 

ラトマ区 

EP Kaporo 1998(H11) 

2002(H14) 

 

 

コナクリ市 

マトト区 EP Gbessia Cité 2 2002(H14) 

Kountia 1990(H 2) キンディア コヤ県 

Sanoyah 1990(H 2) 
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協力対象校選定にあたっては、教室の過密状況、不足状況を踏まえた上での検討することが

前提ではあるが、重複校の扱いについて、以下ように提言する。 

① 協力範囲を広げるべく、本プロジェクト対象からはずす 

② 今後の協力におけるモデル校として、いくつかを選定する。 

 

①については、日本による協力を少しでも多くの学校で実施するため、過去の対象校との重

複を極力避けることを意図する。 

 コナクリ市は学校数が多いため、基本的に学区と町が一致している。しかし地方では、学校

数が不足しているため、複数の町をまとめた学区としている。ただ、児童は居住地の所属する

学区の中にある学校に行かなければならないという規定はないため、日本の援助により建設さ

れた学校への入学、編入を希望するという傾向を助長することになる。特定の学校に協力を重

ねて実施しても、学区外への入学状況が続けば、教室の過密、不足状況の解消に対する効果は

発現しにくいことが推測できるため、重複校については、本プロジェクトの対象外とすること

が妥当であると考えられる。 

 

 一方、②については、日本による「協力のモデル校」形成を目指し、過去の協力対象校の

中からあえて重複する学校を選定し、その特定校に対して、ソフトコンポーネント導入の検討

も含めた継続投入をしていくことを意図する。 

日本による学校の品質は関係機関から高い評価を得ており、さらに継続的な関与により、日

本の協力の評価をさらに高めることができる。モデル校の設定にあたっては、特に維持管理面

での効果の重要性を考慮し、以下を提案する。 

 

＜目標設定＞ 

・ 学校、父母会など学校関係者、その他関係機関の連携が強化される 

・ 学校の施設維持管理能力が向上する 

・ 向上した維持管理能力が実施後も持続していく 

・ 協力効果が他校、他地域へ波及していく 
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＜選定基準とその候補＞ 

表 6-3 モデル候補校選定上の検討事項 

選定項目、条件 理由 候補地、候補校 

地域別 ・首都と地方都市部からそれぞれ 

選定することで、他地域への波及効果を

高める 

コナクリ市 

コヤ県 

地区別 

 

・コナクリ市の 2区からそれぞれ選定する

ことで、市全体への波及効果を高め、関

係者の連携を強化する 

ラトマ区 

マトト区 

協力実施年別 ・実施年別で選定することで、 

施設計画に応じた維持管理能力を高める 

H2・ H11・ H14 

 

教室の過密、不足状況が深

刻である学校 

・教室の過密を緩和し、不足教室数を緩和

することで、教育環境を改善する 

EP Yattaya 校（ラトマ区）、H11 

EP Kwamé Krumah 校（ラトマ区）、H14 

Kountia 校（コヤ県）、H2 

Sanoyah 校（コヤ県）、H2 

 

父母会などの組織活動に支

障がある学校 

・現時点で、維持管理能力の低い学校を選

定することで、有効な改善効果を図る 

EP Yattaya 校（ラトマ区）、H11 

EP Dar-Es-Salam 校（ラトマ区）、H14

Kountia 校（コヤ県）、H2 

 

給水源を確保していない 

学校 

・現時点で、給水事情の劣悪な学校を選定

することで、有効な改善効果を図る 

EP Yattaya 校（ラトマ区）、H11 

EP Dar-Es-Salam 校（ラトマ区）、H14

EP Kaporo（ラトマ区）、H11,14 

Kountia 校（コヤ県）、H2 

 

上記の項目・条件に則して総合的に考慮すると、モデル候補校として以下の 2 校が挙げられ

る。 

              表 6-4 モデル候補校 

地域 モデル校候補 実施年 

コナクリ市 ラトマ区 EP Yattaya 校 H11 

キンディア コヤ県 Kountia 校 H2 

  

なお、このモデル候補校選定に際しては、その選定条件とする、教室の過密、不足状況、父

母会などの組織状態について、より詳細な分析調査の実施が必要となる。 

 

2) 過密状況と認められない学校について 

協力対象校として要請された学校のうち、増設または建替え対象は 25 校ある。本調査にお

いて、既存校の基本データを各学校への質問票で確認したところ、2003/04 時点の生徒数が、

「ギ」国が標準と定める１教室あたりの収容規模 50 名を越えない学校が 4 校ある。この４校

は過密状況が比較的、深刻でないと言えるだろう。 

本プロジェクトは、要請教室数が多数であることから、基本設計調査において対象校を絞り

込む必要がある。今後の検討にあたっては、生徒数の増加傾向など将来的な予測も含めて検討
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したうえで、過密状況が認められない学校については、本プロジェクトの対象外とすることを

提言する。 

 

3) 協力対象校の選定基準と優先順位について 

 本調査では、「ギ」国側による明確な優先順位を確認するには至らなかった。したがって、

基本設計調査実施に際して、協力対象校選定にあたる先方の優先順位を確認した上で、日本側

の選定基準を検討しなければならない。 

 しかしながら、協議の中で教育省の問題意識は次の点にあることが確認された。 

・ 学校の存在しない所（新設校）を優先的に建設したい 

・ 過密状況の深刻な学校を改善したい 

 対象校を絞り込むにあたっての具体的な基準内容は、基本設計調査において明確に示される

ことになるが、本調査を踏まえて、以下の点に留意すべきと考える。 

① 土地の所有権について、明確で有効な登記書が提出され、近隣住民と土地の所有権につ

いて紛争がない 

② 他ドナーとの援助重複がない 

③ 不法占拠など敷地内障害物などがない 

④ 施設建設が可能な敷地が確保されている 

⑤ 工事用車輌のアクセスに問題がない 

⑥ 自然災害などの危険がない 

（⑦ 給水手段を所有している） 

 

④については、特にコナクリ市内で、狭い敷地に既存校舎が密集して建つ場合が多く、工事

中の児童への安全も十分配慮した上での確認が必要である。 

⑤については、コヤ、デュブレカ県において調査した候補地は、標高の多少高い地点に敷地

が存在し、車の進入が困難な所もあった。雨期になればなおさら状況が悪化することも踏まえ、

資機材の搬入や施工に支障がないようなアクセス道路の確保は必要である。建設用地は、工事

中の作業もさることながら、施設完成後の児童の通学を考えた上で充分な判断をもって見極め

ることが必要である。 

⑦については、協力内容に井戸を含めるか否かによるが、学校教室の建設を広く実施するた

めには、こういった選定基準を設けての絞込みも必要と考えられる。 

 

 在ギニア日本大使館による草の根無償援助では、地方都市部と農村部への施設建設を行って

おり、2001 年にはデュブレカ県への小学校建設も実施している。デュブレカ県、コヤ県は、

首都圏周辺都市部としてインフラ整備も進んでいる地域であり、同援助との棲み分けを明確に

する上でも、選定基準の設定が重要となる。 

 

4) 敷地確保状況の確認 

今回の調査に対し DCE/DPE は、要請校の土地所有権にかかる登記書の有無を口頭で確認する

にとどめた。基本設計調査においては、各校の土地所有に係る正式な証明などを提出させる必

要がある。 
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特に、本調査中にコナクリ市マトト区グベシアポールⅡ校（新設）の敷地所有にかかる問題

が発覚した。同校に係る問題は、基本設計調査実施段階までには、先方政府によりすべて解決

されていることが望まれる。 

 

5) 井戸建設について 

 本プロジェクトの対象に井戸を含めることになった場合、以下の内容に留意すべきと考える。 

＜選定基準＞ 

要請校と無償資金協力校の現況を踏まえ、井戸を必要とする学校の選定基準を設定する際、

以下 2 点を検討事項として示す。 

① 給水の有無とその方法、種別、難易度 

② 給水源までの距離 

 

①給水の有無と方法、種別、難易度 

 給水は、上水道と井戸によるものがあり、井戸はさらに浅井戸と深井戸に分けられる。 

 コナクリ市内では、上水道がほぼ整備されており、井戸の必要性は低くなるが、計画的な断

水、学校敷地への引き込み状況をどのように判断するか、また、浅井戸の場合は、その水質と

給水事情が検討事項となる。 

井戸による場合は、学校の所有であるか否かを踏まえ、学校所有で無い場合でも、現状にお

ける給水の難易度を考慮しなければならない。 

 

②給水源までの距離 

増設・建替での要請校 25 校中 12 校が、学校に給水源をもたず、あるいは上水道からの給水

に支障が生じており、他の水源から給水している。給水源までの平均的距離は、0.1km～1.0km

である。特に、地方都市、農村部では首都圏と異なり、水源を持たない学校が多く、通常毎日

平均 2～4km の道のりを児童が水を運び、使用している。 

給水の要否を判定する際は、その地域の一般状況を勘案の上、水源までの距離によって判断

する必要がある。 

 

＜学校の維持管理能力＞ 

学校が井戸を所有する場合には、維持管理費の確保を含めた管理システムの形成が必要とな

る。 

 「ギ」国プロトタイプでは、地方農村部での施設計画において、井戸をコンポーネントに含

めているが、維持管理面での政府による介入は一切なく、すべて学校と父母会に委ねられてい

る。 

 本調査でも、既存学校のうち、故障したハンドポンプが、修理費用の不足からそのまま何年

も放置されている状況が散見されている。井戸設置にあたっては、維持管理費の積立などを含

め、維持管理全般にかかる能力を踏まえた上での協力校選定が必要となる。 

ただし、新設校については、建設時に学校、父母会の存在を断定しにくいため、事前に維持

管理にかかる能力を判定することは困難となる。 
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6) 施設計画にかかる留意点 

＜防犯＞ 

 敷地境界を定める囲壁などが未整備である学校が多く、そのために盗難が頻発している。 

 中学校においては、実験を含むカリキュラムが加わることで、教育機材、道具の種類も増え、

管理の必要性はより高まる。 

 施設計画上、教室はもとより、校長室、倉庫の開口部について、盗難防止を重視した開口部

の形式、仕様、鉄格子など付属品の設置を検討する必要がある。 

 また、通常は相手国の自助努力で整備されるべき囲壁についても、維持管理の側面から、積

極的に指導、啓蒙していくことが求められる。 

 

＜教室家具＞ 

日本による第 1 次計画および第 2次計画での教育用家具は木製仕様であるが、第 3 次計画で

はスチールパイプ製のフレームへと改善された。 

 既存校の視察の際に学校側から出された意見のうち、木製家具の破損に対するものが非常に

多かった。この点を踏まえると、第 3 次計画での改善は効果的であったと評価できる。 

 したがって、本プロジェクトにおいても、このスチールパイプ製のフレーム仕様が継続され

ることが望ましい。 

 

＜給水計画＞ 

給水計画について、上水道と井戸による整備上の留意点を以下に述べる。 

上水道 

第 3 次計画では、上水道からの給水を前提として、便所の方式が計画された。しかし実際に

は、1 年以上の長期にわたる特定区域への計画断水で、適切に使用されていない学校が存在す

る。また、前面道路までは上水道の敷設がなされているが、敷地への引き込み工事から、その

後の維持運営管理にかかる費用捻出まで、すべてについて各学校に責任が委ねられている。 

こうした現行組織の現状を踏まえ、水源の確保に際して懸念される事項は、以下の点であり、

本プロジェクト計画に際しては、現状を慎重に見極める必要がある。 

・前面道路までは敷設されている上水道を敷地内に引き込む事業を誰が負担するか 

・敷地内への引き込みが可能になった後でも、計画断水などの行政上の問題にどの 

ように対応するか 

井戸 

 学校に建設される井戸については、実施機関である SNIES と、国家水源整備局（SNAPE）と

により実施される。 

 特に SNAPE は、「ギ」国において村落給水事業にかかる実施機関であり、井戸建設の計画か

ら実施、その後の維持運営管理までを総合的に担当する。 

 他ドナーによる地方農村部における学校建設では井戸建設が含まれるケースが多いが、

SNIESはSNAPEから出される入札図書をとりまとめる程度で、それ以上、実施への介入はない。 

 SNAPE は、事業の実施段階で、必要な人員をドナー側に派遣する形で関わってくることにな

るが、無償資金協力によるこれまでの学校建設において井戸を協力対象に含めた経緯はないの

で、それぞれの機関の役割分担について、綿密な協議が必要となる。 
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 学校の維持運営管理は、各学校の責任において実施されることになるが、日本が井戸建設を

コンポーネントに含める場合は、建設後の維持管理について SNAPE にその責任を担わせ、学校

側との連携において実施されることが望まれる。そのために、SNIES と SNAPE、そして学校と

の間の維持運営管理にかかる役割分担と連携上のシステムを総合的に見直し、検討していく必

要がある。 

 

7) 相手国政府負担事項について 

 基本設計調査では、日本国側と「ギ」国側での負担施工区分が明確にされる。その際、先方

負担事項に含まれることになる以下の点については、特に留意しなければならない。 

・ 工事着工前の建設敷地の整地工事 

・ 敷地内に残存する障害物、植樹の撤去 

・ 既存建物の解体工事 

 小学校、中学校とも新設校が要請教室全体の約半数を占め、敷地状況は増設・建替と異なる。

「ギ」国が建設候補地として提示した敷地は、勾配の厳しい箇所、既存樹林が生え茂っている

箇所、土地区画の変更で以前の境界擁壁、旧排水路などコンクリート製の障害物がそのまま残

存している箇所、等、整地には時間と費用が必要とされる。 

 コナクリ市内の増設・建替えに関しては、既存校舎の解体を必要とする学校も多くなること

が予想され、本工事の円滑な実施を図るために、着工前の相手国による負担工事の速やかな実

施の可否について充分に確認する必要がある。 

  

6-3-3 コスト縮減の可能性とその方法 

1)  工法･仕様からの検討 

過去の日本の無償資金協力による小学校について、工法･仕様の面からコスト縮減に繋がる

大きな要素を抽出することは難しい。これまでの仕様は、現地小学校に求められる機能･性能

を満足するために既に最低限の内容で設定されており、その施設構成及び工法･仕様の大半は

決して過大なものではない。 
その中でも、コスト縮減に繋がる要素を挙げるとすれば、以下の3点が検討の対象となり得

る。 
 
1)-1 天井設置の必要性の検討 

現地における多くの事例から判断して、天井の設置を取りやめることが検討対象となる。日

本の無償資金協力による学校建設のうち、「地方小学校建設計画(第1次計画)」では、天井が

設けられていない。その後の「小学校建設計画(第2次計画)」及び「コナクリ市小学校建設計

画(第3次計画)」では、天井を設けている。現地の既存施設及び他ドナーによる学校施設事例

との比較から判断すると、天井の設置が不可欠であるか否かを再考することが挙げられる。 
天井を設置することによるメリット、デメリットは以下が考えられる。 

＜メリット＞ 
・ 屋根からの熱及び雨音を遮断する 
・ 自然光が教室内にまわりやすい 
・ 今後、照明器具等を取り付ける場合に設置しやすい 
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＜デメリット＞ 
・ 漏水が発生する、生徒の悪戯などで天井が痛む、等で修理が必要な箇所が増える 
・ 漏水が発生した場合、屋根の漏水箇所を特定しにくい 
・ 鳥獣や蝙蝠が天井裏に入り込み、糞害等が起こる 
・ 室内容積が小さくなる 
現地の気温は1年を通して、最低気温20℃～最高気温30℃前後である。湿度も高い。現地の

既存校は通風に留意した開口部を設けて、通風を得ることを室内環境の維持方法として採用し

ている。また、現地の学校は雨期のピ－クである7月初めから10月初めまでの約3ヶ月間が休

みであること等を考慮すると、天井の設置について再考でき、コスト縮減の面から有効と考え

られる。なお、室内の光のまわり方は、天井だけでなく、色彩、壁面や床の仕上げも影響を与

えることも考慮に入れる。 
 
1)-2 屋根の検討 

小屋組について、木造トラスを検討することが有効と考える。「ギ」国では、木材が国内で

調達できることから、主要構造材として木材を検討することはコスト縮減のみならず、安定供

給に基づいた工期の設定にも寄与すると考えられる。 
表6-5 過去の無償資金協力に採用された材質 

 小屋組 屋根材 
地方小学校建設計画(第1次) 鉄骨 波型亜鉛鉄板 
小学校建設計画(第2次) 木造トラス ガルバリウム鋼鈑 
コナクリ市小学校建設計画

(第3次) 
鉄骨 アスファルト繊維波版（1期） 

塗装鋼鈑屋根材（2期） 
 
屋根材については、コスト縮減の観点及び維持管理の観点から、波型亜鉛鉄板が最も安価で、

容易に入手可能な素材と言える。ただし、屋根の見栄えを考えると、あまり好まれない場合も

ある。アスファルト繊維波板は軽量かつ遮音性能に優れている。軽量であることは、小屋組の

軽減にも多少なりとも影響を与えると考えられる。しかし、｢ギ｣国内では調達できない輸入品

であることから、建設時は大量に輸入するにより調達が容易になり、また価格も抑えられるが、

完工後の維持管理に際しては、少量調達に輸入業者が難色を示すこと、または、小ロットであ

ることによって高い価格を受け入れる結果となること等が懸念される。 
 
1)-3 コンクリート躯体 
鉄筋コンクリート造とする場合、コンクリート躯体のメンバー(柱や梁の断面のサイズ)の設

定と、コンクリート強度を総合的に再考することが、コスト縮減の要素となり得よう。 
「ギ」国ではセメント不足が工事費に影響を与えることが考えられる。強度の高いコンクリ

ートで躯体を設定すれば、そのメンバーは小さくすることが可能であるが、対応するCPAセ

メントは流通量が少なく、かつ価格も高い。 
一方、流通量の多いCPJセメントを使用して多少強度の下がるコンクリートを設定したとし

ても、躯体のメンバーを大きくすることで構造的な強度は確保される。また、断面が大きいこ

とによって施工が容易となり、施工精度を保つことが可能となる。しかしこの場合、躯体のメ
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ンバーを大きくすることで逆に、コンクリート量や型枠の大きさ等、総量が増える要素も考え

られる。 
このことはセメントの調達及び価格と関連する事項であり、コスト縮減の要素とは容易に言

い難いが、「ギ」国の建設事情を総合的に考慮して検討すべき要素であるといえる。 
 
2) 施設計画からの検討 

過去の日本の無償資金協力による小学校は、他ドナーによる学校施設と同様に、「ギ」国の

プロトタイプに準じた施設計画が行なわれている。 
その中で、コスト縮減に繋がる要素を挙げるとすれば、以下の2点が検討の対象となり得る。 

 
2)-1 建物の配置と平面計画 

2～3階建ての複層になる場合、建物の長さは階あたりの教室数と階段の位置で決まる。出

来る限り地面の高低差の無い方向に教室を並べ、基礎量を低減する配置を行なうことと同時に、

階段を主体構造の中に取込む平面計画を行なうことも、基礎量と壁量の低減に繋がる可能性が

ある。これは、敷地形状等、他の要素によって適用できない場合もあるが、土工事、基礎を含

めた躯体量、及び屋根面積から総合的に検討することは有効と思われる。 
 

図6-1　階段の配置

教室 教室 教室 教室

廊下 廊下

⇒

階段

階段教室 教室

 
 
 
2)-2 便所の設備 
便所の洗浄用水栓及び浸透桝等の設備が、有効に機能するかどうかを再確認することもコス

ト縮減に繋がる可能性がある。 
表6-6 過去の建設プロジェクトで採用されたトイレの方式 

地方小学校 
建設計画 

（第1次計画） 

小学校建設計画 
(第2次計画) 

コナクリ市 
小学校建設計画 
（第3次計画） 

他ドナーによる 
建設 

（サンプリング） 

ラトリーヌ式 
(非水洗･汚物貯留･2便槽/便房) 

浄化槽型 
(浄化槽+浸透桝+

洗浄用水栓) 

ラトリーヌ式 
（2便槽/便房） 

 
第3次計画では、サイトに市水が供給されていることを前提に便所の方式が設定された経緯

がある。しかし、地域的な給水制限によって実際の使用に支障が出ていることは先に述べた。 
この状況を踏まえると、今後の計画では、水の安定供給を前提とした便所が妥当かどうかを

充分に検討すべきである。この点は、コスト縮減の要素であると同時に、施設内容の有効性を

再考する要素ともいえる。また、コナクリ周辺は一般的に、地表から5mあたりまでラテライ
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トの、水の浸透しにくい地層といえる。したがって、浄化槽+浸透桝の設定が有効に機能する

かどうかも再考の必要がある。 
コナクリ周辺は首都圏であるということから、近代的な水洗方式等が望まれるならば、確実

な水の供給と汚水処理が条件となる。 
 
水の供給については、例えば、市水の引込みが「ギ」国側の負担工事である場合、実際にそ

の負担工事の実行者を確認する必要がある。 
SNIES技官によると、既存校での負担工事実行者は父兄会とのことであった。この場合、

父兄会の賛同を取り付け、実際の引込み工事申請がなされ、その費用が支払われなければ給水

は実現しない。井戸の場合も同様にイニシャルコストが必要となる。また、市水の引込み後も

維持管理面で使用料負担が発生することになる。(別添資料B.6) 
 
このようなことから、便所の設定はラトリーヌ式を採用する、あるいは他の処理方法を再考

することが検討の対象となり、結果としてコスト縮減の要素となり得ると考えられる。(別添

資料B.8参照) 

 

6-3-4 施工･調達に関する留意点 

1) アクセス状況の確認について 

今回の調査対象となった要請校は、基本的には車でのアクセスが可能である。 ただし、人

の往来の激しい市場を通過するサイト、比較的標高の高い地点にあるサイト、幹線道路からの

分岐道が道路として整備されていないサイトなど、資機材の搬出入や施工に際して支障が出そ

うなサイトがある。特に雨期には、道路が冠水し、降雨時に登坂が困難になることが予想され

るため、注意が必要である。また、コナクリ市内は、特に朝夕の交通渋滞が激しく、サイト間

の移動に時間を要することが予想される。 

 

2） 工期･工程について 

「ギ」国は、西アフリカ地域の中で降雨量の多い地域である。特に、大西洋に面した低地ギ

ニアに属するコナクリ周辺は、年間を通して湿度が高く、年間降雨量が 4,300mm に達する。雨

期の始まりである 6 月には、月間降雨量は約 500mm となり、7 月には月間降雨量が 1,200mm を

超える本格的な雨期を迎え、10 月までの雨期の間に年間降雨量の 9 割を超える雨が降ること

になる。工期･工程の設定に際しては、これらの気象条件を十分に考慮する必要がある。 

敷地条件(建設可能場所)及び建物規模(建設教室数)にもよるが、2～3 階建ての施設とする

場合、平屋建てに比べて躯体工事に要する工期は長くなり、相応する期間が必要となる。例え

ば、4 月から工事を開始する場合、建物の躯体を施工する時期がコナクリ周辺の雨期と重なる

ことになる。工期･工程の策定においては、躯体工事の工期設定に十分に留意し、全体の工程

計画を行なうことが必要である。 

また、品質管理の観点からは、作業の中断等を含め、雨中での作業に対する的確な指導と、

養生方法を確立するなど、作業手順を十分に計画して施工に望むことが求められる。躯体を鉄

筋コンクリート造とする場合は、特に注意が必要である。 
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3) 作業環境について 

学校建設では、コンクリートミキサー機材を現場に一式搬入してコンクリート打ちを行うこ

とが一般的である。また、コンクリートブロックについても、精度と強度を求める場合は各現

場で製造する等の方法で施工されることもある。  

搬出入する資材の保管場所や資材の加工に必要な作業場所、及び現場事務所をサイトで確保

する必要性がある。施工中の作業を安全かつ確実に実施するために、以下に留意して施工計画

を行なうことが必要と思われる。 

・ 新設要請校の敷地の中には、敷地規模の小さいもの、高低差が大きいものなどが含まれて

おり、サイト内での作業場所の確保が困難な場合が考えられる。 

・ 既存校は 7月から 9 月までの 3 ヶ月間を除く期間は施工中も授業を行なっており、特に狭

小敷地の学校では、生徒や学校関係者への安全管理に注意を要する。 

・ 敷地境界を定める囲壁が未整備な既存校もあり、新規要請校も含め、資機材や工事用水の

管理に注意を要する。 

先方政府との協議により、施工拠点を設営する、狭小サイトの近くに資材の保管と作業場所

を確保する、敷地内の条件を整備する、等の対策が考えられる。施工拠点の設営は、調達計画

の観点からも、安定供給が見込めない資材を保管し、在庫管理する必要がある場合においても

有用と思われる。 

 

4) 資材の調達について 

鉄筋コンクリート造、コンクリートブロック造など、現地で一般的に用いられている躯体構

造を採用する場合は、いずれの工法を採用しても、セメントの調達が重要となる。「ギ」国内

でセメントを安定調達するためには、以下の点に留意することが重要である。 

・ 現地の調達事情に応じた構造計画を検討する。 

・ 先方政府の協力を得てセメントの安定調達の手順を確立する。 

 

躯体工事に限らず、工期内に施設を実現化するためには、仕上げ工事を含む全工程において

セメントを安定調達することが必要であることから、他への流用を防ぐなど、施工業者に対し

て管理可能な発注方式を確立させることが必要である。 

資材を輸入する場合は、通関に要する手順と所要日数の状況を再確認し、準備期間を含めた

施工計画を立案することも重要である。 

 

5)  施工監理について 

精度管理･品質管理･工程管理･安全管理等が、現場で適切に行なわれる必要がある。現地建

設業者や現地コンサルタントを活用する場合は、施工技術の指導や施工監理のノウハウの指導

を含めた活動が重要で、これらの技術が現場で確立され定着するまでには、一定の期間を要す

ると想定される。 

現地建設業者や現地コンサルタントを活用する場合は、施工監理のための要素として、主要

な技術項目等を作業手順書で示す等、事前の指導方法の確立、指示･報告系統の周知といった、

施工監理計画と実施体制の検討が望まれる。 
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初等・中等・市民教育省  公立学校施設・機材局  

Ministère de l’Enseignement Pré-Universitaire et de l’Education Civique, 

 Service National des Infrastructures et Equipements Scolaires 

 M.Abou Soumah, Directeur du SNIES スマ局長 

 M.Malel Mamadou Diallo, Directeur Adjoint du SNIES  ディアロ局次長 

 M.Sékou Kouyaté, Chargé du projet travaux du SINES  クヤテ施設課課長 

 

Le 18 mars, 2005 ○10:20 

＜挨拶＞ 

・ これまで15年にも及ぶ日本からの援助に、感謝の意を表する。日本からの援助に関しては、

ボリュームが大きいことだけでなく内容・結果に関しても非常に満足している。 

＜本件要請について＞ 

・ 2003 年 6 月に要請を出して以来、調査団の訪問を心待ちにしていた。 

・ 先日提出した要請対象校リストに基づいてコンサルタントに調査を進めてもらっているこ

とからわかってもらえるが、特にコナクリについては、これまでも協力対象としてもらっ

ていたが、まだまだ必要性があると考えている。 

＜今回の調査について日本側から説明＞ 

・ 今回の調査の目的以下の 4 点を中心に確認することと考えている。 

① 要請の背景（特に今回は中学校も対象になっていること） 

② ギ国として日本の協力に望むのは「質」か「量」か 

③ 要請対象の優先順位 

④ 他ドナーの協力状況 

・ 今回の結果を受けて、次段階（基本設計調査）への妥当性を確認することとしている。 

 

Le 21 mars, 2005 ○8 :30 

＜責任機関と実施機関について＞ 

・ 責任機関は初等・中等・市民教育省である。＊組織図の提出を受ける。 

・ 実施機関は同省公立学校施設・機材局（SNIES）である。 

・ 就学率などの統計データは同省内 統計・計画局（SSP）が取りまとめている。 

＜上位計画との整合性＞ 

・ 「万人のための教育計画フェーズ１(2002-2005)」に関しては、政策策定をしている機関

P.E.P.T にて確認する。 

＜本件要請の背景＞ 

・ 1984 年体制が変わり、当時の就学率 28%は西アフリカの中でも最低ランクであった。 

・ 政府は就学率の向上に努めたが、教室不足、過密状態、学校がない村、教育の重要度を親

が理解していないなど、多くの障害があった。 

・ 政府は①親に教育の重要性を啓蒙し②教室建設の(教室数を増やす)ための資金調達に重点

を置くことにした。 

・ 各ドナーの支援により教室数は増え、就学率は77%(2004年)にまで上昇することができた。 

・ しかし、依然として人口集中の激しい首都圏においては、教室不足、過密状態が続いてお

り、更なる教室建設が望まれている。 

・ また、小学生の増加とともに、次段階である中学校の過密度が深刻化してきている。 

・ 中学校の問題は今後、教育省全体で考えていかなければならないテーマとなっている。 
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＜中学校を要請に含める背景＞ 

・ 中学校の絶対数が少ないのが現状である。 

・ 標準目標数 40-45 人/教室に対して、80-100 人/教室で、所によっては 200 人/教室（登録者

数）の学校もあり、教育の質確保が困難な状況である。 

・ 地域によっては、10km 離れた学校へ通う生徒や、隣の県の学校へ通う生徒もいる。 

・ 特に首都圏の過密状態が、小学校同様に深刻で、コナクリ、コヤ、デュブレカ地域での教

室建設が望まれている。 

・ WB、アフリカ開発銀行、サウジアラビア、クウェートによる協力で中学校建設の計画はあ

るが、いずれも地方農村部中心であり、教室不足が深刻な首都圏において他の計画はない。 

・ 現段階では、教室数を確保することがより重要で、特段立派なものである必要はなく、普

通の教育が確保できるレベルのもので十分と考えている。 

＜要請の優先順位について＞ 

・ 要請は地方教育局からの要望に基づいてリスト化しているため、実際の必要性に即した要

請内容となっている。 

・ 要請リストに含める基準としては、建設スペースが確保できることを考えている。 

・ 更なる優先順位付けは、現段階では難しいため、今後の調査（基本設計調査など）におい

て、日本側と一緒に考えていきたいと考えている。 

・ デュブレカ、コヤは首都コナクリに近いこともあり、ベッドタウン的要素があるため、同 3

地域はひとつの集合体と考えられる。 

・ 基本的に、学校の存在しないところから優先的に建設をお願いしたい。 

＜建設施設について＞ 

・ これまでの施設に十分満足している。 

・ 高品質で耐久性があるため、今後も同様のものをお願いしたい。 

・ コナクリのように敷地に制限がある所は、高さと強度に関しても十分検討願いたい。 

・ サイトによっては、天然光だけでは暗いところもあり、できれば電気をつけてもらえると

尚よいと思う。 

＜教員の状況について＞ 

・ 生徒数の増加により、教員が不足している地域もある。 

・ 特に地方の生活を嫌がってか、地方における教員不足が深刻である。 

・ ギニア国政府では、教員を継続的に養成し、充足させる計画を策定し、実施している。 

   ：詳細は技術教育・職業訓練省および高等教育省 

＜本件要請に対する追加および確認事項について＞ 

・ 地域によっては給水状況が厳しいサイトもあるため、要請内容に井戸を追加したい。 

・ 今後の調査実施にかかるコンサルタントはどのように選ばれるのか。できれば、前回（コ

ナクリ市小学校建設計画）と異なるコンサルタントと仕事をしたいと思う。 

＜他ドナーの動向について＞ 

  ・教育セクターおよび学校施設建設に関しては、様々なドナーの協力を得て実施している。 

1)世界銀行 

・ 2004-2005 年に 1,500 教室の小学校教室建設を予定している。 

・ 基本的に地方農村部を対象に、地元の NGO と協力した活動である。 

・ 地元 NGO との協力のため、時間を要することが多く、まだ実施はされていない。 

2)EU 

・ ピタ県における小学校 73 校・219 教室の建設予定 

・ 基本設計：3 教室、教務等、トイレ、井戸、校長宿舎  
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3)KFW（ドイツ） 

・ 地方農村部において小学校 693 教室（2 期分け）の建設 

・ 当初は800教室の予定であったが、資機材価格の高騰およびインフレの影響により減修正した。 

・ 2 ヵ月後に完成の予定 

・ ソフト・ハード両面に関しての協力内容となっている。 

4)アフリカ開発銀行 

・ 地方農村部において中学校 20 校・80 教室、教員宿舎の建設 

・ 給水困難なサイトにおける井戸掘削 

・ ゲゲドゥ初等教員養成校の建設（ギニア政府からの要請中） 

5)イスラム開発銀行 

①ギニア北部地域における小学校 400 教室の建設予定 

2005 年 3 月現在、実施率約 60%、同機関加盟国の資金の問題により事業も滞っている。 

 ②2003 年 7 月調印：地方農村部における小学校 50 校 150 教室の建設と 150 教室の改築 

  標準設計として 1 校：3 教室、教務等、トイレ、校長住居、教員宿舎、浅井戸を設定 

  実施時期は決まっていない 

6)サウジアラビア 

 ・2004 年 3 月調印：地方における中学校 90 校・360 教室の建設 

 ・1 校あたり普通教室 4 教室、教員宿舎、浅井戸を標準として設定 

7)クウェート 

 ・地方において中学校 110 校・440 教室の建設 

 

Le 22 mars, 2005 ○8:30 

＜建設コストについて＞ 

・ コスト縮減のために、建設施設の質を下げることは考えていない。 

・ 1984 年以来、ギニアでは地震が観測されており、2001 年にコナクリでも地震があったため、

耐震の観点からも強度を確保した施設を望んでいる。 

・ 「日本の建設する教室は高い」と言われているが、建設時は比較的コスト高に思うが、維

持管理費の縮減が可能となり、長期的に見ると、とりわけコスト高とは思わない。 

＜日本の無償資金協力に対する認識について＞ 

・ 以下のように認識している。 

質：良い、 コスト：高い、 手続き：時間を要する、 工期：早い 

＜中学校における実験室の要望について＞ 

・ 今後の教育内容充実・理科系に注力することを考えると、中学校にはやはり実験室が必要

と考えている。 

・ 実験室の建設にあたっては、カリキュラム上の位置づけが必要性を判断する重要事項であ

ることを理解し、今後の教育政策に反映させていくことを考える意向である。 

・ 小学校におけるコンピュータ、中学校における実験室など、長い目で見て教育に必要な要

素と考えられるものはいくつもあるが、優先順位を見極めていく必要があることを認識し

ている。 
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Le 18 mars, 2005 

○10:20 初等・中等・市民教育省  公立学校施設・機材局  

Ministère de l’Enseignement Pré-Universitaire et de l’Education Civique,  

Service National des Infrastructures et Equipements Scolaires） 

 M.Abou Soumah, Directeur du SNIES スマ局長 

M.Sékou Kouyaté, Chargé du projet travaux du SINES  クヤテ施設課課長 

 

 ＊内容は別途「教育省協議録」に記載 

 

○11:00 国際協力省 対外協力局 

     Ministrère de la Coopération, Direction de la Coopération Internationale 

       M.Sékouba BANGOURA, Directeur バングラ局長 

    Mme. Hann Dienabou, Chef de Division Relations Bilatérales  アン二国間協力課長 

    Mme. Pauline Turpin, Chargée du Mission Japon    ポーリン対日本事業担当 

＜挨拶＞ 

・ これまでの協力に対して、感謝の意を表する。 

・ 日本との間で質の良い関係が続いていることに、非常に満足している。 

＜今回の要請について＞ 

・ ギ国では教育の重要性を深く認識しており、これまでも日本など各国の援助により学校建

設を行ってきたが、依然として深刻な教室不足が解消されていない現状である。 

・ 教育に関しては、初等、中等、高等へと一連の流れで進めたい意向はあるものの、実際は

どこも飽和状態で、学習の機会が拡大できていない状況で、中等教育にも力をいれていき

たいと考えている。 

・ 教育のアクセス拡大に伴い、教室とともに教員も不足してきていることから、教員養成に

関しても段階的に進めたいと考えている。 

・ 協力を依頼するにあたっては、他ドナーとの重複を避けるよう注意する。 

・ 必要に応じてカウンターパートを任命するので、その都度、要望を聞かせてもらいたい。 

・ 今回の要請サイトを実際に見てもらうことが重要と考える。時間の許す限りお願いしたい。 

・ 他ドナーとの重複を避けることは重要である。 

＜今回の調査目的について日本側から説明＞ 

・ 今回の調査においては、要請の内容と背景を確認のうえ基本設計調査の必要性・妥当性の

判断材料とする方針である。基本設計実施の有無や対象エリアの基準については日本国政

府により決定されるものであることを理解いただきたい。 

・ 併せて、これまでの無償施設のレビューと、ギ国政府の教育セクターにおける方針を確認

したいと考えている。 

・ 中等教育の重要性は理解しているが、EFA（万人のための教育）計画は基本的に初頭教育中

心であるので、それぞれの位置づけについてよく確認するつもりである。 

 

○16:00 カポロ小学校, コナクリ ラトマ地区  EP Kaporo, RATOMA Conakry 

      Mme.Aissatou Kanté, Directorice de l’ecole primaire de Kaporo アイーサ校長 

    M.Batt Oousmane, Chef service statistiques et planification, DCE Ratoma  

バット 地区教育局 統計計画課長 

    M.Mamadouba Keita, Directeur du centre de formation continue, DCE Ratoma 

                                         ママドゥ 地区教育局 継続教育課長 
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1.学校の現状 

① 生徒数:1,182 人、50-55 人/クラス 

② 授業 ：2 部制（朝・昼）、月‐木：終日、金：午前中のみ、土：状況により授業、日：休 

③ 15 教室を 18 クラスが利用している。 

④ 施設：1979 年 ギニア国政府により 2 棟・6 教室が建設された。 

1999 年 日本の無償資金協力（小学校建設計画）により 1 棟・3 教室が増設された。 

2004 年 日本の無償資金協力(コナクリ市小学校建設計画)により 1 棟・6 教室が増

設された。 

2.現在の問題 

・ 2004 年に建設された校舎にクラックが生じている。（瑕疵検査にて確認、補修対応予定） 

・ 電気がないため、カセットテープなどを利用する授業ができない。 

・ グランド、図書館、塀がほしいと考える。 

・ 1 年前から（地域全体に）水が出ていないため、井戸から水を汲んできて使用している。 

・ 地域の子供は増加し続けているが、教室数の問題から待機している子供もいる。 

3.父母会の活動について 

・ 活動内容：施設の修繕、清潔化活動など 

・ 資金  ：会費によるものであり、料金徴収も何とか問題なくされている。 

・ 維持管理、運営に関しては、会合を開いて話し合いで決められる。 

4.校長先生の見解 

・ 現在の状況（50 人/教室）は過密というわけではない。 

・ 日本の援助で作った学校ができたことで生徒は増加している。 

・ 留年率・卒業率はそれぞれ、それほど高くはない。 

・ 7 年生（中学校）の入学試験に、昨年（2003 年）実績は 106/150 人が入学許可された。 

・ 卒業後の進路についても考える必要があるとは思うが、子供の人数を考慮に入れると小学

校をもっと増やすべきと考える。 

 

○17:30 ベルヴュー小学校, コナクリ ディクシン地区 EP Bell-Vue Marche, Dixinn Conakry 

   M.Mamadou Camara, Directeur Adjoint  ママドゥ教頭 

   M.Thomas Bomboh Bangoura, Délégation Scolaire de l’Enseignement Elementaire,  

DCE Dixinn  トーマス 地区教育局小学校教師代表 

 1.学校の現状 

①生徒数:783 人、48 人/クラス 

②授業 ：2 部制（朝・昼） ＊夜間は大人向け識字教室として利用している。 

③17 教室を 16 クラスが利用している。 

④施設：1985 年 ギニア国政府により 2 棟・8 教室が建設された。 

2004 年  日本の無償資金協力(コナクリ市小学校建設計画)により 1 棟・9 教室が増設

された。 

⑤ 教職員：校長、教頭、教師 19 名、事務職員 4 名 
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Le 19 mars, 2005 

○10:00 キペ小学校, コナクリ ラトマ地区 EP Kipé Ⅰ, RATOMA Conakry 

   Mme. Fatoumata Diakité, Directrice de Ecole Primarie Kipé Ⅰ ファトゥマタ校長 

   Mme. Katty Catherine, Directrice Adjointe de EP Kipé Ⅰ   カティ教頭 

 1.学校の現状 

① 生徒数:530 人、50-60 人/クラス 

② 授業 ：2 部制（朝 8:00-13:00・昼 13:30-18:00） 

③ 6 教室を 12 クラスが利用している。 

④ 施設：1932 年 ギニア国政府により 1 棟・3 教室が建設された。 

1937 年 ギニア国政府により 1 棟・3 教室が増設された。 

 ⑤ 教職員：校長、教頭、教員 14 名（2 名は産休中）、事務職員 1 名 

2.現在の問題 

・ 教室不足、家具不足のため 2 部制を余儀なくされている。 

・ 毎年募集はしているが、現状では生徒の増員はできない状態である。 

3.父母会の活動について 

・ 活動内容：施設の修繕など 

・ 資金  ：会費制、2,000GF/年、ここから修繕費、電気代などが支払われている。 

・ 1 回/月のペースで会合を持ち、問題などについて話し合いを持つ。 

・ 1 回/年大きな会合を持ち、年度ごとの問題などについて話し合う。 

4.校長先生の見解 

・ 会議室や図書室は必要だと思うが、それよりは教室優先と考える。 

・ 地域の母校として、発展させたい。 

 

○11:00 キペ中学校, コナクリ ラトマ地区  Collège Kipe, RATOMA Conakry 

   Mme. Kadiatou Sylla, Directorice des Etudes  カディアトゥ教務課長 

   M. Simty Kaly Bah, Surveillant Général シムティ生徒監督 

1.学校の現状 

① 生徒数:4,000 人、100 人/クラス 

通学対象エリア 6 小学校からの生徒を受け入れている。 

② 授業 ：2 部制（朝 8:00-14:00・昼 14:00-18:00）月-木：終日、金-土：午前中、日：休 

③ 12 教室を 40 クラスが利用している。（10 クラス/学年） 

④ 施設：・1979 年 ギニア国政府により 2 棟・12 教室が建設された。 

・普通教室の他に、図書室、コンピュータ室がある。 

（PC20 台が個人から寄贈される予定） 

 ⑤ 教職員：校長、教頭、教務課長（男女各 1 名）、カウンセラー、生徒監督 1 名、教員 87 名 

2.現在の問題 

・ 極度の教室不足が深刻である。 

・ トイレはあるが、浄化槽の不備と水不足により使用できない状態である。 

・ 教科書が不足していて、5 人に 1 冊しか行きわたらない。 

3.父母会の活動について 

・活動はあまり活発ではない。（家庭の事情などにより参加できない父母がいるため） 
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○13:00 コロマ中学校, コナクリ ラトマ地区  Collège Koloma, RATOMA Conakry 

   Mme. Mariame Dioubaté, Dirictrice des Etudes  マリアマ教務課長 

      M.Yaya Diallo, Couseillers à l’orientation  ヤヤ 相談役 

      M.Robert Koly Guilavogui, Surveillant Général ロバート生徒監督 

      M.Baba Kaba, Seuveillant Général Adjoints   ババ生徒監督助手 

      M.Abdourahim Bah, Secretaire          アブドゥラヒム秘書役 

1.学校の現状 

① 生徒数:4,000 人、200 人/クラス 

通学対象エリア 8 小学校からの生徒を受け入れている。 

② 授業 ：2 部制、月-木：朝 8:00-14:00・昼 14:00-18:00、金-土：8:00-16:00、日：休 

③ 8 教室を 22 クラスが利用している。 

④ 施設：・1993 年 ギニア国政府により 2 棟・6 教室が建設された。 

      2000 年 父母会により 1 棟・2 教室が建設された。 

・普通教室のみ 

 ⑤ 教職員：校長、教務課長、カウンセラー3 名、生徒監督、生徒監督助手 2 名、秘書役 

教員 68 名 

2.現在の問題 

・ 極度の教室不足が深刻である。 

・ 現在のトイレは全員が利用しているが、教職員用と生徒用に分けたい。 

・ 教材などを保管するための倉庫のようなスペースがほしい。 

・ 水も電気もない。 

・ 教科書が不足していて 5 人に 1 冊である。 

3.父母会の活動について 

・ 1999-2000 年 2 つの教室建設を行った。 

・ 建設にあたっては、建設会社などを利用せずに自力で建設した。（資金的問題のため） 

・ 資金は各家庭からの持ち寄りによるもの。 

 

○15:00 ダボンパ中学校(候補地), コナクリ マトト地区 Collège Dabompa, MATOTO Conakry 

 ＜要請敷地の確認＞ 

・ 敷地には塀があるため、建設までの撤去が原則となる。 

・ また、雑草、樹木、勾配があるため、整地には費用と時間が要すると考えられる。 

・ 32 教室の建設に十分な大きさは確保されていると見受けられる。 

 

○16:00 シテドレール小学校, コナクリ マトト地区 EP Cité de l’Air, MATOTO Conakry 

   Mme.N’Nady Julienne Keita, Enseigenent 3em A1 ンナディ教師 

      M.Lanciné Condé, Enseigenant 6em A2        ランシネ教師 

      M.Oumar Cissé, Enseigenent 5em A1        オマール教師 

1.学校の現状 

① 生徒数:2,200-2,300 人、130 人/クラス（平均） 

② 授業 ：2 部制（朝 8:00-13:00・昼 13:30-18:30） 

③ 14 教室を 17 クラスが利用している。 

④ 施設：1976 年 ギニア国政府により 2 棟・9 教室が建設された。 

      2004 年 ギニア国政府により 1 棟・5 教室が改修された。 

⑤ 教職員：教員 30 名 
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Le 21 mars, 2005 

○11:00 世界銀行 La Bank Mondial/World Bank 

     M.Mamadou Dian DIALLO, Education Specialist, Africa Technical Development 

         ママドゥ 教育専門家 

＜「万人のための教育計画（EFA）」について＞ 

・ 目的  ：①教育のアクセス拡大 ②質の向上 ③地方分権化 

・ 実施機関：①初等・中等・市民教育省 ②技術教育・職業訓練省 ③高等教育省 

・ 多数のパートナー 例）WB、JICA、EU、フランスなど 

・ 小学校建設に関わっているドナー： 

フランス、ドイツ（KFW）、イスラム開発銀行、アフリカ開発銀行、EU、OPEC、ユニセフ、

USAID、その他国際 NGO など 

・ 全ドナーとも小学校が中心で、中学校に関しての協力はあまりない状況である。 

・ 1 回/月のペースでドナー会議にて情報交換をしており、援助の重複はない。 

＜WB の協力＞ 

・ 小学校 1,500 教室を農村部中心に建設：就学率 77%（2004 年）に貢献 

・ コナクリ市に中学校 8 校の建設 

・ 教員養成校 6 校（マムー県・ゲゲドゥ県以外）の建設 

：2,000 人/年の小学校教員養成計画に貢献 

・ 教科書および図書館への本の供与 

・ 学校運営におけるインフラ支援：統計データ収集にかかる援助 

・ 予算 80 百万 US＄：小学校、教員養成校などの建設、教員の給与補填、教科書の供与など 

＜今後の方向性＞ 

・ 「万人のための教育計画」フェーズ１(2001-2005)は 2005 年 12 月 31 日に終了予定であっ

たが、同計画に対する WB の予算執行状況は 40%でしかないため、協力を 2 年延長する予定。 

・ 就学率の上昇により「アクセス拡大」目標はある程度進みつつあるが、今後は「質の向上」

に焦点をあてた活動も必要と考えている。（例：教科書、教員養成、マネジメントなど） 

・ 小学校の教室充実とともに、次段階の中学校におけるスペース不足が深刻になっている。

その後の高等教育につなげるためにも、中等教育の重要性を強く感じている。 

・ EFA における中学校に関する数値目標は現在調査中で、2,3 ヵ月後に完成予定の報告書

（「RESEN」という名称）に掲載される予定である。 

 

 

○15:00 P.E.P.T（Programme Education pour Tous）万人のための教育プログラム 

  Dr. Aboubacar Sidiki YATTARA, Coordonnateur National ヤッタラ コーディネーター 

  Dr. Thierns Ibrahima DIALLO, Coordonnateur Adjoint    ディアロ 副コーディネーター 

＜本機関の役割＞ 

・ 教育省にて実施される、教育政策策定にかかる 

・ 国家政策を実施する段階におけるコーディネーション業務 

・ 3 つの省（初等・中等・市民教育省、技術教育・職業訓練省、高等教育賞）のコーディネー

ション業務 

・ 各ドナーとの窓口としての役割 
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＜これまでの社会情勢と教育セクターにおける変化＞ 

・ 1984 年を境に社会が変化した。（以前：社会主義体制 以降：自由主義体制） 

・ 1989 年以来 教育セクターにおける日本の協力はギ国にとって重要なものである。 

・ 2002 年 4 月 ダカール宣言において、「万人のための教育計画（EFA）」の政策を提出した。 

・ 同年 9 月にはニューヨーク宣言、10 月にはガボンでのアフリカ各国の教育戦略会議におい

ても同様に政策目標を策定した。 

＜「万人のための教育計画（EFA）」政策について＞ 

・ 貧困対策のプログラムとして進めている国家計画のひとつである。 

・ ①アクセス拡大 ②質の向上 ③地方分権 の 3 つを柱に進めている。 

・ 各ドナーによる学校建設の功績により、初等教育の就学率 28%（1984 年）から 77%(2004 年)

まで上昇した。 

・ 小学校の入学登録率は84%になったが、卒業率は48%で、依然として内部効率に課題がある。 

・ 有資格教員や教材の確保などを通じて、教育の質を上げることにも力を入れている。 

・ 目下の目標は、2015 年までに就学(卒業)率を 100%にすることである。 

・ フェーズ１では初等教育を中心とした政策であったが、フェーズ２（2007 年以降）では、

改善された初等教育の水準を維持するとともに、中等教育にも力を入れていく方針で、必

要に応じて戦略を変えることも必要だと考えている。 

＜今後の課題＞ 

・ まさに今、中学校の教室過密という大きな問題に直面している。 

・ 各ドナーの協力による施設建設は、小学校が中心であったため、中学校は依然として教室

不足が深刻である。 

・ 小学校の就学率上昇に伴い、中学校入学希望者も増加している中で、今後より深刻になる

と予測される。 

＜教員の確保について＞ 

・ EFA 計画策定(2001 年)以来、毎年 2,000 人/年の教員を確保すべく進めており、2004 年末ま

でに新教員6,000人を育て、2005年末には2,000人が教員養成校を卒業する見込みである。 

・ 教員養成校（ENI）は国内に 6 校あり、内 5 校において教員を養成している。 

（全土で計 8 校の計画、2 校は未建設・1 校は改修中） 

・ 1996-2004 年の間は、契約職員としての教員がほとんどであった。 

・ 2005 年 1 月 大統領令により契約職員が公務員となり、それに合わせて公務員の給与が一

律 20,000GF/年上乗せされた。（例：120,000GF/月の人→140,000GF/月） 

・ 地方での教員確保が大きな課題である。地方における生活水準維持のための措置（例えば

教員宿舎の確保など）が必要となってきている。（今後 EU、Adf の協力では宿舎も併せて建

設してもらうことになっている。） 

＜マムー教員養成校について＞ 

・ 国家計画に沿った要請である。 

・ 教員養成については地元（働く地域）で養成するのが良いと考えている。 

・ ファラナ、ゲキエド、ボケイ、ドゥブレカといった他県では WB の協力で建設をしているが、

マムー県には他ドナーによる計画はもちろんなく、これに関して日本へ要請した。 

＜予算について＞ 

・ 国家予算の約 80%が開発分野に投入されている。 

・ 教育セクター予算は、ここ数年、国家予算に対し約 20%が確保されている。 

・ 教育セクター予算のうち、初等教育には 46%(2004 年実績)が投入されている。 
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＜日本の無償資金協力による施設建設について＞ 

・ ギ国において、日本の協力は重要な位置づけと考えている。 

・ これまで建設した施設に関しては、非常に質が高く、また様式、見栄えにおいても良好な

ものであることに、非常に満足しているとともに、感謝の意を表したい。 

・ 質が高いことによるコスト高は、当然のことだと考えている。質の高いものは維持管理費

などの削減にもつながり、長い目で見るとむしろ効率的と言えると考えている。 

・ ソフトコンポーネントにおいて、維持管理の方法を啓蒙するなどの方法も相乗効果を生ん

でいる。 

・ 各ドナーにはそれぞれのやり方があるので、今後も日本のやり方で援助をしてもらえると

大変有難いことである。 

・ 日本の協力は、調査において現地に足を運び、また直接対話において計画策定をしてくれ

ることには、本当に感謝している。 

 

 

Le 22 mars, 2005 

○11:00 デュブレカ県教育局 D.P.E.(Direction Préfectoral de l’Education) de Duburéka   

  M.Naby Moussa Soumah, Directeur de Préfectoral del’Education de Dubréka スマ局長 

  M.Alpha Ibrahima Bah, Chef de Section Enseignment Secondaire Professional 

バァ中等教育部長 

  M.Ibrahima Sony Bangoura, Chef de Section Enseignment Elementaire  

バングラ初等教育部長 

    M.Thierno Amadou Fenguéléma Diallo, Chef de Section Statistique Plannification 

Development des Ecoles ディアロ統計計画開発部長 

    Mme.Bountouraby Touré, Adjoint de Section Statistique Plannification Development des  

Ecoles トゥーレ統計計画開発部次長 

    M.Mamadou Camara, Animateur Pedagogiqu Section Enseignment Elemantaire  

カマラ初等教育部指導係 

  M.Elh.Momo 2 Camara, Maire de la Commune de Duburéka       カマラ市長 

  M.Elh.Harmidou Buldé, Secretaire General de la Commune      ブルベ次長 

＜DPE の組織について＞ 

・ ギニア政府の政策を県レベルで適用させるための、地元のコーディネーター的役割を担う。 

・ 10 の部からなる。①初等教育 ②中等・職業・技術教育 ③識字教育 ④統計系核開発 

 ⑤スポーツ活動 ⑥私立学校 ⑦教員養成セクター ⑧予算管理 ⑨市民教育 ⑩人事 

＜デュブレカ県の小中学校の現状＞ 

・ 県全体に小学校 117 校、中学校 1 校 

・ 内コミュンの小学校 15 校・116 教室、生徒 5594 名、131 クラス、教師数 137 名 

・ 中学校 計 29 教室、生徒 2,590 名、高校と併設の学校もある。 

・ 15 のカルティエのうち、学校のまったくないカルティエが 5 つある。 

・ バディ郡には 1,000 人の児童がいるが、学校がない。 

・ 毎日 10 ㎞の距離を通学している児童もいる。 

・ 36km 離れたところ(コヤ県)から通っている生徒もいる。 

＜他ドナーの協力状況＞ 

・ KFW（ドイツ）：コミュンでなく農村部において、小学校教室建設をした。(終了済み) 

・ ユニセフ：幼稚園 3 教室を建設中。3 ヵ月後(6 月)完成予定。 



ギニア国「首都圏周辺地域小中学校建設計画」予備調査 面会者議事録 

資料－32 

＜要請にかかる確認＞ 

・ 要請サイトへの計画は日本だけであり、重複はない。 

・ 教員の配置計画もたっており、給料に関しても予算措置の準備ができている。 

・ 建設予定地(新設)の敷地は確保済みである。 

 

 

○15 :00 コヤ県教育局 D.P.E. de Coyah  

  Mme.Barry Aissatou Sow, Directrice de Préfectoral del’Education de Coyah ソウ局長 

  M.Elie Telliono, Chef de Section Statistique et Plannification テリオノ統計計画部長 

    M.Mamadou Sawba BAH, Assistant de Section Statistique et Plannification 

バァ統計計画アシスタント 

    M.Sékou Camara, Maire de la Commune de Coyah カマラ市長 

＜コヤ県における小中学校の現状について＞ 

・ 小学校 124 校（内 公立 56 校、私立 68 校、コミュン内は 9 校）・713 教室、生徒 29,825 名

（内 女生徒 13,049 名）、教師 719 名（内 女性教師 204 名） 

・ 中学校は 11 校（内 公立 5 校、私立 6 校）・150 教室、生徒 6,494 名（内 女生徒 1,994 名）、

教師 388 名（内 女性教師 18 名） 

・ 公立の学校がいっぱいのため、私立に行かざるを得ない生徒がたくさんいるが、私立は家

庭の負担が大きく、そのせいで教育の機会を逃す人もいる。 

・ デュブレカの中学校まで通っている生徒もいる。 

・ 登録できないほどはいないが、遠距離通学が問題で、通学が大変なためドロップアウトす

るケースもある。 

・ 圧倒的な施設不足で、1 教室あたりの生徒数は多く、過密状態である。 

・ 教員の質については問題ないが、教員数が不足の傾向がある。 

 

 

 

Le 23 mars, 2005 

○8 :30 初等・中等・市民教育省 統計・計画局 MEPU-EC, Section Statistique Plannification   

    M.Bakary Diawara, Directeur du SSP  ディアワラ局長 

  M.Saïd Kandé, Chargé d’Etudes Investissement Carte Scolaire  カンデ教育研究担当 

＜過去の無償資金協力による施設について＞ 

・ 建物が強固で、維持管理も比較的容易にできるため、長期間の使用が可能であることに満

足している。 

・ 数年単位で見ると確かに建設費は高価に思えるが、10 年単位で見るとより効率の良い建物

だと思う。 

＜本調査に関して＞ 

・ 必要と思われる統計データなどは全て提出している。追加で必要なものがあれば、いつで

も準備をするので要請してほしい。 

・ この調査以降、すばやく計画が実施されることを願う。 
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○11 :00, 14 :30  技術教育・職業訓練省  

Minister d’Enseignment Technique Formation Professional 

    M.Ibrahima Souma, Ministere ET-FP           スマ技術教育・職業訓練大臣 

  M.Ibrahima Sankhon, Chef de Cabinet MET-FP サンコン官房長 

    M.Alkaly Mohamed Cherif, Attache de Cabinet シェリフ官房 

    M.Baba Diane, Chef Division Formation Initiale ディアン初期教育課長 

＜挨拶＞ 

・ 今回の訪問にあたり歓迎の意を表す。 

・ マムー教員養成校建設にかかる要請は、ギニア国政府として計画実施している、教育セク

ター全体計画の中で重要な位置づけのため、すぐにでも実施をお願いしたいものである。 

＜教育セクターにおける全体計画＞ 

・ 小中学校建設と教員養成校の整備は密接な関係がある。 

・ 「万人のための教育計画」において、関係 3 省（初等・中等・市民教育省、技術教育・職

業訓練省、高等教育省）それぞれがアクションプランを策定し、同じ目標に向けて進んで

いる。 

・ 技術教育・職業訓練省においては、2,000 人/年のペースで 2006 年までに計 7,000 人を養成

する計画である。 

・ 今後の継続的な教員養成にあたっては、教員養成校の整備が欠かせない事項と考える。 

＜教員養成校の整備について＞ 

・ 小学校生徒数1,000,000名以上いる中で、教室数25,000、教師は18,000人しかいないため、

不足している 7,000 人を養成するべく計画を立てている。 

・ 現在 ENI は 5 校が機能しているが（WB によって整備）2,000 人/年の教員養成計画において、

人数と質の両方を確保することが難しくなっているため、更なる ENI の整備が望まれてい

る。 

・ 教員養成校（Ecole Normal Institute :ENI）はギニア国全土において整備しているが、マ

ムー県とゲゲドゥ県にはまだ施設がないため、この度マムー県に関して日本政府へ要請を

出した。（ゲゲドゥ県はアフリカ開発銀行へ要請している。） 

・ 教員が地方農村部へ赴任したがらない状況から判断しても、教員は地域に根ざした状況で

の養成が最良と考えるため、各地域に ENI が必要となる。 

・ ENI の施設は、教師となるべく人を育てる場であることから、きちんとした機関において設

備も整った状態で、頻繁に利用される素養があることが重要と考える。 

＜教員養成システムについて＞ 

・ 1998 年に制度を整備した。2 年制。 

・ ENI において 1 年目に理論（9 ヶ月間）、2 年目に実習（9 ヶ月間）を学ぶ。その後、学校へ

配属され、実践を通じて現場の状況を学ぶ。責任を持ってマネジメントすることも同時に

学ぶ。小学校の休暇機関を利用し、再び ENI において（3 ヶ月間）学習する。計 21 時間の

学習カリキュラムである。 

・ ENI では標準的な設備・機材状況において、全土の ENI で一律なレベルの教育ができる。 

・ 標準設備として、実習用の付属小学校と学生寮(男・女)がある。 

＜教員養成校の運営体制について＞ 

・ 体制は 2 パターンある。①省から直属で幹部が養成されるもの②教育関連 3 省の地域監督

機能を持たせるもの 

・ ENI の教員確保、給料についてはすでに計画されており、予算措置も準備が整っている。 

＊ なお、マムー県の建設計画用地はすでに確保済みである。 
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在ギニア日本国大使館 

 富田 嘉孝 特命全権大使 

 藤川 雅大 書記官（経済協力担当） 

 

＜これまでの協力について＞ 

・ ソフトコンポーネントを導入した成果が出ていると思われる。今後のプロジェクトにおい

てもこの実績を参考にしてもらいたい。 

・ 米の普及で女性の負担が減り、学校へ行く時間ができた。教室不足の際には、男子優先に

なりがちであるが、教室建設のおかげで女子が学校へ通えるようになったと、ギニア側か

ら感謝されている。 

・ 今後、補修に関する要望が出てくると考えられるが、草の根で対応するなど、検討する必

要がある。 

＜本プロジェクトの検討にあたって＞ 

・ 協力範囲を広げる観点から、これまでの協力対象であった学校との重複は避けて本計画を

進めていくのが良いのではないか。 

・ 給水に関する要望が追加されたが、その点は先方の自助努力を促したい。 

・ 協力対象校の選定と給水に係る協力については、基本設計調査を実施するにあたって充分

に検討してもらいたい。 

・ 日本の協力で建設した学校サイトを訪れる際、見つけにくいことが多い。日本の協力を PR

する観点からも、銘版などの大きさや設置位置などについて検討してもらいたい。 



県 地区
小中
の別

学校名
要請教
室数

要請建
設形態

過去の
無償協力

年度 CP1 CP2 CE1 CE2 CM1 CM2 （CP1-CM2）計
既存教室

数
児童数/

教室
教員数

2部・複式
の別

（2003/04

リクルート
状況

(2003/04)
Madina Cité 2003/04 128 146 78 109 90 40 591 16 37 19

8 増設 2002/03 150 150 134 109 94 42 679 16 43 19 毎年
2001/02 179 162 148 134 97 52 772 16 49 19
2000/01 191 150 175 87 114 56 773 16 49 19

Coleah Cité 2003/04 30 280 250 230 206 103 1099 14 79 25
8 増設 2002/03 120 265 214 249 158 128 1134 14 81 25 毎年

2001/02 108 208 303 238 148 163 1168 14 84 27
2000/01 14

Mayoré 2003/04 32 28 28 41 20 50 199 6 34 12
8 増設 2002/03 36 35 40 30 44 31 216 6 36 10 毎年

2001/02 41 51 47 60 35 24 258 6 43 9
2000/01 55 59 59 51 39 42 305 6 51 9

EP Kobaya 2003/04 144 140 132 89 86 79 670 7 96 15
12 増設 2002/03 154 120 110 91 55 87 617 7 89 15 2部 毎年

2001/02 101 90 105 66 75 106 543 7 78 12
2000/01 70 80 105 61 59 104 479 7 69 8

Sonfonia Village 2003/04 47 48 58 49 54 45 301 7 43 11
12 増設 2002/03 29 30 54 45 43 41 242 7 35 11 2部 毎年

2001/02 40 29 35 41 42 17 204 7 30 9
2000/01 41 25 43 32 47 17 205 7 30 8

EP Yattaya 2003/04 84 79 151 106 93 83 596 6 99
増設 ○ 2002/03 82 93 54 85 92 90 496 6 83

H11 2001/02 105 73 95 92 69 51 485 6 81
2000/01 146 59 77 82 44 190 6 32

EP Dar-Es- Salam 2003/04 155 141 114 109 137 154 810 14 58 26
12 増設 ○ 2002/03 95 111 67 100 94 123 590 8 74 19 2部 毎年

H14 2001/02 80 69 55 92 123 112 531 8 67 19
2000/01 75 69 76 96 111 113 540 8 68 19

EP Kwamé Krumah 2003/04 100 139 190 187 166 159 941 11 86 27
12 増設 ○ 2002/03 150 139 190 187 166 149 981 11 90 28 2部 毎年

H14 2001/02 193 203 251 122 205 172 1146 11 105 23
2000/01 185 199 279 240 213 173 1289 11 118 26

EP Simbayah Gare 2003/04 424 456 434 383 1697 7 242
12 増設 2002/03 406 398 359 329 1492 7 213

2001/02 398 382 356 312 1448 7 207
2000/01 350 370 365 262 1347 5 269

EP Kipé 2003/04 62 74 114 65 84 101 500 6 84 13
12 増設 2002/03 80 98 101 88 89 76 532 6 89 13 2部 毎年

2001/02 86 109 114 74 67 96 546 6 91 13
2000/01 72 88 94 92 71 91 508 6 85 12

EP kaporo 2003/04 150 208 184 164 170 188 1068 15 72 29
12 増設 ○ 2002/03 178 164 144 139 141 162 928 9 104 28 2部 毎年

H11,14 2001/02 99 84 165 109 108 90 655 9 73 28
2000/01 86 95 128 103 114 104 630 9 70 20

Yattayah Plateau 12 新設
Collège Ratoma 2003/04 1139 875 619 516 0 0 3149 17 186 93

14 増設 2002/03 1005 850 776 485 0 0 3116 17 184 88 2部 毎年
2001/02 813 660 536 362 0 0 2371 17 140 72
2000/01 1006 681 479 331 0 0 2497 17 147 71

Collège Koloma 2003/04 3160 8 395 58
14 増設 2002/03 2870 8 359 57 2部 毎年

2001/02 2766 8 346 42
2000/01 1382 8 173 40

Bemba Bangoura 14 新設
EP Gbessia Cité2 2003/04 110 182 217 242 220 205 1176 18 66 36

12 建替 ○ 2002/03 120 171 219 255 270 309 1344 10 135 35 2部 毎年
H14 2001/02 161 210 263 205 182 208 1229 10 123 22

2000/01 198 215 210 184 202 273 1282 10 129 23
EP Dabondy 3 2003/04 50 50 52 35 35 40 262 3 88 6

12 建替 2002/03 50 43 59 40 49 60 301 3 101 6 2部 毎年
2001/02 60 50 66 65 52 60 353 3 118 6
2000/01 63 35 42 55 60 31 286 3 96 6

EP Lansanayah 2003/04 174 203 261 193 165 84 1080 6 180 35
6 増設 2002/03 160 175 244 138 112 66 895 6 150 29 2部 毎年

2001/02 174 174 315 140 101 71 975 6 163 27
2000/01 175 179 220 139 185 95 993 6 166 22

EP Cité de l'air 2003/04 170 202 120 196 225 178 1091 14 78 42
6 増設 2002/03 130 148 166 203 206 162 1015 14 73 41 2部 毎年

2001/02 183 159 258 200 142 166 1108 14 80 34
2000/01 150 121 177 169 133 200 950 14 68 28

EP Kissosso 2003/04 100 118 86 97 89 47 537 4 134
6 増設 2002/03 117 101 88 87 97 490 4 122

2001/02 85 108 125 104 55 477 3 129
2000/01 111 128 106 95 72 512 3 170

EP behanzin 2003/04 82 92 95 122 96 90 577 9 65 23
6 増設 2002/03 133 92 95 70 107 120 617 9 69 23 2部 毎年

2001/02 138 112 160 112 120 132 774 7 111 18
2000/01 111 96 139 129 115 128 718 7 103 17

Kissosso(Secteur Nord) 12 新設
Sangoyah Marché 12 新設
Matoto(Khabitaya) 12 新設
Yimbayah Port(Secteur Faban 12 新設
Gbessia　Port　2 12 新設
Dabompa 32 新設
Yimbayah Port 14 新設
Kagbélen plateau 12 新設
Ansoumaniah 2003/04 38 26 10 74 3 25 2

12 増設 2002/03 15 30 18 63 2 32 2 2年ごと
2001/02 39 39 2 20 1
2000/01 50 50 2 25 1

Toumaniah 12 新設
Koliansira 12 新設
Bailobayah 12 新設
Keitayah 12 新設
Kagbélen plateau 14 新設

Coyah Centre 2003/04
9 増設 2002/03

2001/02
2000/01

Kountia 2003/04 129 124 122 120 119 118 732 6 122 15
9 増設 ○ 2002/03 111 111 109 110 110 105 656 6 110 14 複式 毎年

H2 2001/02 72 66 61 62 59 58 378 6 63 8
2000/01 62 49 39 37 41 21 249 6 42 8

Sanoyah 2003/04 129 242 308 405 265 348 1697 15 114 33
30 増設 ○ 2002/03 161 258 366 268 253 547 1853 15 124 30 複式 毎年

H2 2001/02 150 217 250 170 207 122 1116 15 75 30
2000/01 190 209 242 224 112 135 1112 15 75 25

Kénkétén 9 新設
Somayah Plateau 9 新設
Doumbouyah 6 新設
Fassiah 14 新設

注1：「複式」は「複式授業」、「2部」は「2部制授業」を示す。

注2：空欄は、学校よりの回答なし
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資料A.2

県 地区
小中
の別

学校名
要請教
室数

要請建設
形態

既存校舎
建設年度

既存校舎
建設主体

既存便所
数

(2003/04)

水源の
有無

年度 収入
（FGN）

支出
（FGN）

主な支出項目 授業以外での教室の使用状況

Madina Cité 12 2003/04
8 増設 1961 A F 2002/03 2000年より、PTAと学校との関係悪化、

2001/02 双方による協調関係は不良
2000/01

Coleah Cité 2003/04 500,000 500,000 教育機材購入
8 増設 1951 A F 2002/03 500,000 500,000 教育機材購入ほか 維持管理委員会開催

1962 B 2001/02 PTA委員会
2000/01

Mayoré 8 2003/04 250,000 50,000
8 増設 1985 B F 2002/03 PTA委員会、女児就学率向上委員会

2001/02 500,000 500,000 塗装、改修
2000/01 300,000 300,000 教育機材購入

EP Kobaya 10 2003/04 850,000 850,000 不明
12 増設 / A なし 2002/03 812,000 812,000 教育機材購入 PTA委員会

/ B 0.1km 2001/02
2000/01

Sonfonia Village 2 2003/04
12 増設 1959 A なし 2002/03 PTA委員会

0.5km 2001/02
2000/01

EP Yattaya 9 2003/04
増設 なし 2002/03

0.5km 2001/02
2000/01

EP Dar-Es- Salam 6 2003/04
12 増設 1981 B なし 2002/03 PTA委員会

0.5km 2001/02
2000/01

EP Kwamé Krumah 3 2003/04 1,136,000 1,100,000 教育機材購入ほか
12 増設 1981 A F 2002/03 1,030,000 1,000,000 教育教材購入ほか PTA委員会

2001/02 1,800,000 850,000 教育機材購入ほか
2000/01 1,456,300 1,456,300 運営費、施設改修

EP Simbayah Gare 2 2003/04
12 増設 1961 B 2 なし 2002/03

0 0.5km 2001/02
0 2000/01

EP Kipé 2 2003/04 500,000 500,000 施設改修、教育機材購入
12 増設 1932 A 2 F 2002/03 532,000 532,000 施設改修、教育機材購入 PTA委員会

1965 A 2 2001/02
2 2000/01

EP kaporo 18 2003/04
12 増設 1979 C 12 なし 2002/03 3,480,000 3,480,000 施設改修 PTA委員会

12 0.5km 2001/02 2,455,000 2,455,000 施設改修
12 2000/01 1,315,000 1,315,000 施設改修、その他

Yattayah Plateau 12 新設
Collège Ratoma 19 2003/04 2,625,000 2,507,000 運営費、施設改修

14 増設 1957 C 19 F 2002/03 1,215,000 1,177,000 運営費、施設改修 PTA委員会
19 故障 2001/02
19 2000/01

Collège Koloma 3 2003/04
14 増設 1992 B 3 F 2002/03 村落集会、PTA委員会

1999 B 3 2001/02
3 2000/01

Bemba Bangoura 14 新設
EP Gbessia Cité2 11 2003/04 2,000,000 2,000,000 教育機材購入、その他

12 建替 1979 B F 2002/03 1,600,000 1,600,000 教育機材購入、その他 PTA委員会
2001/02 1,600,000 1,600,000 教育機材購入、その他
2000/01 1,550,000 1,550,000 教育機材購入、その他

EP Dabondy 3 3 2003/04 510,000 490,000 運営費、教育機材購入
12 建替 1990 A なし 2002/03 352,800 297,350 運営費、教育機材購入 PTA委員会

0.1km 2001/02 218,750 208,750 運営費、教育機材購入
2000/01

EP Lansanayah 7 2003/04
6 増設 1996 A F 2002/03 施設改修委員会、PTA委員会

2001/02
2000/01

EP Cité de l'air 10 2003/04 4,110,000 3,840,000 教育機材購入、その他
6 増設 B F 2002/03 1,415,000 1,200,000 施設改修、教育機材購入、その他 村落集会、PTA委員会、施設管理委員会

B 2001/02 1,132,000 1,100,000 施設改修、教育機材購入、その他
2000/01 900,000 840,000 教育機材購入、その他

EP Kissosso 2 2003/04
6 増設 F 2002/03

2001/02
2000/01

EP behanzin 8 2003/04
6 増設 1978 B F 2002/03 地区集会、PTA委員会、施設管理委員会

2003 A P 2001/02
2000/01

Kissosso(Secteur Nord) 12 新設
Sangoyah Marché 12 新設
Matoto(Khabitaya) 12 新設
Yimbayah Port(Secteur Faban) 12 新設
Gbessia　Port　2 12 新設
Dabompa 32 新設
Yimbayah Port 14 新設
Kagbélen plateau 12 新設
Ansoumaniah 0 2003/04

12 増設 B なし 2002/03
1km 2001/02

2000/01
Toumaniah 12 新設
Koliansira 12 新設
Bailobayah 12 新設
Keitayah 12 新設
Kagbélen plateau 14 新設

Coyah Centre 2003/04
9 増設 2002/03

2001/02
2000/01

Kounita 4 2003/04 635,750 635,000 教育機材購入
9 増設 1972 B なし 2002/03 550,845 550,756 教育機材購入 PTA委員会

0.6km 2001/02
2000/01

Sanoyah 4 2003/04 995,600 995,600 教育機材購入
30 増設 1960 B F 2002/03 740,000 740,000 教育機材購入 PTA委員会

2001/02
2000/01

Kénkétén 9 新設
Somayah Plateau 9 新設
Doumbouyah 6 新設
Fassiah 14 新設

注1：建設主体について、　「A」ギニア国による、「B」住民参加による、「C」NGOによる、「D」他ドナーによる

注2：既存校舎は、日本によるもの以外を示す

要請対象校基本データ（施設、維持管理関連）

R
A

T
O

M
A

C
A

O
N

A
K
R

Y
要請リスト

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

E
P

C
O

N
A

K
R

Y

C
O

C
O

Y
A

H

　
C

o
m

m
u
n
e
　

　
 U

rb
ai

n
e

M
A

T
A

M
M

A
T
O

T
O

  
  

  
  

  
  

  
  

  
C

O
　

　
　

　
　

　
　

　
E
P

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

E
P

 C
O

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

E
P

  
  

  
  

  
  

  
 D

U
B

R
E
K
A

　
C

o
m

m
u
n
e
　

　
 U

rb
ai

n
e

　
　

　
　

E
P

  
C

O



県 地区 記号 学校名
無償
実施
年度

年度 CP1 CP2 CE1 CE2 CM1 CM2 （CP1-CM2）計
既存教室

数
児童数/教

室
教員数

２部/複式
の別

（2003/04）
2003/04 186 141 152 123 116 224 942 14 67 18

MA1 Carrière Centre H14 2002/03 120 121 85 102 72 101 601 8 75 16 ２部
2001/02 121 118 93 93 70 127 622 8 77 13
2000/01 123 129 138 100 98 94 682 8 85 12
2003/04 118 121 187 204 181 243 1054 18 58 24

MA2 Carrière Cité1 H14 2002/03 136 185 212 142 209 294 1178 14 84 24 ２部
2001/02 147 195 192 171 243 306 1254 14 89 24
2000/01 142 190 146 234 229 283 1224 14 87 24
2003/04 155 141 114 109 137 157 813 14 58 26

RT1 EP Dar-Es- SalamH14 2002/03 95 111 67 100 94 123 590 8 73 19 ２部
2001/02 80 69 55 92 123 112 531 8 66 19
2000/01 75 69 76 96 111 113 540 8 67 19
2003/04 150 208 184 164 170 188 1064 15 70 29

RT2 EP kaporo H11 2002/03 178 164 144 139 141 162 928 9 103 28 ２部
H14 2001/02 99 84 165 109 108 90 655 9 72 28

2000/01 86 95 128 103 114 104 630 9 70 20
2003/04 100 139 190 187 166 149 931 9 103 27

RT3 EP Kwamé Krum H14 2002/03 150 139 188 187 166 149 979 11 89 28 ２部
2001/02 193 203 251 122 205 172 1146 11 104 23
2000/01 185 199 279 240 213 173 1289 11 117 26
2003/04 277 388 257 243 216 141 1522 10 152 23

MT1 Simbaya 1 H14 2002/03 276 312 363 203 226 192 1572 10 157 17 ２部
2001/02 258 269 267 179 141 141 1255 10 125 10
2000/01 263 278 232 241 126 119 1259 10 125 10
2003/04 173 198 280 248 305 244 1448 18 80 48

MT2 Dabompa H14 2002/03 156 181 236 239 222 200 1234 10 123 32 ２部
2001/02 130 137 205 272 178 257 1179 8 147 24
2000/01 170 160 436 192 112 253 1323 8 165 19
2003/04 110 182 217 238 219 205 1171 18 65 36

MT3 EP Gbessia Cité2 H14 2002/03 120 171 229 255 270 259 1304 10 130 35 ２部
2001/02 161 210 263 205 182 208 1229 10 122 22
2000/01 198 215 210 184 202 273 1282 10 128 23
2003/04 120 251 149 272 215 161 1168 16 73 21

DB1 Negueah H2 2002/03 116 126 161 185 175 165 928 16 58 21 ２部
2001/02 110 135 135 167 169 148 864 16 54 18
2000/01 100 131 137 175 185 138 866 16 54 16
2003/04 34 68 34 54 40 50 280 6 46 7

CY1 Bambaya H2 2002/03 67 41 53 37 36 36 270 6 45 7
2001/02 40 56 67 34 22 34 253 6 42 7
2000/01 88 50 52 24 15 45 274 6 45 7
2003/04 104 126 71 132 60 86 579 6 96 13

CY2 Wonkifong H2 2002/03 115 110 105 87 71 43 531 6 88 13 ２部
2001/02 90 93 106 70 57 29 445 6 74 11
2000/01 34 102 98 53 39 52 378 6 63 8
2003/04 129 242 308 405 265 348 1697 15 114 33

CY3 Sanoyah H2 2002/03 161 258 366 268 253 547 1853 15 124 30
2001/02 150 217 250 170 207 122 1116 15 75 30
2000/01 190 209 242 224 112 135 1112 15 75 25
2003/04 185 320 174 231 140 136 1186 12 98 30

K1 Koliadi 1 H11 2002/03 203 298 167 209 129 120 1126 12 93 27 ２部
2001/02 169 191 162 180 114 91 907 12 75 22
2000/01 140 167 140 167 105 90 809 12 67 21
2003/04 248 248 248 248 250 250 1492 12 124 24

K2 Tafory H11 2002/03 216 216 219 216 213 212 1292 12 107 24 ２部
2001/02 191 191 191 191 187 141 1092 12 91 24
2000/01 73 99 75 92 75 112 526 16 32 12
2003/04 44 35 26 43 38 26 212 5 42 5

M1 Pettiny H2 2002/03 40 37 44 46 41 29 237 5 47 5 複式
2001/02 41 35 39 30 26 28 199 5 39 5
2000/01 37 40 31 26 30 164 5 32 5
2003/04 149 206 191 255 155 147 1103 21 52 24

M2 EP Centre 1 H11 2002/03 193 174 244 179 158 180 1128 21 53 24
2001/02 185 215 184 208 185 206 1183 21 56 23
2000/01 182 92 161 175 202 256 1068 15 71 16
2003/04 70 198 120 172 89 120 769 14 54 14

M3 EP Hoorè Féllo H11 2002/03 125 177 132 132 107 89 762 14 54 14 ２部
2001/02 144 136 153 119 129 116 797 14 56 14
2000/01 65 144 129 159 127 87 711 14 50 14
2003/04 114 258 107 179 87 84 829 14 59 16

M4 Abattoir H11 2002/03 172 159 104 88 67 89 679 14 48 15 ２部
2001/02 131 122 89 76 99 65 582 14 41 12
2000/01 122 67 89 98 78 111 565 14 40 13
2003/04 104 151 80 128 60 63 586 14 41 13

M5 Kimbély H11 2002/03 126 115 108 87 56 46 538 14 38 13
2001/02 106 89 96 49 64 53 457 14 32 12
2000/01 110 81 72 62 60 66 451 11 41 12
2003/04 179 274 245 160 94 174 1126 15 75 22

M6 Pétel H11 2002/03 148 144 168 190 146 72 868 15 57 21
2001/02 133 129 138 133 119 125 777 15 51 21
2000/01 113 107 122 112 118 135 707 12 58 16
2003/04 60 60 49 32 47 248 9 27 5

L1 Hafia H2 2002/03 60 43 45 46 65 259 9 28 7
2001/02 20 51 52 44 48 65 280 9 31 8
2000/01 61 46 55 48 54 47 311 9 34 8
2003/04 74 194 94 144 65 99 670 4 167 6

L2 Kouroula H11 2002/03 154 146 130 106 56 89 681 4 170 6 ２部
2001/02 52 99 119 66 86 109 531 4 132 6
2000/01
2003/04 70 194 104 138 87 115 708 4 177 6

L3 Bowouloko H11 2002/03 187 169 115 123 88 105 787 4 196 6 ２部
2001/02 101 113 103 59 92 109 577 4 144 6
2000/01

注1：調査対象校「記号」は、本調査上、便宜的に設定したもの

注2：「複式」は「複式授業」、「2部」は「2部制授業」を示す。

注3：空欄は、学校よりの回答なし
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調査対象校 調査結果

無償協力校基本データ（教育関連）
                                                                                                                                                                                                  資料A.3



県 地区 記号 学校名
無償実
施年度

無償校
以外の
既存校
舎数

建設
年度

既存校
舎建設
主体

既存便
所数

(2003/04
)

水源
の有
無

年度
収入

（FGN）
支出

（FGN）
主な支出項目 授業以外での教室の使用用途

2003/04
MA1 Carrière Centre H14 2 1962 Ｂ 14 F 2002/03

2004 A 2001/02
2000/01
2003/04 965,900 965,900 運営費

MA2 Carrière Cité1 H14 2 1964 Ｂ 18 F 2002/03 609,000 609,000 運営費 地区集会、維持管理会、父母会
2004 Ｄ 2001/02 600,000 600,000 運営費

2000/01 595,700 595,700 運営費
2003/04

RT1 EP Dar-Es- Salam H14 2 B 14 X 2002/03 地区集会、維持管理会、父母会
C 0.5km 2001/02

2000/01
2003/04 3,480,000 3,480,000 施設改修

RT2 EP kaporo H11 2 1979 A 15 X 2002/03 2,455,000 2,455,000 施設改修 父母会
H14 2004 C 0.5km 2001/02 1,315,000 1,315,000 施設改修

2000/01 875,000 875,000 施設改修、教育機材
2003/04 1,136,000 1,100,000 教育機材購入ほか

RT3 EP Kwamé Krumah H14 9 2002/03 1,030,000 1,000,000 教育機材購入ほか 父母会
2001/02 1,800,000 850,000 教育機材購入ほか
2000/01 1,456,300 1,456,300 運営費、施設改修
2003/04 100,000 100,000 運営費、施設改修

MT1 Simbaya 1 H14 1 1961 B 10 F 2002/03 978,000 978,000 運営費、施設改修 維持管理委員会、父母会
2001/02 932,000 932,000 運営費、施設改修
2000/01 945,000 945,000 運営費、施設改修
2003/04 2,478,000 2,478,000 施設改修、教育機材

MT2 Dabompa H14 2 1962 A 18 F 2002/03 2,238,000 2,238,000 施設改修、教育機材 村の集会、結婚式、父母会ほか
B 2001/02 1,456,000 1,456,000 施設改修

2000/01 194,000 100,000 施設改修、教育機材
2003/04 1,800,000 1,800,000 教育機材購入ほか

MT3 EP Gbessia Cité2 H14 1 1979 B 18 X 2002/03 1,600,000 1,600,000 教育機材購入ほか 維持管理委員会
0.3km 2001/02 1,600,000 1,600,000 教育機材購入ほか

2000/01 1,550,000 1,550,000 教育機材購入ほか
2003/04 2,000,000 2,000,000 教育機材購入

DB1 Negueah H2 1 1960 A 16 F 2002/03 父母会
2001/02
2000/01
2003/04 250,000 240,000

CY1 Bambaya H2 1 1968 B 6 X 2002/03 100,000 100,000 村の集会、父母会
0.2km 2001/02 220,000 220,000

2000/01 210,000 210,000
2003/04

CY2 Wonkifong H2 2 1977 B 6 X 2002/03 父母会
1992 C 2km 2001/02

2000/01
2003/04 995,600 995,600 教育機材購入

CY3 Sanoyah H2 1 1960 B 15 F 2002/03 740,000 740,000 教育機材購入 維持管理委員会、父母会
2001/02
2000/01
2003/04 940,000 940,000

K1 Koliadi 1 H11 1 1996 A 12 X 2002/03 875,000 875,000 維持管理委員会、父母会
1km 2001/02 875,000 875,000

2000/01 210,000 210,000
2003/04 300,000 300,000

K2 Tafory H11 1 1957 A 12 X 2002/03 父母会
0.2km 2001/02

2000/01
2003/04 110,000 70,000 施設改修

M1 Pettiny H2 1 2000 B 5 X 2002/03 87,000 60,000 施設改修 村の集会、父母会
3km 2001/02

2000/01
2003/04 1,570,000 1,570,000 運営費ほか

M2 EP Centre 1 H11 1 1990 21 F 2002/03 8,742,825 8,742,825 教育機材購入 維持管理委員会、父母会
D 2001/02 2,990,250 2,990,250 教育機材購入

2000/01 2,278,000 2,278,000 運営費ほか
2003/04

M3 EP Hoorè Féllo H11 1 1962 A 14 2002/03 維持管理委員会、父母会
0.5km 2001/02

2000/01
2003/04 210,000 21,000

M4 Abattoir H11 1 1957 A 14 F 2002/03 4,033,600 維持管理委員会、父母会
2001/02 1,051,659
2000/01 2,869,500 2,869,500
2003/04

M5 Kimbély H11 14 X 2002/03 維持管理委員会、父母会
0.45km 2001/02

2000/01
2003/04 690,000 690,000 教育機材購入費

M6 Pétel H11 1 1960 D 15 F 2002/03 330,000 330,000 運営費ほか 維持管理委員会、父母会
2001/02 748,000 748,000 運営費ほか
2000/01 812,000 812,000 運営費ほか
2003/04 266,000 266,000 運営費ほか

L1 Hafia H2 1 1959 A 9 X 2002/03 259,000 259,000 運営費ほか 維持管理委員会、父母会
0.7km 2001/02 280,000 280,000 運営費ほか

2000/01 350,000 350,000 運営費ほか
2003/04 638,000 638,000 教育機材購入ほか

L2 Kouroula H11 1 1901 A 4 F 2002/03 531,000 531,000 教育機材購入ほか 維持管理委員会、父母会
2001/02
2000/01
2003/04 742,000 742,000 教育機材購入ほか

L3 Bowouloko H11 1 1952 A 4 X 2002/03 577,000 577,000 教育機材購入ほか 維持管理委員会、父母会
0.8km 2001/02

2000/01

注1：調査対象校「記号」は、本調査上、便宜的に設定したもの

注2：建設主体について、　「A」ギニア国による、「B」住民参加による、「C」NGOによる、「D」他ドナーによる

注3：水源について、「F」深井戸

注4：空欄は、学校よりの回答なし

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

L
A

B
E

調査対象校
C

O
Y
A

H
K
IN

D
IA

M
A

M
O

U
M

A
M

O
U

                                                                                                                                                                                                                                         資料A.4
無償協力校基本データ（施設、維持管理関連）
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調査結果
維持管理状況施設状況



　　　　　採光 　　　黒板 　　　　収納ラック 　　　　　　便所
県 地区記号

A B C D A B C D A B C D A B C D A B C D A B C D A B C D A B C D

MA1 Carrière Centre H14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

MA2 Carrière Cité1 H14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

RT1 EP Dar-Es- SalamH14 ○ ○ ○ ○ ○ ○

RT2 EP kaporo H11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
H14

RT3 EP Kwamé KrumH14

MT1 Simbaya 1 H14 ○ ○ ○ ○ ○

MT2 Dabompa H14 ○ ○ ○ ○ ○ ○

MT3 EP Gbessia Cité2H14 ○ ○ ○ ○ ○ ○

DB1 Negueah H2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

CY1 Bambaya H2 ○ ○ ○ ○ ○

CY2 Wonkifong H2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

CY3 Sanoyah H2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

K1 Koliadi 1 H11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

K2 Tafory H11 ○ ○ ○ ○ ○ ○

M1 Pettiny H2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

M2 EP Centre 1 H11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

M3 EP Hoorè Féllo H11 ○ ○ ○ ○ ○

M4 Abattoir H11 ○ ○ ○ ○ ○

M5 Kimbély H11 ○ ○ ○ ○ ○

M6 Pétel H11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

L1 Hafia H2 ○ ○ ○ ○ ○

L2 Kouroula H11 ○ ○ ○ ○ ○

L3 Bowouloko H11 ○ ○ ○ ○ ○

注1：調査対象校「記号」は、本調査上、便宜的に設定したもの

注3：空欄は、学校よりの回答なし

教室内教師用
M

A
M

O
U

無償資金協力校　施設状況
資料A.5

学校名
無
償
実

サイズ 机と椅子
教室 校長室

注2：　A：とても良い　　 B：良い　　　C：おおむね良いが改良すべき点もあり　　　　D：悪い
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県 地区 記号

有り 無し 有り 無し 使用 未使用 使用 未使用 使用 未使用回/日 日/週
日/
月

日/
年

無し 清掃者 回/日 日/週
日/
月

日/
年

無し
清掃
者

MA1 Carrière Centre H14 ○ ○ ○ ○ ○ 2 6 24 216 CEME 2 6 24 216 CEME
児童 児童

MA2 Carrière Cité1 H14 ○ ○ ○ ○ ○ 2 6 24 216 CEME 2 6 24 216 CEME
児童 児童

RT1 EP Dar-Es- Salam H14 ○ ○ ○ ○ 1 1 2 18 CEME 0 0 1 9 CEME
児童 児童

RT2 EP kaporo H11 ○ ○ ○ ○ ○ 2 児童 1 門番
H14 門番

RT3 EP Kwamé Krumah H14 ○ ○ ○ ○ ○

MT1 Simbaya 1 H14 ○ ○ ○ ○ ○ 0 1 4 52 CEME 1 7 CEME

MT2 Dabompa H14 ○ ○ ○ 2 CEME 1 CEME

MT3 EP Gbessia Cité2 H14 ○ ○ ○ ○ ○ 1 門番 1 門番
教員 教員

DB1 Negueah H2 ○ ○ ○ ○ 1 児童 1 門番
児童

CY1 Bambaya H2 ○ ○ ○ 1 児童 1 児童

CY2 Wonkifong H2 ○ ○ ○ 2 児童 2 児童

CY3 Sanoyah H2 ○ ○ ○ ○ 1 児童 1 児童

K1 Koliadi 1 H11 ○ ○ ○ ○ ○ 1 児童 1 児童

K2 Tafory H11 ○ ○ ○ ○ ○ 2 児童 2 児童

M1 Pettiny H2 ○ ○ ○ ○ 1 児童 1 児童

M2 EP Centre 1 H11 ○ ○ ○ ○ ○ 2 児童 1 児童

M3 EP Hoorè Féllo H11 ○ ○ ○ ○ ○ 1 児童 1 児童

M4 Abattoir H11 ○ ○ ○ ○ ○ 1 児童 1 児童

M5 Kimbély H11 ○ ○ ○ ○ ○ 1 1 児童 1 児童

M6 Pétel H11 ○ ○ ○ ○ 2 児童 1 児童

児童
L1 Hafia H2 ○ ○ ○ ○ 1 5 20 180 父母会 1 5 20 180 児童

教員 教員

L2 Kouroula H11 ○ ○ ○ ○ ○ 2 6 24 216 教員 1 6 24 216 児童
児童

児童
L3 Bowouloko H11 ○ ○ ○ ○ ○ 2 6 24 216 父母会 1 6 24 216 児童

教員

注1：調査対象校「記号」は、本調査上、便宜的に設定したもの

注2：清掃者中、「CEME」 第3次計画ソフトコンポーネントで設立された維持管理委員会

注3：空欄は、学校よりの回答なし

無償資金協力校　維持管理状況

資料A.6

学校名 無償実施年度

マニュアル指導、説明 使用状況 清掃状況
所有状況 の有無 便所
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                                                            資料 A.7 
無償資金協力校不具合箇所一覧表 

                                             

部位 不具合箇所 原因 対処方法 その他 
 

屋根 

・雨期の際の雨漏り 

 (MA1、MA2、RT1) 
 

 

・施工不良(RT1) ・日本側の瑕疵工事

により対処(RT1) 

 

 

天井     

 

柱・梁 クラック(MA1)    

 

 

 
床 

・モルタル部の剥離 

  (MA1、MT2、L1) 

・施工不良 

 (RT1、MT2) 

・日本側の瑕疵工事

により対処(MT2) 

・APEAE により修

理済み(L1) 

 

 
・鍵の破損、戸当りの破損 

(MA1、MA2、RT1、

CY1,3、K2、M3、L3) 

施工不良(RT1) 

使用勝手による 

(CY1、M3、L3) 

・APEAE により修

理済み(CY1、L3) 

・APEAE により修

理済み 

M3/30,000FGN) 

 

・スチールガラリ戸の鍵掛

けが困難(MT1) 

   

 

 

 

 
窓・ドア 

・スチールガラリ羽破損/2 

  枚 (MT2) 

・施工不良(MT2) 日本側の瑕疵工事に

より対処(MT2) 

 

 

・破損、解体 

(MA1、CY1、CY2、

K1M1、L1) 

・使用勝手による 

(CY1、M1) 

・品質管理上の不都

合(CY2、K1) 

・APEAE により修

理(CY1、K1) 

・使用木材の仕様

変 更 が 必 要

(CY2) 
・修理済み 

3,000,000FGN 

(M1) 
・修理済み(L1) 

  

  

 

 

 
机・椅子 

・教員用机引き出しの開

閉不備(RT1) 

・施工不良(RT1)   
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収納戸棚 

・扉の開閉が困難 

(M1) 

・鍵が故障(M1) ・鍵の修理に 

24,000FGN(M1) 

 

 

 
黒板 

・表面塗装部の剥離 

（MA1、RT1、MT1、

M4L1、L3) 

 

・施工不良 

(RT1、MT1、M4 

L3) 

・APEAE により修

理(MT1、M4) 

・未修理(L1、L3) 

 

 

・扉の開閉が困難(RT1) ・施工不良(RT1)   

・水道蛇口に不都合 

(MT2) 

・施工不良(MT2) ・APEAE により修

理(MT2) 
 

・扉がシロアリにより被

害(CY2) 
 ・シロアリ対策の

強化が必要要 

(CY2) 

 

・排気塔の欠損(K2) ・盗難(K2)   

・扉下巾木部破損(M1) ・使用勝手による 

(M1) 

・修理済み 

400,000FGN 

 

 

 

 

 

 
便所 

・戸の腐れ(L1、L2、L3) ・雨のふきつけ(L1、

L2、L3) 

・APEAE により修

理済み(L1) 

・未修理(L2、L3) 

 

 

 
その他 

・外壁にクラック 

(RT1、M3) 

・施工不良(RT1、 

M3) 

・日本側の瑕疵工事

により対処(RT1) 
 

 

 
備考： 

（ ）は、本調査報告書用として便宜的に設定したもので、添付資料 A-3,4 の学校番号に順ずる 
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援助内容 目標 BND Budg.Fonct PPTE IDA BAD3 UE BID3 KFW JICA AFD TOTAL

目標建設サイト
2003年12月までに

60校
1,200,000 4,800,000 6,000,000

中学校建設
2003年12月までに

182教室
3,800,000,000 750,000,000 4,550,000,000

教室数 152 30 182
SNIESによるモニ
タリング

四半期ごとのモニ
タリングレポート

18,240,000 3,600,000 21,840,000

監理事務所によ
るモニタリング 76,000,000 15,000,000 91,000,000

-

中学校改修
2003年12月までに

300教室の改修
3,000,000,000 3,000,000,000

教室数 300 300
SNIESによるモニ
タリング

四半期ごとのモニ
タリングレポート

36,000,000 36,000,000

監理事務所によ
るモニタリング 四半期ごとのモニ

タリングレポート
60,000,000 60,000,000

人材育成
498名の中等教員

リクルート

5642へ名の研修

実施
1,165,320,000 1,165,320,000

1300名の中等教

員配置転換

1300名の中等教

員配置転換
325,000,000 325,000,000

3,097,200,000 1,490,320,000 3,899,040,000 768,600,000 - - - - - - 9,255,160,000

技術・職業養成教育へのアクセス

ファラナ師範学校
2校建設、ボケ師

範学校修復工事
にかかる入札

2003年12月までに

2校の建設
238,191,200 952,764,800 1,190,956,000

SNIEMによるモニ
タリング

1,920,000 7,680,000 9,600,000

監理事務所によ
るモニタリング 四半期ごとのモニ

タリングレポート
4,763,824 19,055,296 23,819,120

デュブレカ師範学
校改修工事

2003年12月までに

改修
89,776,000 359,104,000 448,880,000

SNIEMによるモニ
タリング

四半期ごとのモニ
タリングレポート

960,000 3,840,000 4,800,000

監理事務所によ
る調査とモニタリ
ング

四半期ごとのモニ
タリングレポート

2,381,912 9,527,648 11,909,560

技術・職業養成教育・　総計 337,992,936 - - 1,351,971,744 - - - - - - 1,689,964,680
総計 7,090,792,936 4,586,170,000 9,073,560,000 11,926,971,744 1,666,800,000 86,132,000 2,463,160,000 2,588,760,000 6,793,200,000 1,869,000,000 48,144,546,680

ギニア政府

ギニア　フラン

37,199,422,0002,588,760,000 6,793,200,000 1,869,000,0003,655,600,000 3,095,850,000 2,463,160,0005,174,520,000 9,806,400,000 1,666,800,000 86,132,000

中等教育へのアクセス

初等教育へのアクセス・合計

中等教育施設建設・合計

教員師範
学校の建
設と改修
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     ギニア国 マクロ経済面での推移／2001 年～2005 年（単位：10 億） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                
            

   2001 2002 2003 2004 2005 
GDP 5 919.76 6 339.65 7 189.40 8 458.70 9 510.87 
経済成長率 3.70 4.20 2.10 2.6 4.1 
税収 670.20 701.44 768.08 887.83 1 077.86 
税収外収入 113.18 80.18 71.04 60.37 113.55 
国内税収合計 783.38 781.62 839.12 948.2 1 191.41 
GDP％ 13.23 12.33 11.67 11.20 12.52 
対外融資を除

く予算支出 
110.36 1 083.53 1 151.81 1 304.78 1 482.93 

資
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                                                                         資料 A.10 

初等教育データ 
 

就学前教育の園児数（2001～2004 年） 

 2001 2002 2003 2004 

就学可能人口 1 500 000 1 540 854 1 582 820 1 622 561 

女子 753 235 773 750 794 824 814 780 

 

就学園児数 75 000 83 256 141 000 225 000 

就学園児数（女児） 31 624 38 384 75 200 112 043 

全体の％ 5.0% 5.4% 8.9% 13.9% 

女子の％ 4.2% 5.0% 9.5% 13.8% 

 

 
初等教育の新入生登録数 

2001 2002 2003 2004 2004-2003 増加率  

男女計 女子 男女計 女子 男女計 女子 男女計 女子 男女計 女子 

ボケ 15 341 6 951 15 351 6 807 19 539 8 768 20 364 9 188 4.2% 4.8% 

コナクリ 33 726 16 292 33 518 16 470 38 325 18 861 39 464 19 735 3.0% 4.6% 

ファラナ 14 354 6 102 12 284 5 339 17 983 7 965 19 429 8 728 8.0% 9.6% 

カンカン 19 581 8 802 18 972 8 288 22 496 10 097 27 914 12 593 24.1% 24.7% 

キンディア 17 752 8 220 23 901 10 928 28 254 12 860 31 276 14 185 10.7% 10.3% 

ラベ 12 870 6 015 12 081 5 732 19 493 9 375 22 742 10 666 16.7% 13.8% 

マムー 16 409 6 973 11 130 4 766 18 194 7 806 15 362 6 835 -15.6% -12.4% 

ンゼレコレ 25 646 11 118 30 788 13 755 30 479 14 024 38 662 17 600 26.8% 25.5% 

合計 155 679 70 473 158 025 72 085 194 763 89 756 215 213 99 530 10.5% 10.9% 

年間増加率   1.5% 2.3% 23.2% 24.5% 10.5% 10.9%   

 

 
初等教育の総就学率（TBS）と実質就学率（TNS） 

 2001 2002 2003 2004 

 男女合計 女子 男女合計 女子 男女合計 女子 男女合計 女子 

就学可能人

口（7~12 歳） 
1 397 064 696 571 1 393 820 660 911 1 441 106 683 149 1 487 924 705 297 

TBS 61% 50% 72% 63% 74% 67% 77% 70% 

TNS 48% 41% 57% 52% 60% 55% 62% 58% 
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初等教育の地域別 総就学率／実質就学率 

 2001 2002 2003 2004 

農村部 男女合計 女子 男女合計 女子 男女合計 女子 男女合計 女子 

総就学率 43% 33% 51% 42% 55% 47% 58% 51% 

実質就学率 34% 27% 41% 35% 45% 39% 47% 42% 

 

都市部 男女合計 女子 男女合計 女子 男女合計 女子 男女合計 女子 

総就学率 97% 83% 112% 101% 112% 104% 114% 106% 

実質就学率 77% 67% 89% 82% 90% 84% 91% 86% 

 
初等教育卒業率の推移 

 2001 2002 2003 2004 

女子 21% 26% 27% 37% 

男子 48% 49% 45% 56% 

合計 34.7% 38.4% 36.6% 46.7% 

 

 
全国レベルでの留年率 

 2000 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年目標 

第１学年 25.6% 27.1% 6.9% 

第２学年 21.1% 20.8% 15.7% 

第３学年 26.4% 22.6% 8.1% 

第４学年 24.9% 23.4% 16.7% 

第５学年 25.4% 25.2% 25.4% 

第６学年 

PEPT 参照年 

平均 28％ 

43.7% 35.6% 43.7% 

フェーズ１目標： 

20％から 15％ 

 
農村部での留年率 

 2000 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年目標 

第１学年 20% 21% 2% 

第２学年 15% 15% 10% 

第３学年 20% 16% 2% 

第４学年 19% 18% 10% 

第５学年 19% 19% 2% 

第６学年 

28％ 

38% 31% 19% 

20％から 15％ 
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退学率 

 2000 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年目標 

第１学年 0.0% 0.0% 0.0% 

第２学年 0.0% 1.9% 0.0% 

第３学年 0.0% 7.5% 6.2% 

第４学年 1.4% 7.8% 4.6% 

第５学年 2.2% 6.5% 5.5% 

第６学年 

PEPT 参照年： 

平均 8％ 

6.4% 14.0% 9.7% 

フェーズ１目標：

6％から 5％ 

 

 

 
公立校における複式授業クラスの状況（2002～2003 年） 

 2002 2003 2004 

複式授業教室数 1 530 1 199 1 136 

総教室数 16 281 16 821 17 579 

複式授業教室割合 9.4% 7.1% 6.5% 

    

複式授業児童数 60 396 63 243 59 058 

総登録児童数 775 577 836 330 892 794 

複式授業児童数割合 7.8% 7.6% 6.6% 

    

児童数・教室数 比率 48 50 51 

 

 
公立校における二部制授業クラスの状況（2002～2004 年） 

 2002 2003 2004 

二部制授業教室数 3 508 1 887 2 240 

総教室数 16 281 16 821 17 579 

二部制授業教室割合 21.5% 11.2% 12.7% 

    

二部制授業児童数 214 627 207 012 239 576 

総登録児童数 775 577 836 330 892 794 

二部制授業児童数割合 27.7% 24.8% 26.8% 
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公立校における教員の推移（2001～2004 年） 

 2001 2002 2003 2004 2001 年との差 

教室に配置された教員数 14 267 14 880 17 038 17 973 3 706 

うち契約教員数 5 144 5 514 7 590 9 483 4 339 

女性教員の割合 - - 33.5% 33.4% - 

契約教員増加率 - 7.2% 37.6% 24.9% - 

 

 

 
公立校における教員の勤続年数（2003～2004 年） 

 2003 2004 

勤続年数 0~4 年 8 801 8 527 

勤続年数 5~9 年 1 218 2 544 

勤続年数 9 年以下の教員総数 10 019 11 071 

総教員数（公立） 17 038 17 973 

勤続年数 9 年以下の教員の割合 58.8% 61.6% 

 

 
公立校における児童数対教員数の比率の推移（2003～2004 年） 

2003 2004  

児童数 教員数 比率 児童数 教員数 比率 

2005 年 

予測比率 必要教員数 

ボケ 92 866 1 786 52.0 95 641 1 877 51.0 45 248 

コナクリ 127 488 2 581 49.4 124 853 2 493 51.0 45 282 

ファラナ 83 457 1 665 50.1 90 027 1 805 49.9 45 196 

カンカン 98 811 1 939 51.0 109 013 2 034 53.6 45 389 

キンディア 115 976 2 472 46.9 126 550 2 692 47.0 45 120 

ラベ 82 030 1 654 49.6 90 446 1 811 49.9 45 199 

マムー 76 753 1 574 48.8 80 945 1 693 47.8 45 106 

ンゼレコレ 158 949 3 367 47.2 175 319 3 568 49.1 45 328 

合計 836 330 17 038 49.1 892 794 17 973 49.7 45 1 867 

年間増加率 - - - 6.8% 5.5% 1.2% - - 
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                                                         資料 A.11 

中等教育データ 

 

地域別中学校生徒数（2001～2004 年） 

 
 

生徒群分析指標の推移 
2001 2002 2003 2004  

男女計 女子 男女計 女子 男女計 女子 男女計 女子 

入学／卒業割合 1.6 1.7 1.6 1.5 1.4 1.4 1.5 1.7 

効率係数 62.1% 57.8% 63.7% 66.7% 71.2% 71.9% 66.7% 59.9% 

卒業までに必要な年数 4.9 4.8 4.9 4.8 4.8 4.8 4.5 4.6 

第 8 学年での存続率 89.4% 94.6% 97.8% 94.1% 85.2% 96.4% 95.1% 94.8% 

第 9 学年での存続率 78.9% 84.4% 91.1% 90.4% 77.1% 91.5% 91.2% 84.6% 

第 10 学年での存続率 71.0% 81.3% 88.9% 93.1% 68.7% 89.4% 81.9% 72.0% 

卒業までの存続率 44.7% 44.0% 52.9% 53.9% 48.9% 55.9% 46.9% 41.4% 

 
 

中学、高校教室数の推移（2002～2004 年） 

 2002 2003 2004 2002~2004 の差 増加率 

ボケ 390 450 471 81 20.8% 

コナクリ 1 523 1 676 1 935 412 27.1% 

ファラナ 247 306 317 70 28.3% 

カンカン 323 385 419 96 29.7% 

キンディア 479 498 556 77 16.1% 

ラベ 348 388 410 62 17.8% 

マムー 262 341 356 94 35.9% 

ンゼレコレ 570 706 712 142 24.9% 

合計 4 142 4 750 5 176 1 034 25.0% 

年間増加率 - 14.7% 9.0% - - 

2001 2002 2003 2004 2001~2004  

男女計 女子 男女計 女子 男女計 女子 男女計 女子 男女計 女子 

ボケ 19 401 5 371 20 272 5 597 23 864 6 790 28 385 8 638 46.3% 60.8% 

コナクリ 64 984 22 738 74 303 27 025 69 896 29 872 80 749 32 018 24.3% 40.8% 

ファラナ 12 663 2 393 13 721 3 018 15 129 3 456 20 029 4 606 58.2% 92.5% 

カンカン 17 811 4 284 19 544 4 653 22 881 5 869 30 015 8 083 68.5% 88.7% 

キンディア 19 510 5 064 23 027 6 513 26 141 7 414 29 348 8 951 50.4% 76.8% 

ラベ 16 834 5 433 18 087 6 035 20 968 7 019 19 369 7 084 15.1% 30.4% 

マムー 11 775 3 073 12 709 3 436 13 699 4 317 14 695 4 510 24.8% 46.8% 

ンゼレコレ 22 031 4 772 27 741 6 178 32 878 8 089 41 700 11 167 89.3% 134.0% 

合計 185 009 53 128 209 404 62 473 225 456 72 826 264 290 85 057 42.9% 60.1% 
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中学校新入生登録数の推移（2002～2004 年） 

2002 2003 2004 
2002~2004 年 

平均増加率 

 

男女計 女子 男女計 女子 男女計 女子 男女計 女子 

ボケ 4 963 1 434 6 636 1 995 9 520 2 998 30.6% 36.4% 

コナクリ 13 216 6 762 15 336 6 860 23 061 9 097 24.8% 11.5% 

ファラナ 2 792 698 3 841 872 7 020 1 720 50.5% 48.8% 

カンカン 4 843 1 140 6 223 1 694 10 422 3 039 38.4% 57.0% 

キンディア 5 375 1 514 7 648 2 333 9 949 3 114 28.4% 35.2% 

ラベ 4 266 1 510 5 176 2 022 5 681 2 054 11.1% 12.0% 

マムー 3 147 868 4 006 1 311 3 892 1 194 7.9% 12.5% 

ンゼレコレ 7 672 1 843 9 232 2 457 14 828 4 469 31.1% 47.5% 

合計 46 274 15 769 58 098 19 544 84 373 27 736 27.4% 25.3% 

 
 

中学校における留年率 
 2002 2003 2004 
第 7 学年 28.8% 20.6% 12.9% 
第 8 学年 22.1% 19.9% 12.5% 
第 9 学年 21.6% 21.0% 12.4% 
第 10 学年 34.4% 29.0% 15.9% 
 
 
 

中学校における退学率 
 2002 2003 2004 
第 7 学年 0.0% 11.2% 4.1% 
第 8 学年 2.8% 6.2% 3.1% 
第 9 学年 0.0% 6.1% 8.3% 
第 10 学年 22.5% 16.0% 35.0% 
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